
JP 5210594 B2 2013.6.12

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　透光性を有する基板上にゲート電極層を形成し、
　前記ゲート電極層および前記基板上を覆うように無機材料を含む透光性を有するゲート
絶縁層を形成し、
　前記ゲート絶縁層上に光重合性反応基を含む有機層を形成し、
　前記ゲート電極層をマスクとして、前記基板および前記ゲート絶縁層を通過した光を前
記光重合性反応基を含む有機層に選択的に照射し、前記光重合性反応基を含む有機層を選
択的に重合し、
　前記光重合性反応基を含む有機層の前記重合した領域以外を除去した有機重合層を形成
し、
　前記有機重合層の形成領域以外の前記ゲート絶縁層上に加水分解基を有する有機シラン
膜を形成し、
　前記有機重合層上に導電性材料を含む組成物を吐出し、ソース電極層及びドレイン電極
層を形成し、
　前記ゲート電極層、前記ソース電極層、及び前記ドレイン電極層上に半導体層を形成す
ることを特徴とする半導体装置の作製方法。
【請求項２】
　透光性を有する基板上にゲート電極層を形成し、
　前記ゲート電極層および前記基板上を覆うように無機材料を含む透光性を有するゲート
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絶縁層を形成し、
　前記ゲート絶縁層上に光重合性反応基を含む有機層を形成し、
　前記ゲート電極層をマスクとして、前記基板および前記ゲート絶縁層を通過した光を前
記光重合性反応基を含む有機層に選択的に照射し、前記光重合性反応基を含む有機層を選
択的に重合し、
　前記光重合性反応基を含む有機層の前記重合した領域以外を除去した有機重合層を形成
し、
　前記有機重合層の形成領域以外の前記ゲート絶縁層上に第１の加水分解基を有する有機
シラン膜を形成し、
　前記有機重合層上に導電性材料を含む組成物を吐出し、ソース電極層及びドレイン電極
層を形成し、
　前記第１の加水分解基を有する有機シラン膜を除去し、
　前記ゲート電極層、前記ソース電極層、及び前記ドレイン電極層上に第２の加水分解基
を有する有機シラン膜を形成し、
　前記第２の加水分解基を有する有機シラン膜上に半導体層を形成することを特徴とする
半導体装置の作製方法。
【請求項３】
　請求項２において、前記第２の加水分解基を有する有機シラン膜を、オクタデシルトリ
メトキシシランを用いて形成することを特徴とする半導体装置の作製方法。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれか一項において、前記ソース電極層又は前記ドレイン電極層と
電気的に接続する表示素子を形成することを特徴とする半導体装置の作製方法。
【請求項５】
　請求項１乃至４のいずれか一項において、前記半導体層を、酸化物半導体を用いて形成
することを特徴とする半導体装置の作製方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
  本発明は、印刷法を用いた半導体装置、半導体装置の作製方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
薄膜トランジスタ（以下、「ＴＦＴ」とも記す。）及びそれを用いた電子回路は、半導体
、絶縁膜及び導電膜などの各種薄膜を基板上に積層し、適宜フォトリソグラフィ技術によ
り所定のパターンを形成して製造されている。フォトリソグラフィ技術とは、フォトマス
クと呼ばれる透明な平板面上に光を通さない材料で形成した回路等のパターンを、光を利
用して目的とする基板上に転写する技術であり、半導体集積回路等の製造工程において広
く用いられている。
【０００３】
従来のフォトリソグラフィ技術を用いた製造工程では、フォトレジストと呼ばれる感光性
の有機樹脂材料を用いて形成されるマスクパターンの取り扱いだけでも、露光、現像、焼
成、剥離といった多段階の工程が必要になる。従って、フォトリソグラフィ工程の回数が
増える程、製造コストは必然的に上がってしまうことになる。このような問題点を改善す
るために、フォトリソグラフィ工程を削減してＴＦＴを製造することが試みられている（
例えば、特許文献１参照。）。特許文献１では、フォトリソグラフィ工程によって形成さ
れたレジストマスクを、一回用いた後、膨潤により体積膨張をさせて異なる形状のレジス
トマスクとして再び用いている。
【特許文献１】特開２０００－１３３６３６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
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本発明は、薄膜トランジスタ（ＴＦＴ：Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ）及
びそれを用いる電子回路並びに薄膜トランジスタによって形成される半導体装置、表示装
置の製造工程においてフォトリソグラフィ工程の回数を削減し、製造工程を簡略化し、一
辺が１メートルを越えるような大面積の基板にも、歩留まり良く製造することができる技
術を提供することを目的とする。
【０００５】
また、本発明は、薄膜トランジスタを自己整合的に作製し高信頼性の半導体装置を生産性
よく作製できる技術を提供することも目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
本発明では、光照射により特定の溶剤（例えば有機溶剤）に不溶になる光重合性反応基を
含む有機層を用いて、光重合性反応基を含む有機層を裏面露光により選択的に重合し、所
望の形状に加工して、有機重合層を形成する。無機材料を含むゲート絶縁層と有機重合層
との撥液剤に対する吸着性の差を利用して、ゲート絶縁層と有機重合層とにぬれ性の差を
与える。このようにぬれ性を制御された領域に導電性材料を含む組成物を吐出することに
よってソース電極層及びドレイン電極層を、有機重合層のみに形成することができる。よ
って、自己整合的に薄膜トランジスタを作製することができる。従って本発明を用いると
、低コストかつ高い生産性で半導体装置、表示装置などを作製することができる。
【０００７】
なお、本明細書中において半導体装置とは、半導体特性を利用することで機能しうる装置
を指す。本発明を用いて多層配線層や、プロセッサ回路を有するチップなどの半導体装置
を作製することができる。
【０００８】
本発明は表示機能を有する装置である表示装置にも用いることができ、本発明を用いる表
示装置には、エレクトロルミネセンス（以下「ＥＬ」ともいう。）と呼ばれる発光を発現
する有機物、無機物、若しくは有機物と無機物の混合物を含む層を、電極間に介在させた
発光素子とＴＦＴとが接続された発光表示装置や、液晶材料を有する液晶素子を表示素子
として用いる液晶表示装置などがある。
【０００９】
本発明の半導体装置の作製方法の一は、透光性を有する基板上にゲート電極層を形成し、
ゲート電極層上に無機材料を含むゲート絶縁層を形成し、無機材料を含むゲート絶縁層上
に光重合性反応基を含む有機層を形成し、ゲート電極層をマスクとして基板を通過した光
を光重合性反応基を含む有機層に選択的に照射し光重合性反応基を含む有機層を選択的に
重合し、光重合性反応基を含む有機層の重合した領域以外を除去し有機重合層を形成し、
有機重合層の形成領域以外の無機材料を含むゲート絶縁層上に加水分解基を有する有機シ
ラン膜を形成し、有機重合層上に導電性材料を含む組成物を吐出しソース電極層及びドレ
イン電極層を形成し、ゲート電極層、ソース電極層、及びドレイン電極層上に半導体層を
形成する。
【００１０】
本発明の半導体装置の作製方法の一は、透光性を有する基板上にゲート電極層を形成し、
ゲート電極層上に無機材料を含むゲート絶縁層を形成し、無機材料を含むゲート絶縁層上
に光重合性反応基を含む有機層を形成し、ゲート電極層をマスクとして基板を通過した光
を光重合性反応基を含む有機層に選択的に照射し光重合性反応基を含む有機層を選択的に
重合し、光重合性反応基を含む有機層の重合した領域以外を除去し有機重合層を形成し、
有機重合層の形成領域以外の無機材料を含むゲート絶縁層上に第１の加水分解基を有する
有機シラン膜を形成し、有機重合層上に導電性材料を含む組成物を吐出しソース電極層及
びドレイン電極層を形成し、第１の加水分解基を有する有機シラン膜を除去し、ゲート電
極層、ソース電極層、及びドレイン電極層上に第２の加水分解基を有する有機シラン膜を
形成し、第２の加水分解基を有する有機シラン膜上に半導体層を形成する。また、加水分
解基を有する有機シランはフッ化炭素基、又はアルキル基を末端基に有する加水分解基を
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有する有機シランを用いることができる。
【００１１】
本発明の半導体装置は、絶縁表面を有する基板上にゲート電極層と、ゲート電極層上に無
機材料を含むゲート絶縁層と、無機材料を含むゲート絶縁層上のゲート電極層と重畳しな
い領域に有機重合層と、有機重合層上にソース電極層及びドレイン電極層と、無機材料を
含むゲート絶縁層、ソース電極層、及びドレイン電極層上に半導体層とを有する。
【００１２】
本発明の半導体装置は、絶縁表面を有する基板上にゲート電極層と、ゲート電極層上に無
機材料を含むゲート絶縁層と、無機材料を含むゲート絶縁層上のゲート電極層と重畳しな
い領域に有機重合層と、有機重合層上にソース電極層及びドレイン電極層と、無機材料を
含むゲート絶縁層、ソース電極層、及びドレイン電極層上に加水分解基を有する有機シラ
ン膜を介して半導体層とを有する。
【発明の効果】
【００１３】
本発明では、自己整合的にソース電極層及びドレイン電極層を形成している。よって、マ
スクのアライメントずれによる形状不良などが生じず、制御性よくソース電極層及びドレ
イン電極層を形成することができる。従って、本発明を用いると、歩留まりよく信頼性の
高い半導体装置、表示装置などを作製することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
本発明の実施の形態について、図面を用いて詳細に説明する。但し、本発明は以下の説明
に限定されず、本発明の趣旨及びその範囲から逸脱することなくその形態及び詳細を様々
に変更し得ることは当業者であれば容易に理解される。従って、本発明は以下に示す実施
の形態の記載内容に限定して解釈されるものではない。なお、以下に説明する本発明の構
成において、同一部分又は同様な機能を有する部分には同一の符号を異なる図面間で共通
して用い、その繰り返しの説明は省略する。
【００１５】
（実施の形態１）
本発明の実施の形態について、図１を用いて説明する。本実施の形態では、信頼性の高い
薄膜トランジスタを自己整合的に作製することを目的とする。
【００１６】
本実施の形態では、光照射により有機溶剤に不溶になる光重合性反応基を含む有機層を用
いて、光重合性反応基を含む有機層を裏面露光により選択的に所望の形状に加工し、有機
重合層を形成する。無機材料を含むゲート絶縁層と有機重合層との撥液剤に対する吸着性
の差を利用して、ゲート絶縁層と有機重合層とにぬれ性の差を与える。このようにぬれ性
を制御された領域に導電性材料を含む組成物を吐出することによってソース電極層及びド
レイン電極層を、有機重合層のみに形成することができる。よって、自己整合的に薄膜ト
ランジスタを作製することができる。従って本発明を用いると、低コストかつ高い生産性
で半導体装置、表示装置などを作製することができる。
【００１７】
透光性を有する基板５０上に、ゲート電極層５１を形成し、ゲート電極層５１上にゲート
絶縁層５２を形成する。ゲート電極層５１と重畳するゲート絶縁層５２上に光重合性反応
基を含む有機層５３を形成する。ゲート絶縁層５２は無機材料を含む。この光重合性反応
基を含む有機層５３は、光を照射されることによって、架橋、重合し、有機溶剤に対する
不溶性が向上する材料を用いる。ゲート絶縁層は単層でも積層でもよいが、最表面は酸化
珪素、窒化珪素、酸素を含む窒化珪素、窒素を含む酸化珪素などの無機膜、もしくは有機
ポリシロキサンなどの無機成分を含み、加水分解基を有する有機シランが吸着しやすい材
料を用いる。
【００１８】
光重合性反応基を含む有機層は、特定の溶剤に対して光照射部が難溶性（溶解しづらくな
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る）となる材料であればよい。例えば、シンナモイル基、シンナミリデン基、フェニレン
ジアクリレート基などを有する光二量化型樹脂や、ジアゾニウム塩やジアゾキサイドなど
のジアゾ系化合物、ポリビニルアルコールなどの水酸基を有する樹脂とジアゾ系化合物の
混合物や、アクリレートなどのビニル基を有し光照射により重合するモノマー、オリゴマ
ーなどのように光照射により重合する材料を用いることができる。本明細書において重合
とは少なくとも２以上の分子が結合することであり、重合により分子量が増大する。重合
には、分子が橋を架けたような形で結合する架橋反応も含む。有機重合層は、光重合性反
応基を含む有機層が重合され分子量が増大したものである。光重合反応により形成される
有機重合層はシクロブタン環等を含む。
【００１９】
本実施の形態では、ポリビニルシンナメートを含む液状の組成物を液滴吐出法により吐出
し、乾燥、焼成によって固化させ、光重合性反応基を含む有機層５３を選択的に形成する
（図１（Ａ）参照。）。
【００２０】
選択的に所望なパターンで形成物を形成可能な方法として、特定の目的に調合された組成
物の液滴を選択的に吐出（噴出）して所定のパターンに薄膜を形成することが可能な、液
滴吐出（噴出）法（その方式によっては、インクジェット法とも呼ばれる。）を用いる。
また、形成物が所望のパターンに転写、または描写できる方法、例えば各種印刷法（スク
リーン（孔版）印刷、オフセット（平版）印刷、凸版印刷やグラビア（凹版）印刷など所
望なパターンで形成される方法）、ディスペンサ法、選択的な塗布法なども用いることが
できる。
【００２１】
本実施の形態は、半導体装置、表示装置の作製工程において、流動体化した膜形成材料（
導電性材料又は絶縁性材料）を含む組成物を、液滴として吐出（噴出）し、所望なパター
ンに選択的に形成する方法を用いている。被形成領域に、膜形成材料を含む液滴を吐出し
、焼成、乾燥等を行って固定化（あるいは固化）し所望なパターンに形成する。本実施の
形態のように、光重合性反応基を含む有機層５３を液滴吐出法により選択的に形成すると
、作製工程がより簡略化する。
【００２２】
透光性を有する基板５０側より、光源６５から、透光性を有する基板５０を通過させて光
６６を、光重合性反応基を含む有機層５３へ照射する（図１（Ｂ）参照。）。光６６は、
透光性を有する基板５０とゲート絶縁層５２は透過するが、非透光性であるゲート電極層
５１は通過せず遮断される。よって、光重合性反応基を含む有機層５３において、ゲート
電極層５１と重畳する領域は非露光領域５５となり、露光領域５４ａ、５４ｂの光重合性
反応基を含む有機層は光により改質される。本実施の形態では露光領域５４ａ、５４ｂの
光重合性反応基を含む有機層は架橋、重合し、有機溶剤に対して難溶性となる。光６６は
、光重合性反応基を含む有機層を重合する波長及び強度の光とすればよく、本実施の形態
では波長３００ｎｍ～３５０ｎｍの紫外光を用いる。
【００２３】
光重合性反応基を含む有機層の非露光領域を有機溶剤によって除去する。有機溶剤として
は、露光領域を溶解せずに、非露光領域のみを選択的に溶解し除去できるものを選択する
。本実施の形態では、ジメチルホルムアミドに浸漬し、有機重合層５７ａ、５７ｂを形成
する。
【００２４】
次にぬれ性を制御するために加水分解基を有する有機シランを用いて撥液処理を行う。本
実施の形態は、加水分解基を有する有機シランとしてヘキサメチルジシラザン（ｈｅｘａ
ｍｅｔｈｙｌｄｉｓｉｌａｚａｎｅ：ＨＭＤＳ）を用いる。加水分解基を有する有機シラ
ン膜５６ａ、５６ｂ、５６ｃのように、加水分解基を有する有機シランは、有機重合層よ
りも、無機材料を含むゲート絶縁層に密に吸着する（図１（Ｃ）参照。）。加水分解基を
有する有機シランは、ソース電極層及びドレイン電極層の形成材料である導電性材料を含
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む組成物に対して撥液性を示すため、密に吸着するゲート絶縁層上の方が有機重合層５７
ａ、５７ｂ表面より導電性材料を含む組成物に対して低いぬれ性を示す。図１（Ｃ）では
、加水分解基を有する有機シランが密に吸着していることを表すためにゲート絶縁層上に
加水分解基を有する有機シラン膜５６ａ、５６ｂ、５６ｃを点線で示している。
【００２５】
また、加水分解基を有する有機シラン膜を形成する前に、紫外線オゾン処理や酸素（Ｏ２

）アッシングなどを行うことが好ましい。紫外線オゾン処理や酸素（Ｏ２）アッシングに
よりゲート絶縁層上の有機物を分解し、ゲート絶縁層上に加水分解基を有する有機シラン
が吸着しやすくなるとともに、有機重合層に水酸基を導入し有機重合層のぬれ性を高める
ことができる。
【００２６】
このぬれ性の違いは両領域の相対的な関係であり、ソース電極層及びドレイン電極層の形
成領域と、その周囲の領域とでソース電極層及びドレイン電極層を形成する導電性材料を
含む組成物に対するぬれ性の程度に差を有していればよい。また、ぬれ性の異なる領域と
は、導電性材料を含む組成物の接触角が異なることであり、導電性材料を含む組成物の接
触角が大きい領域はよりぬれ性が低い領域（以下、低ぬれ性領域ともいう）となり、接触
角が小さい領域はぬれ性の高い領域（以下、高ぬれ性領域ともいう）となる。接触角が大
きいと、流動性を有する液状の組成物は、領域表面上で広がらず、組成物をはじくので、
表面をぬらさないが、接触角が小さいと、表面上で流動性を有する組成物は広がり、よく
表面をぬらすからである。よって、ぬれ性が異なる領域は、表面エネルギーも異なる。ぬ
れ性が低い領域における表面の、表面エネルギーは小さく、ぬれ性の高い領域表面におけ
る表面エネルギーは大きい。本発明においては、このぬれ性の異なる領域の接触角の差は
３０度以上、好ましくは４０度以上であるとよい。
【００２７】
加水分解基を有する有機シランは、Ｒｎ－Ｓｉ－Ｘ（４－ｎ）（ｎ＝１、２、３）、又は
Ｒ３－Ｓｉ－ＮＲ－Ｓｉ－Ｒ３の化学式で表される。ここで、Ｒは、アルキル基などの比
較的不活性な基を含む物である。また、Ｘはハロゲン、メトキシ基、エトキシ基又はアセ
トキシ基など、基質表面の水酸基あるいは吸着水との縮合により結合可能な加水分解基か
らなる。
【００２８】
また、加水分解基を有する有機シランの代表例として、Ｒにフルオロアルキル基を有する
フッ素系加水分解基を有する有機シラン（フルオロアルキルシラン（（以下、ＦＡＳとも
いう。））を用いることができる。ＦＡＳのＲは、（ＣＦ３）（ＣＦ２）ｘ（ＣＨ２）ｙ

（ｘ：０以上１０以下の整数、ｙ：０以上４以下の整数）で表される構造を持ち、複数個
のＲ又はＸがＳｉに結合している場合には、Ｒ又はＸはそれぞれすべて同じでも良いし、
異なっていてもよい。代表的なＦＡＳとしては、ヘプタデカフルオロテトラヒドロデシル
トリエトキシシラン、ヘプタデカフルオロテトラヒドロデシルトリクロロシラン、トリデ
カフルオロテトラヒドロオクチルトリクロロシラン、トリフルオロプロピルトリメトキシ
シラン等のフルオロアルキルシランが挙げられる。
【００２９】
もちろん、加水分解基を有する有機シランのＲにフッ化炭素鎖を有さず、アルキル基を有
す物質も用いることができ、例えばオクタデシルトリメトキシシラン等を用いることがで
きる。
【００３０】
加水分解基を有する有機シランの溶媒としては、ｎ－ペンタン、ｎ－ヘキサン、ｎ－ヘプ
タン、ｎ－オクタン、ｎ－デカン、ジシクロペンタン、ベンゼン、トルエン、キシレン、
デュレン、インデン、テトラヒドロナフタレン、デカヒドロナフタレン、スクワランなど
の炭化水素系溶媒又はテトラヒドロフランなどを用いることができる。
【００３１】
その後、被形成領域である有機重合層５７ａ、有機重合層５７ｂに、液滴吐出装置６７の
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ノズルより、導電性材料を含む液滴を吐出する。吐出された液滴は、低ぬれ性領域である
ゲート絶縁層上の加水分解基を有する有機シラン膜５６ａ、５６ｂ、５６ｃには付着せず
、低ぬれ性領域よりぬれ性が高い高ぬれ性領域である有機重合層５７ａ、有機重合層５７
ｂ上に形成される。液滴が吐出されるノズルの吐出口の大きさや、吐出口の走査能力など
によって導電性材料の吐出方法が、精密に制御できない場合であっても、被形成領域以外
に撥液処理を施すことによって、液滴は、被形成領域のみに付着し、所望のパターンにソ
ース電極層又はドレイン電極層５８ａ、５８ｂが形成される（図１（Ｄ）参照。）。被形
成領域とその周囲の領域とで、ぬれ性が異なるので、液滴は低ぬれ性領域でははじかれ、
よりぬれ性の高い形成領域に留まるからである。つまり、低ぬれ性領域によって液滴はは
じかれるため、高ぬれ性領域と低ぬれ性領域の境界が隔壁があるかのような機能を果たす
。よって、流動性を有する導電性材料を含む組成物でも高ぬれ性領域に留まるので、所望
の形状にソース電極層及びドレイン電極層を形成することができる。
【００３２】
本発明を用いると、例えば微細な電極層などを形成したい場合、液滴の吐出口が多少大き
くても、液滴が形成領域上で広がらず、形成領域のみに導電層を形成することができ、形
成しない領域へ誤って形成することによるショート等の不良を防止することができる。本
実施の形態のように、基板側からの光照射により物質表面の改質を行うと、制御性よく導
電層を形成できるだけでなく、大面積を処理することができるため、生産性が向上する。
また、液滴吐出法を組み合わせることで、スピンコート法などによる全面塗布形成に比べ
、材料のロスが防げ、コストダウンが可能になる。本発明により、配線等が、小型化、薄
膜化により密集、複雑に配置される設計であっても、制御性よく形成することができる。
【００３３】
加水分解基を有する有機シラン膜は、その形成条件によっては膜厚が極薄であり、膜とし
て形態を保っていなくてもよい。
【００３４】
また、ぬれ性を高めるという処理は、その領域上に吐出される液滴を留めておく力（密着
力、固着力ともいう）を周囲の領域より高い状態にすることであり、光の照射処理により
、領域を改質し、液滴との密着性を高めることとも同意味である。また、そのぬれ性は液
滴に接し、留めておく表面だけでもよく、必ずしも膜厚方向全体にわたって同様の性質を
有する必要はない。
【００３５】
ソース電極層及びドレイン電極層形成後に前処理として形成した加水分解基を有する有機
シランを残してもよいし、ソース電極層及びドレイン電極層を形成後に、不必要な部分は
除去してしまってもよい。除去は、ソース電極層及びドレイン電極層をマスクとして用い
ることもでき、酸素等によるアッシング、エッチング、プラズマ処理などにより除去すれ
ばよい。
【００３６】
ソース電極層又はドレイン電極層５８ａ及びソース電極層又はドレイン電極層５８ｂは、
有機重合層５７ａ、５７ｂ表面に形成されるため、図１（Ｄ）のように、有機重合層５７
ａ、５７ｂの上面及び側面を覆うように形成されうる。しかし、加水分解基を有する有機
シランの撥液強度や吸着の状態（密度など）によっては、有機重合層５７ａ、５７ｂの上
面のみに形成され、側面には形成されない場合もある。
【００３７】
加水分解基を有する有機シラン膜をエッチングし、ソース電極層又はドレイン電極層５８
ａ及びソース電極層又はドレイン電極層５８ｂ上に半導体層５９を形成する（図１（Ｅ）
参照。）。本実施の形態ではペンタセンを用いて半導体層５９を形成する。上記工程にお
いて、本実施の形態における逆コプラナ型の薄膜トランジスタ６０を作製することができ
る。
【００３８】
また、半導体層を形成する前に、半導体層の移動度向上を目的として加水分解基を有する
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有機シラン膜を半導体層形成領域に設けてもよい。図２（Ａ）は図１（Ｄ）と対応してお
り、ソース電極層又はドレイン電極層５８ａ、５８ｂを形成した工程である。次に、加水
分解基を有する有機シラン膜５６ａ、５６ｂ、５６ｃを除去し、その後、図２（Ｂ）のよ
うに半導体層形成領域に、加水分解基を有する有機シラン膜６１を形成する。本実施の形
態では半導体層６２としてペンタセンを用い、加水分解基を有する有機シラン膜６１とし
てオクタデシルトリメトキシシラン（ＯＤＳ）を用いる。オクタデシルトリメトキシシラ
ンはペンタセンの移動度向上に効果的である。オクタデシルトリメトキシシランを加水分
解基を有する有機シラン膜６１として形成した後、ペンタセンを蒸着法で成膜して半導体
層６２を形成する。上記工程において、図２（Ｃ）のように本実施の形態における逆コプ
ラナ型の薄膜トランジスタ６４を作製することができる。
【００３９】
本実施の形態では、自己整合的にソース電極層及びドレイン電極層を形成している。よっ
て、マスクのアライメントずれによる形状不良などが生じず、制御性よく配線を形成する
ことができる。従って、本発明を用いると、歩留まりよく信頼性の高い半導体装置、表示
装置などを作製することができる。
【００４０】
（実施の形態２）
図２２（Ａ）は本発明に係る表示パネルの構成を示す上面図であり、絶縁表面を有する基
板２７００上に画素２７０２をマトリクス状に配列させた画素部２７０１、走査線側入力
端子２７０３、信号線側入力端子２７０４が形成されている。画素数は種々の規格に従っ
て設ければ良く、ＸＧＡであれば１０２４×７６８×３（ＲＧＢ）、ＵＸＧＡであれば１
６００×１２００×３（ＲＧＢ）、フルスペックハイビジョンに対応させるのであれば１
９２０×１０８０×３（ＲＧＢ）とすれば良い。
【００４１】
画素２７０２は、走査線側入力端子２７０３から延在する走査線と、信号線側入力端子２
７０４から延在する信号線とが交差することで、マトリクス状に配設される。画素２７０
２のそれぞれには、スイッチング素子とそれに接続する画素電極が備えられている。スイ
ッチング素子の代表的な一例はＴＦＴであり、ＴＦＴのゲート電極側が走査線と、ソース
若しくはドレイン側が信号線と接続されることにより、個々の画素を外部から入力する信
号によって独立して制御可能としている。
【００４２】
図２２（Ａ）は、走査線及び信号線へ入力する信号を、外付けの駆動回路により制御する
表示パネルの構成を示しているが、図２３（Ａ）に示すように、ＣＯＧ（Ｃｈｉｐ　ｏｎ
　Ｇｌａｓｓ）方式によりドライバＩＣ２７５１を基板２７００上に実装しても良い。ま
た他の実装形態として、図２３（Ｂ）に示すようなＴＡＢ（Ｔａｐｅ　Ａｕｔｏｍａｔｅ
ｄ　Ｂｏｎｄｉｎｇ）方式を用いてもよい。ドライバＩＣは単結晶半導体基板に形成され
たものでも良いし、ガラス基板上にＴＦＴで回路を形成したものであっても良い。図２３
において、ドライバＩＣ２７５１は、ＦＰＣ２７５０と接続している。
【００４３】
また、画素に設けるＴＦＴを、結晶性が高い多結晶（微結晶）半導体で形成する場合には
、図２２（Ｂ）に示すように走査線側駆動回路３７０２を基板３７００上に形成すること
もできる。図２２（Ｂ）において、３７０１は画素部であり、信号線側駆動回路は、図２
２（Ａ）と同様に外付けの駆動回路により制御する。本発明で形成するＴＦＴのように、
画素に設けるＴＦＴを移動度の高い、多結晶（微結晶）半導体、単結晶半導体などで形成
する場合は、図２２（Ｃ）は、走査線側駆動回路４７０２と、信号線側駆動回路４７０４
を基板４７００上に一体形成することもできる。
【００４４】
本発明の実施の形態について、図３乃至図９を用いて説明する。本実施の形態は、本発明
を適用した、より簡略化した工程で自己整合的に低コストに作製することを目的としたボ
トムゲート構造の逆コプラナ型の薄膜トランジスタを有する表示装置を作製する一例につ
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いて説明する。図３乃至図７の（Ａ）は表示装置画素部の上面図であり、図３乃至図７の
（Ｂ）は、図３乃至図７の（Ａ）における線Ａ－Ｃによる断面図、（Ｃ）は線Ｂ－Ｄによ
る断面図である。図８は表示装置の断面図であり、図９（Ａ）は上面図である。図９（Ｂ
）は、図９（Ａ）における線Ｌ－Ｋ（線Ｉ－Ｊを含む）による断面図である。
【００４５】
基板１００は、バリウムホウケイ酸ガラス、アルミノホウケイ酸ガラス等からなるガラス
基板、石英基板、又は本作製工程の処理温度に耐えうる耐熱性を有するプラスチック基板
を用いる。また、基板１００の表面が平坦化されるようにＣＭＰ法などによって、研磨し
ても良い。本実施の形態では、基板１００を透過して光を照射する処理を行うため、基板
１００は、処理に用いられる光を透過する物質を用い、透光性を有する必要がある。
【００４６】
なお、基板１００上に、絶縁層を形成してもよい。絶縁層は、ＣＶＤ法、プラズマＣＶＤ
法、スパッタリング法、スピンコート法等の方法により、珪素を含む酸化物材料、窒化物
材料を用いて、単層又は積層して形成される。又はアクリル酸、メタクリル酸及びこれら
の誘導体、又はポリイミド（ｐｏｌｙｉｍｉｄｅ）、芳香族ポリアミド、ポリベンゾイミ
ダゾール（ｐｏｌｙｂｅｎｚｉｍｉｄａｚｏｌｅ）などの耐熱性高分子、又はシロキサン
樹脂を用いてもよい。なお、シロキサン樹脂とは、Ｓｉ－Ｏ－Ｓｉ結合を含む樹脂に相当
する。シロキサンは、シリコン（Ｓｉ）と酸素（Ｏ）との結合で骨格構造が構成される。
置換基として、少なくとも水素を含む有機基（例えばアルキル基、芳香族炭化水素）が用
いられる。置換基として、フルオロ基を用いてもよい。または置換基として、少なくとも
水素を含む有機基と、フルオロ基とを用いてもよい。また、ポリビニルアルコール、ポリ
ビニルブチラールなどのビニル樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ノボラック樹脂、
アクリル樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂等の樹脂材料を用いてもよい。また、ベンゾ
シクロブテン、パリレン、フッ化アリーレンエーテル、ポリイミドなどの有機材料、水溶
性ホモポリマーと水溶性共重合体を含む組成物材料等を用いてもよい。また、液滴吐出法
や、印刷法（スクリーン印刷やオフセット印刷などパターンが形成される方法）、スピン
コート法などの塗布法、ディッピング法などを用いることもできる。この絶縁層は、形成
しなくても良いが、基板１００からの汚染物質などを遮断する効果がある。
【００４７】
基板１００上に、ゲート電極層１０３及びゲート電極層１０４を形成する。ゲート電極層
１０３及びゲート電極層１０４は、ＣＶＤ法やスパッタ法、液滴吐出法などを用いて形成
することができる。ゲート電極層１０３及びゲート電極層１０４は、Ａｇ、Ａｕ、Ｎｉ、
Ｐｔ、Ｐｄ、Ｉｒ、Ｒｈ、Ｔａ、Ｗ、Ｔｉ、Ｍｏ、Ａｌ、Ｃｕから選ばれた元素、又は前
記元素を主成分とする合金材料もしくは化合物材料で形成すればよい。また、リン等の不
純物元素をドーピングした多結晶シリコン膜に代表される半導体膜や、ＡｇＰｄＣｕ合金
を用いてもよい。また、単層構造でも複数層の構造でもよく、例えば、窒化タングステン
膜とモリブデン（Ｍｏ）膜との２層構造としてもよいし、膜厚５０ｎｍのタングステン膜
、膜厚５００ｎｍのアルミニウムとシリコンの合金（Ａｌ－Ｓｉ）膜、膜厚３０ｎｍの窒
化チタン膜を順次積層した３層構造としてもよい。また、３層構造とする場合、第１の導
電膜のタングステンに代えて窒化タングステンを用いてもよいし、第２の導電膜のアルミ
ニウムとシリコンの合金（Ａｌ－Ｓｉ）膜に代えてアルミニウムとチタンの合金膜（Ａｌ
－Ｔｉ）を用いてもよいし、第３の導電膜の窒化チタン膜に代えてチタン膜を用いてもよ
い。
【００４８】
ゲート電極層１０３及びゲート電極層１０４を形成するのにエッチングにより加工が必要
な場合、マスクを形成し、ドライエッチングまたはウェットエッチングにより加工すれば
よい。ＩＣＰ（Ｉｎｄｕｃｔｉｖｅｌｙ　Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｐｌａｓｍａ：誘導結合型プ
ラズマ）エッチング法を用い、エッチング条件（コイル型の電極に印加される電力量、基
板側の電極に印加される電力量、基板側の電極温度等）を適宜調節することにより、電極
層をテーパー形状にエッチングすることができる。なお、エッチング用ガスとしては、Ｃ
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ｌ２、ＢＣｌ３、ＳｉＣｌ４もしくはＣＣｌ４などを代表とする塩素系ガス、ＣＦ４、Ｓ
Ｆ６もしくはＮＦ３などを代表とするフッ素系ガス又はＯ２を適宜用いることができる。
【００４９】
マスクは組成物を選択的に吐出して形成することができる。このように選択的にマスクを
形成するとマスクの形状を加工する工程が簡略化する効果がある。マスクは、エポキシ樹
脂、フェノール樹脂、ノボラック樹脂、アクリル樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、ベ
ンゾシクロブテン、パリレン、フッ化アリーレンエーテル、ポリイミドなどの有機材料、
シロキサン結合を有する樹脂を用いて液滴吐出法で形成する。いずれの材料を用いるとし
ても、その表面張力と粘度は、溶媒の濃度を調整する、界面活性剤等を加えるなど適宜調
整する。
【００５０】
また、本実施の形態で、マスクを液滴吐出法によって形成する際、前処理として、被形成
領域及びその近傍のぬれ性を制御する処理を行ってもよい。本発明において、液滴吐出法
により液滴を吐出して導電層、又は絶縁層を形成する際、導電層、又は絶縁層の被形成領
域及びその周囲のぬれ性を制御して、導電層、又は絶縁層の形状を制御することができる
。この処理によって、制御性よく導電層、又は絶縁層を形成することができる。ぬれ性の
制御は、形成する導電層、又は絶縁層の形状に合わせて行えばよく、均一なぬれ性として
もよいし、ぬれ性に高低を設け被形成領域にぬれ性の異なる複数の領域を形成してもよい
。この工程は、液状材料を用いる場合、あらゆる導電層、又は絶縁層形成の前処理として
適用することができる。
【００５１】
本実施の形態では、ゲート電極層１０３、ゲート電極層１０４の形成は、液滴吐出手段を
用いて行う。液滴吐出手段とは、組成物の吐出口を有するノズルや、１つ又は複数のノズ
ルを具備したヘッド等の液滴を吐出する手段を有するものの総称とする。液滴吐出手段が
具備するノズルの径は、０．０２～１００μｍ（好適には３０μｍ以下）に設定し、該ノ
ズルから吐出される組成物の吐出量は０．００１ｐｌ～１００ｐｌ（好適には０．１ｐｌ
以上４０ｐｌ以下、より好ましくは１０ｐｌ以下）に設定する。吐出される組成物の量は
、ノズルの径の大きさに比例して増加する。また、被処理物とノズルの吐出口との距離は
、所望の箇所に滴下するために、出来る限り近づけておくことが好ましく、好適には０．
１～３ｍｍ（好適には１ｍｍ以下）程度に設定する。
【００５２】
液滴吐出法に用いる液滴吐出装置の一態様を図３０に示す。液滴吐出手段１４０３の個々
のヘッド１４０５、ヘッド１４１２は制御手段１４０７に接続され、それがコンピュータ
１４１０で制御することにより予めプログラミングされたパターンに描画することができ
る。描画するタイミングは、例えば、基板１４００上に形成されたマーカー１４１１を基
準に行えば良い。或いは、基板１４００の縁を基準にして基準点を確定させても良い。こ
れを撮像手段１４０４で検出し、画像処理手段１４０９にてデジタル信号に変換したもの
をコンピュータ１４１０で認識して制御信号を発生させて制御手段１４０７に送る。撮像
手段１４０４としては、電荷結合素子（ＣＣＤ）や相補型金属酸化物半導体（ＣＭＯＳ）
を利用したイメージセンサなどを用いることができる。勿論、基板１４００上に形成され
るべきパターンの情報は記憶媒体１４０８に格納されたものであり、この情報を基にして
制御手段１４０７に制御信号を送り、液滴吐出手段１４０３の個々のヘッド１４０５、ヘ
ッド１４１２を個別に制御することができる。吐出する材料は、材料供給源１４１３、材
料供給源１４１４より配管を通してヘッド１４０５、ヘッド１４１２にそれぞれ供給され
る。
【００５３】
ヘッド１４０５内部は、点線１４０６が示すように液状の材料を充填する空間と、吐出口
であるノズルを有する構造となっている。図示しないが、ヘッド１４１２もヘッド１４０
５と同様な内部構造を有する。ヘッド１４０５とヘッド１４１２のノズルを異なるサイズ
で設けると、異なる材料を異なる幅で同時に描画することができる。一つのヘッドで、導
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電性材料や有機、無機材料などをそれぞれ吐出し、描画することができ、層間膜のような
広領域に描画する場合は、スループットを向上させるため複数のノズルより同材料を同時
に吐出し、描画することができる。大型基板を用いる場合、ヘッド１４０５、ヘッド１４
１２は基板上を、矢印の方向に自在に走査し、描画する領域を自由に設定することができ
、同じパターンを一枚の基板に複数描画することができる。
【００５４】
液滴吐出法を用いて膜（絶縁膜、又は導電膜など）を形成する場合、粒子状に加工された
膜材料を含む組成物を吐出し、焼成によって融合や融着接合させ固化することで膜を形成
する。このように導電性材料を含む組成物を吐出し、焼成することによって形成された膜
においては、スパッタ法などで形成した膜が、多くは柱状構造を示すのに対し、多くの粒
界を有する多結晶状態を示すことが多い。
【００５５】
吐出口から吐出する組成物は、導電性材料を溶媒に溶解又は分散させたものを用いる。導
電性材料とは、Ａｇ、Ａｕ、Ｃｕ、Ｎｉ、Ｐｔ、Ｐｄ、Ｉｒ、Ｒｈ、Ｗ、Ａｌ等の一種又
は複数種の金属の微粒子又は分散性ナノ粒子に相当する。また前記導電性材料には、Ｃｄ
、Ｚｎの金属硫化物、Ｆｅ、Ｔｉ、Ｇｅ、Ｓｉ、Ｚｒ、Ｂａなどの酸化物、ハロゲン化銀
の一種又は複数種の微粒子又は分散性ナノ粒子を混合してもよい。また、透明導電膜は、
透光性なので裏面露光時に光を透過してしまうが、光を透過しない材料と積層体として用
いることはできる。これらの透明導電膜として、インジウム錫酸化物（ＩＴＯ）、インジ
ウム錫酸化物と酸化珪素を含むＩＴＳＯ、有機インジウム、有機スズ、酸化亜鉛、窒化チ
タン等を用いることができる。また、酸化亜鉛（ＺｎＯ）を含むインジウム亜鉛酸化物（
ＩＺＯ（ｉｎｄｉｕｍ　ｚｉｎｃ　ｏｘｉｄｅ））、酸化亜鉛（ＺｎＯ）、ＺｎＯにガリ
ウム（Ｇａ）をドープしたもの、酸化スズ（ＳｎＯ２）、酸化タングステンを含むインジ
ウム酸化物、酸化タングステンを含むインジウム亜鉛酸化物、酸化チタンを含むインジウ
ム酸化物、酸化チタンを含むインジウム錫酸化物なども用いてもよい。但し、吐出口から
吐出する組成物は、比抵抗値を考慮して、金、銀、銅のいずれかの材料を溶媒に溶解又は
分散させたものを用いることが好適であり、より好適には、低抵抗な銀、銅を用いるとよ
い。但し、銀、銅を用いる場合には、不純物対策のため、合わせてバリア膜を設けるとよ
い。バリア膜としては、窒化珪素膜やニッケルボロン（ＮｉＢ）膜を用いることができる
。
【００５６】
吐出する組成物は、導電性材料を溶媒に溶解又は分散させたものであるが、他にも分散剤
や、バインダーと呼ばれる熱硬化性樹脂が含まれている。特にバインダーに関しては、焼
成時にクラックや不均一な焼きムラが発生するのを防止する働きを持つ。よって、形成さ
れる導電層には、有機材料が含まれることがある。含まれる有機材料は、加熱温度、雰囲
気、時間により異なる。この有機材料は、金属粒子のバインダー、溶媒、分散剤、及び被
覆剤として機能する有機樹脂などであり、代表的には、ポリイミド、アクリル、ノボラッ
ク樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、シリコーン樹脂、フラン樹脂、
ジアリルフタレート樹脂の有機樹脂が挙げられる。
【００５７】
また、導電性材料の周りに他の導電性材料がコーティングされ、複数の層になっている粒
子でも良い。例えば、銅の周りにニッケルボロン（ＮｉＢ）がコーティングされ、その周
囲に銀がコーティングされている３層構造の粒子などを用いても良い。溶媒は、酢酸ブチ
ル、酢酸エチル等のエステル類、イソプロピルアルコール、エチルアルコール等のアルコ
ール類、メチルエチルケトン、アセトン等の有機溶剤等、又は水を用いる。組成物の粘度
は２０ｍＰａ・ｓ（ｃｐ）以下が好適であり、これは、乾燥が起こることを防止し、吐出
口から組成物を円滑に吐出できるようにするためである。また、組成物の表面張力は、４
０ｍＮ／ｍ以下が好適である。但し、用いる溶媒や、用途に合わせて、組成物の粘度等は
適宜調整するとよい。一例として、ＩＴＯや、有機インジウム、有機スズを溶媒に溶解又
は分散させた組成物の粘度は５～２０ｍＰａ・ｓ、銀を溶媒に溶解又は分散させた組成物
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の粘度は５～２０ｍＰａ・ｓ、金を溶媒に溶解又は分散させた組成物の粘度は５～２０ｍ
Ｐａ・ｓに設定するとよい。
【００５８】
また、導電層は、複数の導電性材料を積層しても良い。また、始めに導電性材料として銀
を用いて、液滴吐出法で導電層を形成した後、銅などでめっきを行ってもよい。めっきは
電気めっきや化学（無電解）めっき法で行えばよい。めっきは、めっきの材料を有する溶
液を満たした容器に基板表面を浸してもよいが、基板を斜め（または垂直）に立てて設置
し、めっきする材料を有する溶液を、基板表面に流すように塗布してもよい。基板を斜め
（または垂直）に立てて溶液を塗布するようにめっきを行うと、工程装置が小型化する利
点がある。
【００５９】
各ノズルの径や所望のパターン形状などに依存するが、ノズルの目詰まり防止や高精細な
パターンの作製のため、導電体の粒子の径はなるべく小さい方が好ましく、好適には粒径
０．１μｍ以下の粒子サイズが好ましい。組成物は、電解法、アトマイズ法又は湿式還元
法等の方法で形成されるものであり、その粒子サイズは、一般的に約０．０１～１０μｍ
である。但し、ガス中蒸発法で形成すると、分散剤で保護されたナノ分子は約７ｎｍと微
細であり、またこのナノ粒子は、被覆剤を用いて各粒子の表面を覆うと、溶剤中に凝集が
なく、室温で安定に分散し、液体とほぼ同じ挙動を示す。従って、被覆剤を用いることが
好ましい。
【００６０】
また、組成物を吐出する工程は、減圧下で行ってもよい。吐出時に基板を加熱しておいて
もよい。組成物を吐出後、乾燥と焼成の一方又は両方の工程を行う。乾燥と焼成の工程は
、両工程とも加熱処理の工程であるが、例えば、乾燥は１００度（℃）で３分間、焼成は
２００～５５０度（℃）で１５分間～６０分間で行うもので、その目的、温度と時間が異
なるものである。乾燥の工程、焼成の工程は、常圧下又は減圧下で、レーザ光の照射や瞬
間熱アニール、加熱炉などにより行う。なお、この加熱処理を行うタイミング、加熱処理
の回数は特に限定されない。乾燥と焼成の工程を良好に行うためには、そのときの温度は
、基板の材質及び組成物の性質に依存するが、一般的には室温～８００度（℃）（好まし
くは１００～５５０度（℃））とする。本工程により、組成物中の溶媒の揮発、又は化学
的に分散剤を除去するとともに、周囲の樹脂が硬化収縮することで、ナノ粒子間を接触さ
せ、融合と融着を加速する。
【００６１】
レーザ光の照射は、連続発振またはパルス発振の気体レーザ又は固体レーザを用いれば良
い。前者の気体レーザとしては、エキシマレーザ、ＹＡＧレーザ等が挙げられ、後者の固
体レーザとしては、Ｃｒ、Ｎｄ等がドーピングされたＹＡＧ、ＹＶＯ４、ＧｄＶＯ４等の
結晶を使ったレーザ等が挙げられる。なお、レーザ光の吸収率の関係から、連続発振のレ
ーザを用いることが好ましい。また、パルス発振と連続発振を組み合わせたレーザ照射方
法を用いてもよい。但し、基板の耐熱性に依っては、レーザ光の照射による加熱処理は、
該基板を破壊しないように、数マイクロ秒から数十秒の間で瞬間的に行うとよい。瞬間熱
アニール（ＲＴＡ）は、不活性ガスの雰囲気下で、紫外光乃至赤外光を照射する赤外ラン
プやハロゲンランプなどを用いて、急激に温度を上昇させ、数マイクロ秒～数分の間で瞬
間的に熱を加えて行う。この処理は瞬間的に行うために、最表面の薄膜のみを加熱するこ
とができ、下層の膜には影響を与えない。つまり、プラスチック基板等の耐熱性が弱い基
板にも影響を与えない。
【００６２】
また、液滴吐出法により、ゲート電極層１０３、ゲート電極層１０４を、液状の組成物を
吐出し形成した後、その平坦性を高めるために表面を圧力によってプレスして平坦化して
もよい。プレスの方法としては、ローラー状のものを表面に走査することによって、凹凸
を軽減する、平坦な板状な物で表面をプレスするなどしてもよい。プレスする時に、加熱
工程を行っても良い。また溶剤等によって表面を軟化、または融解させエアナイフで表面
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の凹凸部を除去しても良い。また、ＣＭＰ法を用いて研磨しても良い。この工程は、液滴
吐出法によって凹凸が生じる場合に、その表面の平坦化する場合適用することができる。
【００６３】
上記液滴吐出法による膜の形成方法を導電層を例として説明したが、吐出、乾燥、焼成、
溶媒等の条件、及び詳細な説明は、本実施の形態で形成した加水分解基を有する有機シラ
ン、絶縁層、光重合性反応基を含む有機層にも適用することができる。液滴吐出法を組み
合わせることで、スピンコート法などによる全面塗布形成に比べ、コストダウンが可能に
なる。
【００６４】
次に、ゲート電極層１０３、ゲート電極層１０４の上にゲート絶縁層１０５を形成する。
ゲート絶縁層１０５は無機材料を含む。ゲート絶縁層１０５はその上に形成される光重合
性反応基を含む有機層に光照射する際、光を通過させるため、照射する光に対して透光性
を有する必要がある。ゲート絶縁層１０５としては、珪素の酸化物材料又は窒化物材料等
の材料で形成すればよく、積層でも単層でもよい。本実施の形態では、窒化珪素膜、酸化
珪素膜、窒化珪素膜３層の積層を用いる。またそれらや、酸化窒化珪素膜の単層、２層か
らなる積層でも良い。好適には、緻密な膜質を有する窒化珪素膜を用いるとよい。ゲート
絶縁層は単層でも積層でもよいが、最表面は酸化珪素、窒化珪素、酸素を含む窒化珪素、
窒素を含む酸化珪素などの無機膜、もしくは有機ポリシロキサンなどの無機成分を含み、
加水分解基を有する有機シランが吸着しやすい材料を用いる。なお、低い成膜温度でゲー
トリーク電流の少ない緻密な絶縁膜を形成するには、アルゴンなどの希ガス元素を反応ガ
スに含ませ、形成される絶縁膜中に混入させると良い。
【００６５】
また、基板、絶縁層、半導体層、ゲート絶縁層、層間絶縁層、その他表示装置、半導体装
置を構成する絶縁層、導電層などを形成した後、プラズマ処理を用いて酸化または窒化を
行うことにより前記基板、絶縁層、半導体層、ゲート絶縁層、層間絶縁層表面を酸化また
は窒化してもよい。プラズマ処理を用いて半導体層や絶縁層を酸化または窒化すると、当
該半導体層や絶縁層の表面が改質され、ＣＶＤ法やスパッタ法により形成した絶縁層と比
較してより緻密な絶縁層とすることができる。よって、ピンホール等の欠陥を抑制し半導
体装置の特性等を向上させることが可能となる。また上記の様なプラズマ処理は、ゲート
電極層、ソース配線層、ドレイン配線層などの導電層などにも行うことができ、窒化又は
酸化（又は窒化及び酸化両方）を行うことによって表面に窒化、又は酸化することができ
る。
【００６６】
また、プラズマ処理は、上記ガスの雰囲気中において、電子密度が１×１０１１ｃｍ－３

以上であり、プラズマの電子温度が１．５ｅＶ以下で行う。より詳しくいうと、電子密度
が１×１０１１ｃｍ－３以上１×１０１３ｃｍ－３以下で、プラズマの電子温度が０．５
ｅＶ以上１．５ｅＶ以下で行う。プラズマの電子密度が高密度であり、基板上に形成され
た被処理物付近での電子温度が低いため、被処理物に対するプラズマによる損傷を防止す
ることができる。また、プラズマの電子密度が１×１０１１ｃｍ－３以上と高密度である
ため、プラズマ処理を用いて、被照射物を酸化または窒化することよって形成される酸化
膜または窒化膜は、ＣＶＤ法やスパッタ法等により形成された膜と比較して膜厚等が均一
性に優れ、且つ緻密な膜を形成することができる。また、プラズマの電子温度が１．５ｅ
Ｖ以下と低いため、従来のプラズマ処理や熱酸化法と比較して低温度で酸化または窒化処
理を行うことができる。たとえば、ガラス基板の歪点よりも１００度以上低い温度でプラ
ズマ処理を行っても十分に酸化または窒化処理を行うことができる。なお、プラズマを形
成するための周波数としては、マイクロ波（２．４５ＧＨｚ）等の高周波を用いることが
できる。なお、以下に特に断らない場合は、プラズマ処理として上記条件を用いて行うも
のとする。
【００６７】
本実施の形態において、トランジスタのソース電極層及びドレイン電極層を、有機重合層
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を形成し、撥液処理を行うことによって自己整合的に形成する。また、有機重合層を、光
重合性反応基を含む有機層を裏面露光により選択的に重合して形成する。無機材料を含む
ゲート絶縁層と有機重合層との撥液剤に対する吸着性の差を利用して、ゲート絶縁層と有
機重合層とにぬれ性の差を与える。このようにぬれ性を制御された領域に導電性材料を含
む組成物を吐出することによってソース電極層及びドレイン電極層を有機重合層上のみに
形成することができる。よって、自己整合的に薄膜トランジスタを作製することができる
。従って本発明を用いると、低コストかつ高い生産性で表示装置などを作製することがで
きる。
【００６８】
光重合性反応基を含む有機層の形成は、レジストマスクや蒸着マスクなどを用いてもよく
、上記液滴吐出（噴出）法、印刷法（スクリーン（孔版）印刷、オフセット（平版）印刷
、凸版印刷やグラビア（凹版）印刷）、ディスペンサ法などの方法を組み合わせてもよい
。本実施の形態のように、光重合性反応基を含む有機層を液滴吐出法により選択的に形成
すると、作製工程がより簡略化する。
【００６９】
本実施の形態では、光重合性反応基を含む有機層１０１ａ及び光重合性反応基を含む有機
層１０１ｂを液滴吐出法によって選択的に形成する。液滴吐出装置より、光重合性反応基
を含む有機材料を有する液状の組成物を吐出し、光重合性反応基を含む有機層１０１ａ、
光重合性反応基を含む有機層１０１ｂを形成する（図３参照。）。光重合性反応基を含む
有機層１０１ａ、光重合性反応基を含む有機層１０１ｂは、乾燥、又は焼成によって固化
したものである。本実施の形態では、ポリビニルシンナメートをジメチルホルムアミドに
溶解した溶液を液滴吐出法によって吐出し、乾燥、又は加熱処理により膜状に固化するこ
とによって光重合性反応基を含む有機層を形成する。本明細書において膜として記載する
液滴吐出法により形成される膜は、その形成条件によっては非常に薄膜である場合があり
、非連続的な島状構造であるなど、膜として形態を保っていなくてもよい。
【００７０】
光重合性反応基を含む有機層１０１ａ、１０１ｂには、特定の溶剤に対して光照射部が難
溶性（溶解しづらくなる）となる材料であればよい。例えば、シンナモイル基、シンナミ
リデン基、フェニレンジアクリレート基などを有する光二量化型樹脂や、ジアゾニウム塩
やジアゾキサイドなどのジアゾ系化合物、ポリビニルアルコールなどの水酸基を有する樹
脂とジアゾ系化合物の混合物や、アクリレートなどのビニル基を有し光照射により重合す
るモノマー、オリゴマーなどのように光照射により架橋、重合する材料を用いることがで
きる。
【００７１】
透光性を有する基板１００側より、光源１４０から、透光性を有する基板１００を通過さ
せて光１４１を、光重合性反応基を含む有機層１０１ａ、１０１ｂへ照射する（図４参照
。）。光１４１は、透光性を有する基板１００とゲート絶縁層１０５は透過するが、非透
光性であるゲート電極層１０３、１０４は通過せず遮断される。よって、光重合性反応基
を含む有機層１０１ａ、１０１ｂにおいて、ゲート電極層１０３、１０４と重畳する領域
は非露光領域１４３ａ、１４３ｂとなり、露光領域１４２ａ、１４２ｂ、１４２ｃ、１４
２ｄの光重合性反応基を含む有機層は光により改質される。本実施の形態では露光領域１
４２ａ、１４２ｂ、１４２ｃ、１４２ｄの光重合性反応基を含む有機層は架橋、重合し、
有機溶剤に対して難溶性となる。光１４１は、光重合性反応基を含む有機層が反応し改質
する波長及び強度の光とすればよく、本実施の形態では波長３００ｎｍ～３５０ｎｍの紫
外光を用いる。
【００７２】
用いる光は、特に限定されず、赤外光、可視光、または紫外光のいずれか一またはそれら
の組み合わせを用いることが可能である。例えば、紫外線ランプ、ブラックライト、ハロ
ゲンランプ、メタルハライドランプ、キセノンアークランプ、カーボンアークランプ、高
圧ナトリウムランプ、または高圧水銀ランプから射出された光を用いてもよい。その場合
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、ランプ光源は、必要な時間点灯させて照射してもよいし、複数回照射してもよい。
【００７３】
また、改質処理に用いる光としてレーザ光を用いてもよく、レーザ発振器としては、紫外
光、可視光、又は赤外光を発振することが可能なレーザ発振器を用いることができる。レ
ーザ発振器としては、ＫｒＦ、ＡｒＦ、ＸｅＣｌ、Ｘｅ等のエキシマレーザ発振器、Ｈｅ
、Ｈｅ－Ｃｄ、Ａｒ、Ｈｅ－Ｎｅ、ＨＦ等の気体レーザ発振器、ＹＡＧ、ＧｄＶＯ４、Ｙ
ＶＯ４、ＹＬＦ、ＹＡｌＯ３などの結晶にＣｒ、Ｎｄ、Ｅｒ、Ｈｏ、Ｃｅ、Ｃｏ、Ｔｉ又
はＴｍをドープした結晶を使った固体レーザ発振器、ＧａＮ、ＧａＡｓ、ＧａＡｌＡｓ、
ＩｎＧａＡｓＰ等の半導体レーザ発振器を用いることができる。なお、固体レーザ発振器
においては、基本波の第１高調波～第５高調波を適用するのが好ましい。
【００７４】
ランプ光源による光及びレーザ発振器から射出されるレーザ光の形状や光の進路を調整す
るため、シャッター、ミラー又はハーフミラー等の反射体、シリンドリカルレンズや凸レ
ンズなどによって構成される光学系が設置されていてもよい。また、ランプ光源又はレー
ザ発振器は単数設けても複数設けても良く、光源を含む光学系と照射する基板との配置は
、照射する処理物に対応して（処理物の材質、膜厚など）適宜選択すればよい。
【００７５】
なお、図４においては、複数の光源から射出される光が、基板１００表面とほぼ垂直とな
るように照射されるように設定している。
【００７６】
なお、照射方法は、基板を移動して選択的に光を照射してもよいし、光をＸＹ軸方向に走
査して光を照射することができる。この場合、光学系にポリゴンミラーやガルバノミラー
を用いることが好ましい。
【００７７】
また、光は、ランプ光源による光とレーザ光とを組み合わせて用いることもでき、比較的
広範囲な露光処理を行う領域は、ランプによる照射処理を行い、高精密な露光処理を行う
領域のみレーザ光で照射処理を行うこともできる。このように光の照射処理を行うと、ス
ループットも向上でき、かつ高精密に加工された配線基板、表示装置などを得ることがで
きる。
【００７８】
光重合性反応基を含む有機層の非露光領域を有機溶剤によって除去する。有機溶剤として
は、露光領域を溶解せずに、非露光領域のみを選択的に溶解し除去できるものを選択する
。本実施の形態では、ジメチルホルムアミドに浸漬し、有機重合層１１４ａ、１１４ｂ、
１１４ｃ、１１４ｄを形成する。
【００７９】
次にぬれ性を制御するために加水分解基を有する有機シランを用いて撥液処理を行う。本
実施の形態は、加水分解基を有する有機シランとしてヘキサメチルジシラザン（ｈｅｘａ
ｍｅｔｈｙｌｄｉｓｉｌａｚａｎｅ：ＨＭＤＳ）を用いる。加水分解基を有する有機シラ
ン膜１１５ａ、１１５ｂ、１１５ｃ、１１５ｄ、１１５ｅ、１１５ｆは有機重合層よりも
、無機材料を含むゲート絶縁層に密に吸着する（図５参照。）。加水分解基を有する有機
シランは、ソース電極層及びドレイン電極層の形成材料である導電性材料を含む組成物に
対して撥液性を示すため、密に吸着するゲート絶縁層上の方が有機重合層１１４ａ、１１
４ｂ、１１４ｃ、１１４ｄ表面より導電性材料を含む組成物に対して低いぬれ性を示す。
図５では、加水分解基を有する有機シランが密に吸着していることを表すためにゲート絶
縁層上に加水分解基を有する有機シラン膜１１５ａ、１１５ｂ、１１５ｃ、１１５ｄ、１
１５ｅ、１１５ｆを点線で示している。
【００８０】
また、加水分解基を有する有機シラン膜を形成する前に、紫外線オゾン処理や酸素（Ｏ２

）アッシングなどを行うことが好ましい。紫外線オゾン処理や酸素（Ｏ２）アッシングに
よりゲート絶縁層上の有機物を分解し、ゲート絶縁層上に加水分解基を有する有機シラン
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が吸着しやすくなるとともに、有機重合層に水酸基を導入し有機重合層のぬれ性を高める
ことができる。
【００８１】
その後、被形成領域である有機重合層１１４ａ、１１４ｂ、１１４ｃ、１１４ｄに、液滴
吐出装置１０２ａ、１０２ｂのノズルより、導電性材料を含む液滴を吐出する。吐出され
た液滴は、低ぬれ性領域であるゲート絶縁層上の加水分解基を有する有機シラン膜１１５
ａ、１１５ｂ、１１５ｃ、１１５ｄ、１１５ｅ、１１５ｆには付着せず、低ぬれ性領域よ
りぬれ性が高い高ぬれ性領域である有機重合層１１４ａ、１１４ｂ、１１４ｃ、１１４ｄ
上に形成される。液滴が吐出されるノズルの吐出口の大きさや、吐出口の走査能力などに
よって導電性材料の吐出方法が、精密に制御できない場合であっても、被形成領域以外に
撥液処理を施すことによって、液滴は、被形成領域のみに付着し、所望のパターンにソー
ス電極層又はドレイン電極層１０９ａ、１０９ｂ、ソース電極層又はドレイン電極層１１
０ａ、１１０ｂが形成される（図５参照。）。被形成領域とその周囲の領域とで、ぬれ性
が異なるので、液滴は低ぬれ性領域でははじかれ、よりぬれ性の高い形成領域に留まるか
らである。つまり、低ぬれ性領域によって液滴ははじかれるため、高ぬれ性領域と低ぬれ
性領域の境界が隔壁があるかのような機能を果たす。よって、流動性を有する導電性材料
を含む組成物でも高ぬれ性領域に留まるので、所望の形状にソース電極層及びドレイン電
極層を形成することができる。
【００８２】
本発明を用いると、例えば微細な電極層などを形成したい場合、液滴の吐出口が多少大き
くても、液滴が形成領域上で広がらず、形成領域のみに導電層を形成することができ、形
成しない領域へ誤って形成することによるショート等の不良を防止することができる。本
実施の形態のように、基板側からの光照射により物質表面の改質を行うと、制御性よく導
電層を形成できるだけでなく、大面積を処理することができるため、生産性が向上する。
また、液滴吐出法を組み合わせることで、スピンコート法などによる全面塗布形成に比べ
、材料のロスが防げ、コストダウンが可能になる。本発明により、配線等が、小型化、薄
膜化により密集、複雑に配置される設計であっても、制御性よく形成することができる。
【００８３】
ソース電極層及びドレイン電極層形成後に前処理として形成した加水分解基を有する有機
シラン膜を残してもよいし、ソース電極層及びドレイン電極層を形成後に、不必要な部分
は除去してしまってもよい。除去は、酸素等によるアッシング、エッチング、プラズマ処
理などにより除去すればよい。本実施の形態では加水分解基を有する有機シラン膜１１５
ａ、１１５ｂ、１１５ｃ、１１５ｄ、１１５ｅ、１１５ｆを除去する。
【００８４】
本実施の形態では、自己整合的にソース電極層及びドレイン電極層を形成している。よっ
て、マスクのアライメントずれによる形状不良などが生じず、制御性よく配線を形成する
ことができる。従って、本発明を用いると、歩留まりよく信頼性の高い半導体装置、表示
装置などを作製することができる。
【００８５】
レジストやポリイミド等の絶縁体からなるマスクを液滴吐出法を用いて形成し、そのマス
クを用いて、エッチング加工によりゲート絶縁層１０５の一部に開口１２５を形成して、
その下層側に配置されているゲート電極層１０４の一部を露出させる。エッチング加工は
プラズマエッチング（ドライエッチング）又はウエットエッチングのどちらを採用しても
良いが、大面積基板を処理するにはプラズマエッチングが適している。エッチングガスと
しては、ＣＦ４、ＮＦ３などのフッ素の系ガス、Ｃｌ２、ＢＣｌ３などの塩素系のガスを
用い、ＨｅやＡｒなどの不活性ガスを適宜加えても良い。また、大気圧放電のエッチング
加工を適用すれば、局所的な放電加工も可能であり、基板の全面にマスク層を形成する必
要はない。
【００８６】
開口１２５を形成するためのエッチングに用いるマスクも組成物を選択的に吐出して形成
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することができる。このように選択的にマスクを形成すると開口形成の工程が簡略化する
効果がある。マスクは、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ノボラック樹脂、アクリル樹脂
、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、ベンゾシクロブテン、パリレン、フッ化アリーレンエー
テル、ポリイミドなどの有機材料、シロキサン結合を有する樹脂を用いて液滴吐出法で形
成する。いずれの材料を用いるとしても、その表面張力と粘度は、溶媒の濃度を調整する
、界面活性剤等を加えるなど適宜調整する。
【００８７】
ゲート絶縁層１０５上に、液滴吐出装置より、液状の導電性材料を含む組成物を吐出し、
配線層１１１、配線層１１３、配線層１１４を形成する（図６参照。）。配線層１１１は
、ソース配線層又はドレイン配線層としても機能し、ソース電極層又はドレイン電極層１
０９ａと接するように形成され電気的に接続する。配線層１１４は、ソース電極層又はド
レイン電極層１０９ｂと、ゲート電極層１０４とに接して形成され、ゲート絶縁層１０５
に形成した開口１２５において、電気的に接続させる。配線層１１３は、電源線としても
機能し、ソース電極層又はドレイン電極層１１０ｂと接して形成され電気的に接続する（
図６参照。）。配線層１１３、ゲート絶縁層１０５、及びゲート電極層１０４の積層領域
において容量も形成する。
【００８８】
配線層１１１、配線層１１３、配線層１１４を本実施の形態のように液滴吐出法によって
形成する際の導電性材料としては、Ａｇ（銀）、Ａｕ（金）、Ｃｕ（銅）、Ｗ（タングス
テン）、Ａｌ（アルミニウム）等の金属の粒子を主成分とした組成物を用いることができ
る。また、透光性を有するインジウム錫酸化物（ＩＴＯ）、インジウム錫酸化物と酸化珪
素からなるＩＴＳＯ、有機インジウム、有機スズ、酸化亜鉛、窒化チタンなどを組み合わ
せても良い。
【００８９】
また、配線層１１１、配線層１１３、配線層１１４は、ＰＶＤ法、ＣＶＤ法、蒸着法等に
より導電膜を成膜した後、所望の形状にエッチングして形成することもできる。また、印
刷法、電解メッキ法等により、所定の場所に選択的に配線層を形成することができる。更
にはリフロー法、ダマシン法を用いても良い。配線層の材料は、Ａｇ、Ａｕ、Ｃｕ、Ｎｉ
、Ｐｔ、Ｐｄ、Ｉｒ、Ｒｈ、Ｗ、Ａｌ、Ｔａ、Ｍｏ、Ｃｄ、Ｚｎ、Ｆｅ、Ｔｉ、Ｓｉ、Ｇ
ｅ、Ｚｒ、Ｂａ等の元素又はその合金、若しくはその窒化物を用いて形成すればよい。
【００９０】
次に半導体層を形成する。一導電性型を有する半導体層は必要に応じて形成すればよい。
またｎ型を有する半導体層を形成し、ｎチャネル型ＴＦＴのＮＭＯＳ構造、ｐ型を有する
半導体層を形成したｐチャネル型ＴＦＴのＰＭＯＳ構造、ｎチャネル型ＴＦＴとｐチャネ
ル型ＴＦＴとのＣＭＯＳ構造を作製することができる。また、導電性を付与するために、
導電性を付与する元素をドーピングによって添加し、不純物領域を半導体層に形成するこ
とで、ｎチャネル型ＴＦＴ、ｐチャネル型ＴＦＴを形成することもできる。ｎ型を有する
半導体層を形成するかわりに、ＰＨ３ガスによるプラズマ処理を行うことによって、半導
体層に導電性を付与してもよい。
【００９１】
半導体層を形成する材料は、シランやゲルマンに代表される半導体材料ガスを用いて気相
成長法やスパッタリング法で作製されるアモルファス半導体（以下「ＡＳ」ともいう。）
、該非晶質半導体を光エネルギーや熱エネルギーを利用して結晶化させた多結晶半導体、
或いはセミアモルファス（微結晶若しくはマイクロクリスタルとも呼ばれる。以下「ＳＡ
Ｓ」ともいう。）半導体などを用いることができる。半導体層はスパッタ法、ＬＰＣＶＤ
法、またはプラズマＣＶＤ法等により成膜することができる。
【００９２】
ＳＡＳは、非晶質と結晶構造（単結晶、多結晶を含む）の中間的な構造を有し、自由エネ
ルギー的に安定な第３の状態を有する半導体であって、短距離秩序を持ち格子歪みを有す
る結晶質な領域を含んでいる。ＳＡＳは、珪素を含む気体をグロー放電分解（プラズマＣ
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ＶＤ）して形成する。珪素を含む気体としては、ＳｉＨ４、その他にもＳｉ２Ｈ６、Ｓｉ
Ｈ２Ｃｌ２、ＳｉＨＣｌ３、ＳｉＣｌ４、ＳｉＦ４などを用いることが可能である。また
Ｆ２、ＧｅＦ４を混合させても良い。この珪素を含む気体をＨ２、又は、Ｈ２とＨｅ、Ａ
ｒ、Ｋｒ、Ｎｅから選ばれた一種または複数種の希ガス元素で希釈しても良い。また半導
体層としてフッ素系ガスより形成されるＳＡＳ層に水素系ガスより形成されるＳＡＳ層を
積層してもよい。
【００９３】
アモルファス半導体としては、代表的には水素化アモルファスシリコン、結晶性半導体と
しては代表的にはポリシリコンなどがあげられる。ポリシリコン（多結晶シリコン）には
、８００℃以上のプロセス温度を経て形成されるポリシリコンを主材料として用いた所謂
高温ポリシリコンや、６００℃以下のプロセス温度で形成されるポリシリコンを主材料と
して用いた所謂低温ポリシリコン、また結晶化を促進する元素などを添加し結晶化させた
ポリシリコンなどを含んでいる。もちろん、前述したように、セミアモルファス半導体又
は半導体層の一部に結晶相を含む半導体を用いることもできる。
【００９４】
また、半導体の材料としてはシリコン（Ｓｉ）、ゲルマニウム（Ｇｅ）などの単体のほか
ＧａＡｓ、ＩｎＰ、ＳｉＣ、ＺｎＳｅ、ＧａＮ、ＳｉＧｅなどのような化合物半導体も用
いることができる。また酸化物半導体である酸化亜鉛（ＺｎＯ）、酸化スズ（ＳｎＯ２）
なども用いることができ、ＺｎＯを半導体層に用いる場合、ゲート絶縁層をＹ２Ｏ３、Ａ
ｌ２Ｏ３、ＴｉＯ２、それらの積層などを用いるとよく、ゲート電極層、ソース電極層、
ドレイン電極層としては、ＩＴＯ、Ａｕ、Ｔｉなどを用いるとよい。また、ＺｎＯにＩｎ
やＧａなどを添加することもできる。
【００９５】
半導体層に、結晶性半導体層を用いる場合、その結晶性半導体層の作製方法は、レーザ結
晶化法、熱結晶化法、またはニッケルなどの結晶化を助長する元素を用いた熱結晶化法等
を用いれば良い。また、ＳＡＳである微結晶半導体をレーザ照射して結晶化し、結晶性を
高めることもできる。結晶化を助長する元素を導入しない場合は、非晶質珪素膜にレーザ
光を照射する前に、窒素雰囲気下５００℃で１時間加熱することによって非晶質珪素膜の
含有水素濃度を１×１０２０ａｔｏｍｓ／ｃｍ３以下にまで放出させる。これは水素を多
く含んだ非晶質珪素膜にレーザ光を照射すると膜が破壊されてしまうからである。
【００９６】
非晶質半導体層への金属元素の導入の仕方としては、当該金属元素を非晶質半導体層の表
面又はその内部に存在させ得る手法であれば特に限定はなく、例えばスパッタ法、ＣＶＤ
法、プラズマ処理法（プラズマＣＶＤ法も含む）、吸着法、金属塩の溶液を塗布する方法
を使用することができる。このうち溶液を用いる方法は簡便であり、金属元素の濃度調整
が容易であるという点で有用である。また、このとき非晶質半導体層の表面の濡れ性を改
善し、非晶質半導体層の表面全体に水溶液を行き渡らせるため、酸素雰囲気中でのＵＶ光
の照射、熱酸化法、ヒドロキシラジカルを含むオゾン水又は過酸化水素による処理等によ
り、酸化膜を成膜することが望ましい。
【００９７】
また、非晶質半導体層を結晶化し、結晶性半導体層を形成する結晶化工程で、非晶質半導
体層に結晶化を促進する元素（触媒元素、金属元素とも示す）を添加し、熱処理（５５０
℃～７５０℃で３分～２４時間）により結晶化を行ってもよい。結晶化を助長する元素と
しては、この珪素の結晶化を助長する金属元素としては鉄（Ｆｅ）、ニッケル（Ｎｉ）、
コバルト（Ｃｏ）、ルテニウム（Ｒｕ）、ロジウム（Ｒｈ）、パラジウム（Ｐｄ）、オス
ニウム（Ｏｓ）、イリジウム（Ｉｒ）、白金（Ｐｔ）、銅（Ｃｕ）及び金（Ａｕ）から選
ばれた一種又は複数種類を用いることができる。
【００９８】
結晶化を促進する元素を結晶性半導体層から除去、又は軽減するため、結晶性半導体層に
接して、不純物元素を含む半導体層を形成し、ゲッタリングシンクとして機能させる。不
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純物元素としては、ｎ型を付与する不純物元素、ｐ型を付与する不純物元素や希ガス元素
などを用いることができ、例えばリン（Ｐ）、窒素（Ｎ）、ヒ素（Ａｓ）、アンチモン（
Ｓｂ）、ビスマス（Ｂｉ）、ボロン（Ｂ）、ヘリウム（Ｈｅ）、ネオン（Ｎｅ）、アルゴ
ン（Ａｒ）、Ｋｒ（クリプトン）、Ｘｅ（キセノン）から選ばれた一種または複数種を用
いることができる。結晶化を促進する元素を含む結晶性半導体層に、希ガス元素を含む半
導体層を形成し、熱処理（５５０℃～７５０℃で３分～２４時間）を行う。結晶性半導体
層中に含まれる結晶化を促進する元素は、希ガス元素を含む半導体層中に移動し、結晶性
半導体層中の結晶化を促進する元素は除去、又は軽減される。その後、ゲッタリングシン
クとなった希ガス元素を含む半導体層を除去する。
【００９９】
非晶質半導体層の結晶化は、熱処理とレーザ光照射による結晶化を組み合わせてもよく、
熱処理やレーザ光照射を単独で、複数回行っても良い。
【０１００】
また、結晶性半導体層を、直接基板にプラズマ法により形成しても良い。また、プラズマ
法を用いて、結晶性半導体層を選択的に基板に形成してもよい。
【０１０１】
半導体として、有機半導体材料を用い、印刷法、スプレー法、スピン塗布法、液滴吐出法
などで形成することができる。この場合、上記エッチング工程が必要ないため、工程数を
削減することが可能である。有機半導体としては、低分子材料、高分子材料などが用いら
れ、有機色素、導電性高分子材料などの材料も用いることができる。本発明に用いる有機
半導体材料としては、その骨格が共役二重結合から構成されるπ電子共役系の高分子材料
が望ましい。代表的には、ポリチオフェン、ポリフルオレン、ポリ（３－アルキルチオフ
ェン）、ポリチオフェン誘導体等の可溶性の高分子材料、又はペンタセンなどを用いるこ
とができる。
【０１０２】
その他にも本発明に用いることができる有機半導体材料としては、可溶性の前駆体を成膜
した後で処理することにより半導体層を形成することができる材料がある。なお、このよ
うな有機半導体材料としては、ポリチエニレンビニレン、ポリ（２，５－チエニレンビニ
レン）、ポリアセチレン、ポリアセチレン誘導体、ポリアリレンビニレンなどがある。
【０１０３】
前駆体を有機半導体に変換する際には、加熱処理だけではなく塩化水素ガスなどの反応触
媒を添加することがなされる。また、これらの可溶性有機半導体材料を溶解させる代表的
な溶媒としては、トルエン、キシレン、クロロベンゼン、ジクロロベンゼン、アニソール
、クロロフォルム、ジクロロメタン、γブチルラクトン、ブチルセルソルブ、シクロヘキ
サン、ＮＭＰ（Ｎ－メチル－２－ピロリドン）、シクロヘキサノン、２－ブタノン、ジオ
キサン、ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）または、ＴＨＦ（テトラヒドロフラン）などを
適用することができる。
【０１０４】
ソース電極層又はドレイン電極層１０９ａ及びソース電極層又はドレイン電極層１０９ｂ
上に半導体層１０７を、ソース電極層又はドレイン電極層１１０ａ及びソース電極層又は
ドレイン電極層１１０ｂ上に半導体層１０８をそれぞれ形成する。本実施の形態ではペン
タセンを用いて半導体層１０７、半導体層１０８を形成する。上記工程において、本実施
の形態における逆コプラナ型の薄膜トランジスタ１３０、薄膜トランジスタ１３１を作製
することができる（図７参照。）。
【０１０５】
また、半導体層を形成する前に、実施の形態１において図２を用いて説明したように半導
体層の移動度向上を目的として加水分解基を有する有機シラン膜を半導体層形成領域に設
けてもよい。半導体層形成領域に、加水分解基を有する有機シラン膜を形成する。例えば
、半導体層としてペンタセンを用い、加水分解基を有する有機シラン膜としてオクタデシ
ルトリメトキシシラン（ＯＤＳ）を用いればよい。オクタデシルトリメトキシシランはペ
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ンタセンの移動度向上に効果的である。
【０１０６】
続いて、ゲート絶縁層１０５上に選択的に、導電性材料を含む組成物を吐出して、第１の
電極層１１７を形成する（図７参照。）。第１の電極層１１７は、基板１００側から光を
放射する場合には、インジウム錫酸化物（ＩＴＯ）、酸化珪素を含むインジウム錫酸化物
（ＩＴＳＯ）、酸化亜鉛（ＺｎＯ）を含むインジウム亜鉛酸化物（ＩＺＯ（ｉｎｄｉｕｍ
　ｚｉｎｃ　ｏｘｉｄｅ））、酸化亜鉛（ＺｎＯ）、ＺｎＯにガリウム（Ｇａ）をドープ
したもの、酸化スズ（ＳｎＯ２）、酸化タングステンを含むインジウム酸化物、酸化タン
グステンを含むインジウム亜鉛酸化物、酸化チタンを含むインジウム酸化物、酸化チタン
を含むインジウム錫酸化物などを含む組成物により所定のパターンを形成し、焼成によっ
て形成することができる。本実施の形態では、ＩＴＯを含む組成物を吐出し、焼成するこ
とによって第１の電極層１１７を形成する。
【０１０７】
各透光性を有する導電性材料の、組成比の一例を述べる。酸化タングステンを含むインジ
ウム酸化物の組成比は、酸化タングステン１．０ｗｔ％、インジウム酸化物９９．０ｗｔ
％とすればよい。酸化タングステンを含むインジウム亜鉛酸化物の組成比は、酸化タング
ステン１．０ｗｔ％、酸化亜鉛０．５ｗｔ％、インジウム酸化物９８．５ｗｔ％とすれば
よい。酸化チタンを含むインジウム酸化物は、酸化チタン１．０ｗｔ％～５．０ｗｔ％、
インジウム酸化物９５．０ｗｔ％～９９．０ｗｔ％とすればよい。インジウム錫酸化物（
ＩＴＯ）の組成比は、酸化錫１０．０ｗｔ％、インジウム酸化物９０．０ｗｔ％とすれば
よい。インジウム亜鉛酸化物（ＩＺＯ）の組成比は、酸化亜鉛１０．７ｗｔ％、インジウ
ム酸化物８９．３ｗｔ％とすればよい。酸化チタンを含むインジウム錫酸化物の組成比は
、酸化チタン５．０ｗｔ％、酸化錫１０．０ｗｔ％、インジウム酸化物８５．０ｗｔ％と
すればよい。上記組成比は例であり、適宜その組成比の割合は設定すればよい。
【０１０８】
また、透光性を有さない金属膜のような材料であっても膜厚を薄く（好ましくは、５ｎｍ
～３０ｎｍ程度の厚さ）して光を透過可能な状態としておくことで、第１の電極層１１７
から光を放射することが可能となる。また、第１の電極層１１７に用いることのできる金
属薄膜としては、チタン、タングステン、ニッケル、金、白金、銀、アルミニウム、マグ
ネシウム、カルシウム、リチウム、亜鉛、およびそれらの合金からなる導電膜、または窒
化チタン、ＴｉＳｉＸＮＹ、ＷＳｉＸ、窒化タングステン、ＷＳｉＸＮＹ、ＮｂＮなどの
前記元素を主成分とする化合物材料からなる膜を用いることができる。
【０１０９】
第１の電極層１１７は、ソース電極層又はドレイン電極層１１０ａと電気的に接続すれば
よいので、その接続構造は本実施の形態に限定されない。ソース電極層又はドレイン電極
層１１０ａ上に層間絶縁層となる絶縁層を形成し、配線層によって、第１の電極層１１７
と電気的に接続する構造を用いてもよい。この場合、開口（コンタクトホール）を、絶縁
層を除去して形成するのではなく、絶縁層に対して撥液性を有する物質をソース電極層又
はドレイン電極層１１０ａ上に形成することもできる。その後、絶縁性材料を含む組成物
を塗布法などで塗布すると、撥液性を有する物質の形成されている領域を除いた領域に絶
縁層は形成される。
【０１１０】
加熱、乾燥等によって絶縁層を固化して形成した後、撥液性を有する物質を除去し、開口
を形成する。この開口を埋めるように配線層を形成し、この配線層に接するように第１の
電極層１１７を形成する。この方法を用いると、エッチングによる開口部の形成が必要な
いので工程が簡略化する効果がある。
【０１１１】
また、発光した光を基板１００側とは反対側に放射させる構造とする場合（上面放射型の
表示パネルを作製する場合）には、Ａｇ（銀）、Ａｕ（金）、Ｃｕ（銅）、Ｗ（タングス
テン）、Ａｌ（アルミニウム）等の金属の粒子を主成分とした組成物を用いることができ
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る。他の方法としては、スパッタリング法により透明導電膜若しくは光反射性の導電膜を
形成して、液滴吐出法によりマスクパターンを形成し、エッチング加工を組み合わせて第
１の電極層１１７を形成しても良い。
【０１１２】
第１の電極層１１７は、その表面が平坦化されるように、ＣＭＰ法、ポリビニルアルコー
ル系の多孔質体で拭浄し、研磨しても良い。またＣＭＰ法を用いた研磨後に、第１の電極
層１１７の表面に紫外線照射、酸素プラズマ処理などを行ってもよい。
【０１１３】
以上の工程により、基板１００上に逆コプラナ型の薄膜トランジスタと第１の電極層１１
７が接続された表示パネル用のＴＦＴ基板が完成する。
【０１１４】
次に、絶縁層１２１（隔壁とも呼ばれる）を選択的に形成する。絶縁層１２１は、第１の
電極層１１７上に開口部を有するように形成する。本実施の形態では、絶縁層１２１を全
面に形成し、レジスト等のマスクによって、エッチングし加工する。絶縁層１２１を、直
接選択的に形成できる液滴吐出法や印刷法などを用いて形成する場合は、エッチングによ
る加工は必ずしも必要はない。
【０１１５】
絶縁層１２１は、酸化珪素、窒化珪素、酸化窒化珪素、酸化アルミニウム、窒化アルミニ
ウム、酸窒化アルミニウムその他の無機絶縁性材料、又はアクリル酸、メタクリル酸及び
これらの誘導体、又はポリイミド（ｐｏｌｙｉｍｉｄｅ）、芳香族ポリアミド、ポリベン
ゾイミダゾール（ｐｏｌｙｂｅｎｚｉｍｉｄａｚｏｌｅ）などの耐熱性高分子、又はシロ
キサン樹脂材料を用いることができる。アクリル、ポリイミド等の感光性、非感光性の材
料を用いて形成してもよい。絶縁層１２１は曲率半径が連続的に変化する形状が好ましく
、上に形成される電界発光層１２２、第２の電極層１２３の被覆性が向上する。
【０１１６】
表示パネル用のＴＦＴ基板である基板１００の上に、発光素子を形成する（図８参照。）
。
【０１１７】
電界発光層１２２を形成する前に、大気圧中で２００℃の熱処理を行い第１の電極層１１
７、絶縁層１２１中若しくはその表面に吸着している水分を除去する。また、減圧下で２
００～４００℃、好ましくは２５０～３５０℃に熱処理を行い、そのまま大気に晒さずに
電界発光層１２２を真空蒸着法や、減圧下の液滴吐出法で形成することが好ましい。
【０１１８】
電界発光層１２２として、赤色（Ｒ）、緑色（Ｇ）、青色（Ｂ）の発光を示す材料を、そ
れぞれ蒸着マスクを用いた蒸着法等によって選択的に形成する。赤色（Ｒ）、緑色（Ｇ）
、青色（Ｂ）の発光を示す材料はカラーフィルタ同様、液滴吐出法により形成することも
でき（低分子または高分子材料など）、この場合マスクを用いずとも、ＲＧＢの塗り分け
を行うことができるため好ましい。電界発光層１２２上に第２の電極層１２３を積層形成
して、発光素子を用いた表示機能を有する表示装置が完成する。
【０１１９】
図示しないが、第２の電極層１２３を覆うようにしてパッシベーション膜を設けることは
有効である。表示装置を構成する際に設けるパッシベーション膜は、単層構造でも多層構
造でもよい。パッシベーション膜としては、窒化珪素（ＳｉＮ）、酸化珪素（ＳｉＯ２）
、酸化窒化珪素（ＳｉＯＮ）、窒化酸化珪素（ＳｉＮＯ）、窒化アルミニウム（ＡｌＮ）
、酸化窒化アルミニウム（ＡｌＯＮ）、窒素含有量が酸素含有量よりも多い窒化酸化アル
ミニウム（ＡｌＮＯ）または酸化アルミニウム、ダイアモンドライクカーボン（ＤＬＣ）
、窒素含有炭素膜（ＣＮＸ）を含む絶縁膜からなり、該絶縁膜を単層もしくは組み合わせ
た積層を用いることができる。例えば窒素含有炭素膜（ＣＮＸ）、窒化珪素（ＳｉＮ）の
ような積層、また有機材料を用いることも出来、スチレンポリマーなど高分子の積層でも
よい。また、シロキサン材料（無機シロキサン、有機シロキサン）を用いてもよい。
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【０１２０】
この際、カバレッジの良い膜をパッシベーション膜として用いることが好ましく、炭素膜
、特にＤＬＣ膜を用いることは有効である。ＤＬＣ膜は室温から１００℃以下の温度範囲
で成膜可能であるため、耐熱性の低い電界発光層の上方にも容易に成膜することができる
。ＤＬＣ膜は、プラズマＣＶＤ法（代表的には、ＲＦプラズマＣＶＤ法、マイクロ波ＣＶ
Ｄ法、電子サイクロトロン共鳴（ＥＣＲ）ＣＶＤ法、熱フィラメントＣＶＤ法など）、燃
焼炎法、スパッタ法、イオンビーム蒸着法、レーザ蒸着法などで形成することができる。
成膜に用いる反応ガスは、水素ガスと、炭化水素系のガス（例えばＣＨ４、Ｃ２Ｈ２、Ｃ

６Ｈ６など）とを用い、グロー放電によりイオン化し、負の自己バイアスがかかったカソ
ードにイオンを加速衝突させて成膜する。また、ＣＮ膜は反応ガスとしてＣ２Ｈ４ガスと
Ｎ２ガスとを用いて形成すればよい。ＤＬＣ膜は酸素に対するブロッキング効果が高く、
電界発光層の酸化を抑制することが可能である。そのため、この後に続く封止工程を行う
間に電界発光層が酸化するといった問題を防止できる。
【０１２１】
図９（Ｂ）に示すように、シール材１３６を形成し、封止基板１４５を用いて封止する。
その後、ゲート電極層１０３と電気的に接続して形成されるゲート配線層に、フレキシブ
ル配線基板を接続し、外部との電気的な接続をしても良い。これは、配線層１１１と電気
的に接続して形成されるソース配線層も同様である。
【０１２２】
素子を有する基板１００と封止基板１４５の間には充填剤１３５を封入して封止する。充
填剤の封入には、実施の形態３で示す液晶材料と同様に滴下法を用いることもできる。充
填剤１３５の代わりに、窒素などの不活性ガスを充填してもよい。また、乾燥剤を表示装
置内に設置することによって、発光素子の水分による劣化を防止することができる。乾燥
剤の設置場所は、封止基板１４５側でも、素子を有する基板１００側でもよく、シール材
１３６が形成される領域に基板に凹部を形成して設置してもよい。また、封止基板１４５
の駆動回路領域や配線領域など表示に寄与しない領域に対応する場所に設置すると、乾燥
剤が不透明な物質であっても開口率を低下させることがない。充填剤１３５に吸湿性の材
料を含むように形成し、乾燥剤の機能を持たせても良い。以上により、発光素子を用いた
表示機能を有する表示装置が完成する（図９参照。）。
【０１２３】
また、表示装置内部と外部を電気的に接続するための端子電極層１３７に、異方性導電膜
１３８によってＦＰＣ１３９が接着され、端子電極層１３７と電気的に接続する。
【０１２４】
図９（Ａ）に、表示装置の上面図を示す。図９（Ａ）で示すように、画素領域１５０、走
査線駆動領域１５１ａ、走査線駆動領域１５１ｂ、接続領域１５３が、シール材１３６に
よって、基板１００と封止基板１４５との間に封止され、基板１００上にドライバＩＣに
よって形成された信号線側駆動回路１５２が設けられている。駆動回路領域には、薄膜ト
ランジスタ１３３、薄膜トランジスタ１３４、画素領域には、薄膜トランジスタ１３１、
薄膜トランジスタ１３０がそれぞれ設けられている。
【０１２５】
なお、本実施の形態では、ガラス基板で発光素子を封止した場合を示すが、封止の処理と
は、発光素子を水分から保護するための処理であり、カバー材で機械的に封入する方法、
熱硬化性樹脂又は紫外光硬化性樹脂で封入する方法、金属酸化物や窒化物等のバリア能力
が高い薄膜により封止する方法のいずれかを用いる。カバー材としては、ガラス、セラミ
ックス、プラスチックもしくは金属を用いることができるが、カバー材側に光を放射させ
る場合は透光性でなければならない。また、カバー材と上記発光素子が形成された基板と
は熱硬化性樹脂又は紫外光硬化性樹脂等のシール材を用いて貼り合わせられ、熱処理又は
紫外光照射処理によって樹脂を硬化させて密閉空間を形成する。この密閉空間の中に酸化
バリウムに代表される吸湿材を設けることも有効である。この吸湿材は、シール材の上に
接して設けても良いし、発光素子よりの光を妨げないような、隔壁の上や周辺部に設けて
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も良い。さらに、カバー材と発光素子の形成された基板との空間を熱硬化性樹脂若しくは
紫外光硬化性樹脂で充填することも可能である。この場合、熱硬化性樹脂若しくは紫外光
硬化性樹脂の中に酸化バリウムに代表される吸湿材を添加しておくことは有効である。
【０１２６】
本実施の形態では、スイッチングＴＦＴはシングルゲート構造を詳細に説明したが、ダブ
ルゲート構造などのマルチゲート構造でもよい。また半導体層をＳＡＳや結晶性半導体を
用いて作製した場合、一導電型を付与する不純物の添加によって不純物領域を形成するこ
ともできる。この場合、半導体層は濃度の異なる不純物領域を有していてもよい。例えば
、半導体層のチャネル領域近傍、ゲート電極層と積層する領域は、低濃度不純物領域とし
、その外側の領域を高濃度不純物領域としてもよい。
【０１２７】
以上示したように、本実施の形態では、工程を簡略化することができる。また、液滴吐出
法を用いて基板上に直接的に各種の構成物（パーツ）やマスク層を形成することにより、
１辺が１０００ｍｍを超える第５世代以降のガラス基板を用いても、容易に表示パネルを
製造することができる。
【０１２８】
本実施の形態では、自己整合的にソース電極層及びドレイン電極層を形成している。よっ
て、マスクのアライメントずれによる形状不良などが生じず、制御性よく配線を形成する
ことができる。従って、本発明を用いると、歩留まりよく信頼性の高い半導体装置、表示
装置などを作製することができる。
【０１２９】
（実施の形態３）
本発明の実施の形態について、図１５乃至図１９を用いて説明する。本実施の形態は、本
発明を適用した、より簡略化した工程で自己整合的に低コストに作製することを目的とし
た逆コプラナ型の薄膜トランジスタを有する表示装置を作製する一例について説明する。
図１５（Ａ）乃至１８（Ａ）は表示装置画素部の上面図であり、図１５（Ｂ）乃至図１８
（Ｂ）は、図１５（Ａ）乃至１８（Ａ）を形製する各工程における線Ｅ－Ｆによる断面図
である。図１９（Ａ）も表示装置の上面図であり、図１９（Ｂ）は、図１９（Ａ）におけ
る線Ｏ－Ｐ（線Ｕ－Ｗを含む）による断面図である。なお表示素子として液晶材料を用い
た液晶表示装置の例を示す。よって、同一部分又は同様な機能を有する部分の繰り返しの
説明は省略する。
【０１３０】
本実施の形態ではソース電極層、ドレイン電極層、容量配線層、他の配線層を作製する際
、本発明を適用する。基板２００上にゲート電極層２０３を形成し、ゲート電極層２０３
を覆うゲート絶縁層２０２を形成する。ゲート絶縁層２０２は無機材料を含む。
【０１３１】
本発明においては、基板２００上に形成される光重合性反応基を含む有機層に光照射をす
る際に、裏面露光を用い、基板２００側から、基板２００を通過するように光を照射し、
形成されている光重合性反応基を含む有機層を重合する。よって、基板２００は、光重合
性反応基を含む有機層を重合できるだけの光（光の波長、エネルギーなど）を透過する物
質である必要がある。また上記透光性は、ゲート絶縁層２０２にも基板２００と同様に必
要である。反対に、ゲート電極層２０３は、裏面露光時に光を遮断するマスクとして機能
するので、用いられる光に対して非透光性を有する必要がある。
【０１３２】
ゲート電極層２０３は、ＣＶＤ法やスパッタ法、液滴吐出法などを用いて形成することが
できる。ゲート電極層２０３は、Ａｇ、Ａｕ、Ｎｉ、Ｐｔ、Ｐｄ、Ｉｒ、Ｒｈ、Ｔａ、Ｗ
、Ｔｉ、Ｍｏ、Ａｌ、Ｃｕから選ばれた元素、又は前記元素を主成分とする合金材料もし
くは化合物材料で形成すればよい。また、リン等の不純物元素をドーピングした多結晶シ
リコン膜に代表される半導体膜や、ＡｇＰｄＣｕ合金を用いてもよい。また、単層構造で
も複数層の構造でもよく、例えば、窒化タングステン膜とモリブデン（Ｍｏ）膜との２層
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構造としてもよいし、膜厚５０ｎｍのタングステン膜、膜厚５００ｎｍのアルミニウムと
シリコンの合金（Ａｌ－Ｓｉ）膜、膜厚３０ｎｍの窒化チタン膜を順次積層した３層構造
としてもよい。また、３層構造とする場合、第１の導電膜のタングステンに代えて窒化タ
ングステンを用いてもよいし、第２の導電膜のアルミニウムとシリコンの合金（Ａｌ－Ｓ
ｉ）膜に代えてアルミニウムとチタンの合金膜（Ａｌ－Ｔｉ）を用いてもよいし、第３の
導電膜の窒化チタン膜に代えてチタン膜を用いてもよい。
【０１３３】
ゲート電極層２０３を形成するのにエッチングにより加工が必要な場合、マスクを形成し
、ドライエッチングまたはウェットエッチングにより加工すればよい。ＩＣＰ（Ｉｎｄｕ
ｃｔｉｖｅｌｙ　Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｐｌａｓｍａ：誘導結合型プラズマ）エッチング法を
用い、エッチング条件（コイル型の電極に印加される電力量、基板側の電極に印加される
電力量、基板側の電極温度等）を適宜調節することにより、電極層をテーパー形状にエッ
チングすることができる。なお、エッチング用ガスとしては、Ｃｌ２、ＢＣｌ３、ＳｉＣ
ｌ４もしくはＣＣｌ４などを代表とする塩素系ガス、ＣＦ４、ＳＦ６もしくはＮＦ３など
を代表とするフッ素系ガス又はＯ２を適宜用いることができる。
【０１３４】
本実施の形態において、トランジスタのソース電極層及びドレイン電極層を、有機重合層
を形成し、撥液処理を行うことによって自己整合的に形成する。また、有機重合層を、光
重合性反応基を含む有機層を裏面露光により選択的に重合して形成する。無機材料を含む
ゲート絶縁層と有機重合層との撥液剤に対する吸着性の差を利用して、ゲート絶縁層と有
機重合層とにぬれ性の差を与える。このようにぬれ性を制御された領域に導電性材料を含
む組成物を吐出することによってソース電極層及びドレイン電極層を有機重合層上のみに
形成することができる。よって、自己整合的に薄膜トランジスタを作製することができる
。従って本発明を用いると、低コストかつ高い生産性で表示装置などを作製することがで
きる。
【０１３５】
光重合性反応基を含む有機層の形成は、レジストマスクや蒸着マスクなどを用いてもよく
、上記液滴吐出（噴出）法、印刷法（スクリーン（孔版）印刷、オフセット（平版）印刷
、凸版印刷やグラビア（凹版）印刷）、ディスペンサ法などの方法を組み合わせてもよい
。本実施の形態のように、光重合性反応基を含む有機層を選択的に重合して形成した有機
重合層を液滴吐出法により選択的に形成すると、作製工程がより簡略化する。
【０１３６】
本実施の形態では、光重合性反応基を含む有機層２０１ａ及び光重合性反応基を含む有機
層２０１ｂを液滴吐出法によって選択的に形成する。液滴吐出装置より、光重合性反応基
を含む有機材料を有する液状の組成物を吐出し、光重合性反応基を含む有機層２０１ａ、
光重合性反応基を含む有機層２０１ｂを形成する（図１５参照。）。光重合性反応基を含
む有機層２０１ａ、光重合性反応基を含む有機層２０１ｂは、乾燥、又は焼成によって固
化したものである。本実施の形態では、ポリビニルシンナメートをジメチルホルムアミド
に溶解した溶液を液滴吐出法によって吐出し、乾燥、又は加熱処理により膜状に固化する
ことによって光重合性反応基を含む有機層を選択的に重合して形成した有機重合層を形成
する。本明細書において膜として記載する液滴吐出法により形成される膜は、その形成条
件によっては非常に薄膜である場合があり、非連続的な島状構造であるなど、膜として形
態を保っていなくてもよい。
【０１３７】
光重合性反応基を含む有機層２０１ａ、２０１ｂには、特定の溶剤に対して光照射部が難
溶性（溶解しづらくなる）となる材料であればよい。例えば、シンナモイル基、シンナミ
リデン基、フェニレンジアクリレート基などを有する光二量化型樹脂や、ジアゾニウム塩
やジアゾキサイドなどのジアゾ系化合物、ポリビニルアルコールなどの水酸基を有する樹
脂とジアゾ系化合物の混合物や、アクリレートなどのビニル基を有し光照射により重合す
るモノマー、オリゴマーなどのように光照射により架橋、重合する材料を用いることがで
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きる。
【０１３８】
透光性を有する基板２００側より、光源２２３から、透光性を有する基板２００を通過さ
せて光２２４を、光重合性反応基を含む有機層２０１ａ、２０１ｂへ照射する（図１６（
Ａ）（Ｂ）参照。）。光２２４は、透光性を有する基板２００とゲート絶縁層２０２は透
過するが、非透光性であるゲート電極層２０３は通過せず遮断される。よって、光重合性
反応基を含む有機層２０１ａ、２０１ｂにおいて、ゲート電極層２０３と重畳する領域は
非露光領域２２２ａ、２２２ｂ、２２２ｃとなり、露光領域２２１ａ、２２１ｂ、２２１
ｃ、２２１ｄ、２２１ｅの光重合性反応基を含む有機層を選択的に重合して形成した有機
重合層は光により改質される。本実施の形態では露光領域２２１ａ、２２１ｂ、２２１ｃ
、２２１ｄ、２２１ｅの光重合性反応基を含む有機層を選択的に重合して形成した有機重
合層は架橋、重合し、有機溶剤に対して難溶性となる。光２２４は、光重合性反応基を含
む有機層を選択的に重合して形成した有機重合層が反応し改質する波長及び強度の光とす
ればよく、本実施の形態では波長３００ｎｍ～３５０ｎｍの紫外光を用いる。
【０１３９】
光重合性反応基を含む有機層の非露光領域を有機溶剤によって除去して、有機重合層２０
８ａ、２０８ｂ、２０８ｃを形成する（図１６（Ｃ）参照。）。図１６（Ｃ）は図１６（
Ｂ）の次の工程である。有機溶剤としては、露光領域を溶解せずに、非露光領域のみを選
択的に溶解し除去できるものを選択する。本実施の形態では、ジメチルホルムアミドに浸
漬し、有機重合層２０８ａ、２０８ｂ、２０８ｃを形成する。
【０１４０】
次にぬれ性を制御するために加水分解基を有する有機シランを用いて撥液処理を行う。本
実施の形態は、加水分解基を有する有機シランとしてヘキサメチルジシラザン（ｈｅｘａ
ｍｅｔｈｙｌｄｉｓｉｌａｚａｎｅ：ＨＭＤＳ）を用いる。加水分解基を有する有機シラ
ン膜２２４ａ、２２４ｂ、２２４ｃは有機重合層よりも、ゲート絶縁層に密に吸着する。
加水分解基を有する有機シランは、ソース電極層及びドレイン電極層の形成材料である導
電性材料を含む組成物に対して撥液性を示すため、密に吸着するゲート絶縁層上の方が有
機重合層２０８ａ、２０８ｂ、２０８ｃ表面より導電性材料を含む組成物に対して低いぬ
れ性を示す。図１６では、加水分解基を有する有機シランが密に吸着していることを表す
ためにゲート絶縁層上に加水分解基を有する有機シラン膜２２４ａ、２２４ｂ、２２４ｃ
を点線で示している。
【０１４１】
非露光領域２２２ａ、非露光領域２２２ｂ、非露光領域２２２ｃはソース電極層又はドレ
イン電極層、容量配線層の被形成領域である。本実施の形態ではソース電極層又はドレイ
ン電極層及び容量配線層を液滴吐出法によって形成するので、非露光領域２２２ａ、非露
光領域２２２ｂ、非露光領域２２２ｃ上に加水分解基を有する有機シラン膜が形成されな
いようにマスク層を形成する。マスク層は光重合性反応基を含む有機層と同じものを用い
てもよい。
【０１４２】
また、加水分解基を有する有機シラン膜を形成する前に、紫外線オゾン処理や酸素（Ｏ２

）アッシングなどを行うことが好ましい。紫外線オゾン処理や酸素（Ｏ２）アッシングに
よりゲート絶縁層上の有機物を分解し、ゲート絶縁層上に加水分解基を有する有機シラン
が吸着しやすくなるとともに、有機重合層に水酸基を導入し有機重合層のぬれ性を高める
ことができる。
【０１４３】
その後、被形成領域である有機重合層２０８ａ、２０８ｂ、２０８ｃに、液滴吐出装置２
０７のノズルより、導電性材料を含む液滴を吐出する。吐出された液滴は、低ぬれ性領域
であるゲート絶縁層上の加水分解基を有する有機シラン膜２２４ａ、２２４ｂ、２２４ｃ
には付着せず、低ぬれ性領域よりぬれ性が高い高ぬれ性領域である有機重合層２０８ａ、
２０８ｂ、２０８ｃ上に形成される。液滴が吐出されるノズルの吐出口の大きさや、吐出
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口の走査能力などによって導電性材料の吐出方法が、精密に制御できない場合であっても
、被形成領域以外に撥液処理を施すことによって、液滴は、被形成領域のみに付着し、所
望のパターンにソース電極層又はドレイン電極層２０４、２０５、容量配線層２０６が形
成される（図１７参照。）。被形成領域とその周囲の領域とで、ぬれ性が異なるので、液
滴は低ぬれ性領域でははじかれ、よりぬれ性の高い形成領域に留まるからである。つまり
、低ぬれ性領域によって液滴ははじかれるため、高ぬれ性領域と低ぬれ性領域の境界が隔
壁があるかのような機能を果たす。よって、流動性を有する導電性材料を含む組成物でも
高ぬれ性領域に留まるので、所望の形状にソース電極層及びドレイン電極層を形成するこ
とができる。
【０１４４】
本発明を用いると、例えば微細な電極層などを形成したい場合、液滴の吐出口が多少大き
くても、液滴が形成領域上で広がらず、形成領域のみに導電層を形成することができ、形
成しない領域へ誤って形成することによるショート等の不良を防止することができる。本
実施の形態のように、基板側からの光照射により物質表面の改質を行うと、制御性よく導
電層を形成できるだけでなく、大面積を処理することができるため、生産性が向上する。
また、液滴吐出法を組み合わせることで、スピンコート法などによる全面塗布形成に比べ
、材料のロスが防げ、コストダウンが可能になる。本発明により、配線等が、小型化、薄
膜化により密集、複雑に配置される設計であっても、制御性よく形成することができる。
【０１４５】
ソース電極層及びドレイン電極層形成後に前処理として形成した加水分解基を有する有機
シラン膜を残してもよいし、ソース電極層及びドレイン電極層を形成後に、不必要な部分
は除去してしまってもよい。除去は、酸素等によるアッシング、エッチング、プラズマ処
理などにより除去すればよい。本実施の形態では加水分解基を有する有機シラン膜２２４
ａ、２２４ｂ、２２４ｃを除去する。
【０１４６】
本実施の形態では、自己整合的にソース電極層及びドレイン電極層を形成している。よっ
て、マスクのアライメントずれによる形状不良などが生じず、制御性よく配線を形成する
ことができる。従って、本発明を用いると、歩留まりよく信頼性の高い半導体装置、表示
装置などを作製することができる。
【０１４７】
ソース電極層及びドレイン電極層、容量配線層を本実施の形態のように液滴吐出法によっ
て形成する際の導電性材料としては、Ａｇ（銀）、Ａｕ（金）、Ｃｕ（銅）、Ｗ（タング
ステン）、Ａｌ（アルミニウム）等の金属の粒子を主成分とした組成物を用いることがで
きる。また、透光性を有するインジウム錫酸化物（ＩＴＯ）、インジウム錫酸化物と酸化
珪素からなるＩＴＳＯ、有機インジウム、有機スズ、酸化亜鉛、窒化チタンなどを組み合
わせても良い。
【０１４８】
ソース電極層又はドレイン電極層２０４及びソース電極層又はドレイン電極層２０５上に
半導体層２１１を形成する。本実施の形態ではペンタセンを用いて半導体層２１１を形成
する。上記工程において、本実施の形態における逆コプラナ型の薄膜トランジスタ２２０
、容量２２５を作製することができる（図１８参照。）。
【０１４９】
また、半導体層を形成する前に、実施の形態１において図２を用いて説明したように半導
体層の移動度向上を目的として加水分解基を有する有機シラン膜を半導体層形成領域に設
けてもよい。半導体層形成領域に、加水分解基を有する有機シラン膜を形成する。例えば
、半導体層としてペンタセンを用い、加水分解基を有する有機シランとしてオクタデシル
トリメトキシシラン（ＯＤＳ）を用いればよい。オクタデシルトリメトキシシランはペン
タセンの移動度向上に効果的である。
【０１５０】
薄膜トランジスタ２２０及び容量２２５上に絶縁層２１２、絶縁層２１３を形成する。絶
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縁層２１３は平坦化膜として機能する。
【０１５１】
絶縁層２１２、絶縁層２１３としては酸化珪素、窒化珪素、酸化窒化珪素、窒化酸化珪素
、窒化アルミニウム（ＡｌＮ）、酸化窒化アルミニウム（ＡｌＯＮ）、窒素含有量が酸素
含有量よりも多い窒化酸化アルミニウム（ＡｌＮＯ）または酸化アルミニウム、ダイアモ
ンドライクカーボン（ＤＬＣ）、窒素含有炭素膜（ＣＮ）、ＰＳＧ（リンガラス）、ＢＰ
ＳＧ（リンボロンガラス）、アルミナ膜、ポリシラザン、その他の無機絶縁性材料を含む
物質から選ばれた材料で形成することができる。また、シロキサン樹脂を用いてもよい。
また、有機絶縁性材料を用いてもよく、有機材料としては、感光性、非感光性どちらでも
良く、ポリイミド、アクリル、ポリアミド、ポリイミドアミド、レジスト又はベンゾシク
ロブテン、低誘電率材料を用いることができる。
【０１５２】
続いて、絶縁層２１２及び絶縁層２１３にソース電極層又はドレイン電極層２０５に達す
る開口を形成し、ソース電極層又はドレイン電極層２０５に接して、画素電極層２３５を
形成する。画素電極層２３５は、前述した第１の電極層１１７と同様な材料を用いること
ができ、透過型の液晶表示パネルを作製する場合には、酸化タングステンを含むインジウ
ム酸化物、酸化タングステンを含むインジウム亜鉛酸化物、酸化チタンを含むインジウム
酸化物、酸化チタンを含むインジウム錫酸化物などを用いることができる。勿論、インジ
ウム錫酸化物（ＩＴＯ）、インジウム亜鉛酸化物（ＩＺＯ）、酸化ケイ素を添加したイン
ジウム錫酸化物（ＩＴＳＯ）なども用いることができる。また、反射性を有する金属薄膜
としては、チタン、タングステン、ニッケル、金、白金、銀、アルミニウム、マグネシウ
ム、カルシウム、リチウム、およびそれらの合金からなる導電膜などを用いることができ
る。
【０１５３】
画素電極層２３５は、蒸着法、スパッタ法、ＣＶＤ法、印刷法または液滴吐出法などを用
いて形成することができる。本実施の形態では、画素電極層２３５としてインジウム錫酸
化物（ＩＴＯ）を用いる。
【０１５４】
次に、画素電極層２３５及び絶縁層２１３を覆うように、印刷法やスピンコート法により
、配向膜と呼ばれる絶縁層２３１を形成する。なお、絶縁層２３１は、スクリーン印刷法
やオフセット印刷法を用いれば、選択的に形成することができる。その後、ラビングを行
う。続いて、シール材２８２を液滴吐出法により画素を形成した周辺の領域に形成する。
【０１５５】
その後、配向膜として機能する絶縁層２３３、対向電極として機能する導電層２３９、カ
ラーフィルタとして機能する着色層２３４、偏光板２３７が設けられた対向基板２３６と
、ＴＦＴ基板である基板２００とをスペーサ２８１を介して貼り合わせ、その空隙に液晶
層２３２を設けることにより液晶表示パネルを作製することができる（図１８及び図１９
参照。）。基板２００の素子を有する面と反対側にも偏光板２３８が設けられている。シ
ール材にはフィラーが混入されていても良く、さらに対向基板２３６には、遮蔽膜（ブラ
ックマトリクス）などが形成されていても良い。なお、液晶層を形成する方法として、デ
ィスペンサ式（滴下式）や、素子を有する基板２００と対向基板２３６とを貼り合わせて
から毛細管現象を用いて液晶を注入するディップ式（汲み上げ式）を用いることができる
。
【０１５６】
ディスペンサ方式を採用した液晶滴下法においては、シール材で閉ループを形成し、その
中にヘッドより液晶を１回若しくは複数回滴下する。液晶材料の粘性が高い場合は、連続
的に吐出され、繋がったまま被形成領域に付着する。一方、液晶材料の粘性が低い場合に
は、間欠的に吐出され液滴が滴下される。そのとき、シール材と液晶とが反応することを
防ぐため、バリア層を設ける。続いて、真空中で基板を貼り合わせ、その後紫外線硬化を
行って、液晶が充填された状態とする。またＴＦＴ基板側にシール材を形成し、液晶を滴
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下してもよい。
【０１５７】
スペーサは数μｍの粒子を散布して設ける方法でも良いが、本実施の形態では基板全面に
樹脂膜を形成した後これをエッチング加工して形成する方法を採用した。このようなスペ
ーサの材料を、スピナーで塗布した後、露光と現像処理によって所定のパターンに形成す
る。さらにクリーンオーブンなどで１５０～２００℃で加熱して硬化させる。このように
して作製されるスペーサは露光と現像処理の条件によって形状を異ならせることができる
が、好ましくは、スペーサの形状は柱状で頂部が平坦な形状となるようにすると、対向側
の基板を合わせたときに液晶表示装置としての機械的な強度を確保することができる。形
状は円錐状、角錐状などを用いることができ、特別な限定はない。
【０１５８】
以上の工程で形成された表示装置内部と外部の配線基板を接続するために接続部を形成す
る。大気圧又は大気圧近傍下で、酸素ガスを用いたアッシング処理により、接続部の絶縁
体層を除去する。この処理は、酸素ガスと、水素、ＣＦ４、ＮＦ３、Ｈ２Ｏ、ＣＨＦ３か
ら選択された一つ又は複数とを用いて行う。本工程では、静電気による損傷や破壊を防止
するために、対向基板を用いて封止した後に、アッシング処理を行っているが、静電気に
よる影響が少ない場合には、どのタイミングで行っても構わない。
【０１５９】
続いて、画素部と電気的に接続されている端子電極層２８７を、異方性導電体層２８５を
介して、接続用の配線基板であるＦＰＣ２８６を設ける。ＦＰＣ２８６は、外部からの信
号や電位を伝達する役目を担う。上記工程を経て、表示機能を有する液晶表示装置を作製
することができる。
【０１６０】
図１９（Ａ）に、液晶表示装置の上面図を示す。図１９（Ａ）で示すように、画素領域２
９０、走査線駆動領域２９１ａ、走査線駆動領域２９１ｂが、シール材２８２によって、
基板２００と対向基板２３６との間に封止され、基板２００上にドライバＩＣによって形
成された信号線側駆動回路２９２が設けられている。駆動領域には薄膜トランジスタ２８
３及び薄膜トランジスタ２８４を有する駆動回路が設けられている。
【０１６１】
本実施の形態における周辺駆動回路は薄膜トランジスタ２８３及び薄膜トランジスタ２８
４は、ｎチャネル型薄膜トランジスタであるので、薄膜トランジスタ２８３及び薄膜トラ
ンジスタ２８４で構成されるＮＭＯＳの回路が設けられている。
【０１６２】
本実施の形態では、駆動回路領域において、ＮＭＯＳ構成を用いてインバーターとして機
能させている。このようにＰＭＯＳのみ、ＮＭＯＳの構成の場合においては、一部のＴＦ
Ｔのゲート電極層とソース電極層又はドレイン電極層とを接続させる。
【０１６３】
本実施の形態では、スイッチングＴＦＴはシングルゲート構造としたが、ダブルゲート構
造でもよく、より複数のマルチゲート構造でもよい。また半導体層をＳＡＳや結晶性半導
体を用いて作製した場合、一導電型を付与する不純物の添加によって不純物領域を形成す
ることもできる。この場合、半導体層は濃度の異なる不純物領域を有していてもよい。例
えば、半導体層のチャネル領域近傍、ゲート電極層と積層する領域は、低濃度不純物領域
とし、その外側の領域を高濃度不純物領域としてもよい。
【０１６４】
以上示したように、本実施の形態では、工程を簡略化することができる。また、液滴吐出
法を用いて基板上に直接的に各種の構成物（パーツ）やマスク層を形成することにより、
１辺が１０００ｍｍを超える第５世代以降のガラス基板を用いても、容易に表示パネルを
製造することができる。
【０１６５】
本実施の形態では、自己整合的にソース電極層及びドレイン電極層を形成している。よっ
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て、マスクのアライメントずれによる形状不良などが生じず、制御性よく配線を形成する
ことができる。従って、本発明を用いると、歩留まりよく信頼性の高い半導体装置、表示
装置などを作製することができる。
【０１６６】
（実施の形態４）
本発明を適用して自己整合的に薄膜トランジスタを形成し、該薄膜トランジスタを用いて
表示装置を形成することができるが、発光素子、及び該発光素子を駆動するトランジスタ
を用いた場合、該発光素子から発せられる光は、下面放射、上面放射、両面放射のいずれ
かを行う。ここでは、それぞれの場合に応じた発光素子の積層構造について、図１１を用
いて説明する。本実施の形態では、より簡略化した工程で低コストに作製することを目的
とした表示装置の一例について説明する。
【０１６７】
本実施の形態では、実施の形態１で作製した逆コプラナ型の薄膜トランジスタである薄膜
トランジスタ４６１、薄膜トランジスタ４７１、薄膜トランジスタ４８１を用いる。薄膜
トランジスタ４８１は、透光性を有する基板４８０上に設けられ、ゲート電極層４９３、
ゲート絶縁層４９７、半導体層４９４、ソース電極層又はドレイン電極層４９２ａ、ソー
ス電極層又はドレイン電極層４９２ｂにより形成される。ゲート絶縁層４９７は無機材料
を含む。薄膜トランジスタ４８１を覆うように隔壁として機能する絶縁層４９８が設けら
れている。有機重合層４９１ａ、有機重合層４９１ｂは、ゲート電極層４９３をマスクと
した裏面露光によって光重合性反応基を含む有機層を選択的に重合して形成する。ソース
電極層又はドレイン電極層４９２ａ、ソース電極層又はドレイン電極層４９２ｂは有機重
合層４９１ａ、有機重合層４９１ｂ及びゲート絶縁層４９７上に加水分解基を有する有機
シラン膜を形成し、有機重合層４９１ａ、有機重合層４９１ｂよりゲート絶縁層４９７の
方がより撥液性を高める処理をした後、導電性材料を含む組成物を吐出して自己整合的に
形成する。
【０１６８】
まず、基板４８０側に放射する場合、つまり下面放射を行う場合について、図１１（Ａ）
を用いて説明する。この場合、薄膜トランジスタ４８１に電気的に接続するように、ソー
ス電極層又はドレイン電極層４９２ｂに接して、第１の電極層４８４、電界発光層４８５
、第２の電極層４８６が順に積層される。光が透過する基板４８０は少なくとも可視領域
の光に対して透光性を有する必要がある。次に、基板４６０と反対側に放射する場合、つ
まり上面放射を行う場合について、図１１（Ｂ）を用いて説明する。薄膜トランジスタ４
６１は、前述した薄膜トランジスタの同様に形成することができる。
【０１６９】
薄膜トランジスタ４６１に電気的に接続するソース電極層又はドレイン電極層４６２が第
１の電極層４６３と接し、電気的に接続する。第１の電極層４６３、電界発光層４６４、
第２の電極層４６５が順に積層される。ソース電極層又はドレイン電極層４６２は反射性
を有する金属層であり、発光素子から放射される光を矢印の上面に反射する。ソース電極
層又はドレイン電極層４６２は第１の電極層４６３と積層する構造となっているので、第
１の電極層４６３に透光性の材料を用いて、光が透過しても、該光はソース電極層又はド
レイン電極層４６２において反射され、基板４６０と反対側に放射する。もちろん第１の
電極層４６３を、反射性を有する金属膜を用いて形成してもよい。発光素子から放出する
光は第２の電極層４６５を透過して放出されるので、第２の電極層４６５は、少なくとも
可視領域において透光性を有する材料で形成する。最後に、光が基板４７０側とその反対
側の両側に放射する場合、つまり両面放射を行う場合について、図１１（Ｃ）を用いて説
明する。薄膜トランジスタ４７１もチャネル保護型の薄膜トランジスタである。薄膜トラ
ンジスタ４７１の半導体層に電気的に接続するソース電極層又はドレイン電極層４７７に
第１の電極層４７２が電気的に接続している。第１の電極層４７２、電界発光層４７３、
第２の電極層４７４が順に積層される。このとき、第１の電極層４７２と第２の電極層４
７４のどちらも少なくとも可視領域において透光性を有する材料、又は光を透過できる厚
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さで形成すると、両面放射が実現する。この場合、光が透過する絶縁層や基板４７０も少
なくとも可視領域の光に対して透光性を有する必要がある。
【０１７０】
本実施の形態において適用できる発光素子の形態を図１２に示す。図１２は発光素子の素
子構造であり、第１の電極層８７０と第２の電極層８５０との間に、有機化合物と無機化
合物を混合してなる電界発光層８６０が挟持されている発光素子である。電界発光層８６
０は、図示した通り、第１の層８０４、第２の層８０３、第３の層８０２から構成されて
いる。
【０１７１】
まず、第１の層８０４は、第２の層８０３にホールを輸送する機能を担う層であり、少な
くとも第１の有機化合物と、第１の有機化合物に対して電子受容性を示す第１の無機化合
物とを含む構成である。重要なのは、単に第１の有機化合物と第１の無機化合物が混ざり
合っているのではなく、第１の無機化合物が第１の有機化合物に対して電子受容性を示す
点である。このような構成とすることで、本来内在的なキャリアをほとんど有さない第１
の有機化合物に多くのホールキャリアが発生し、極めて優れたホール注入性、ホール輸送
性を示す。
【０１７２】
したがって第１の層８０４は、無機化合物を混合することによって得られると考えられて
いる効果（耐熱性の向上など）だけでなく、優れた導電性（第１の層８０４においては特
に、ホール注入性および輸送性）をも得ることができる。このことは、互いに電子的な相
互作用を及ぼさない有機化合物と無機化合物を単に混合した従来のホール輸送層では、得
られない効果である。この効果により、従来よりも駆動電圧を低くすることができる。ま
た、駆動電圧の上昇を招くことなく第１の層８０４を厚くすることができるため、ゴミ等
に起因する素子の短絡も抑制することができる。
【０１７３】
ところで、上述したように、第１の有機化合物にはホールキャリアが発生するため、第１
の有機化合物としてはホール輸送性の有機化合物が好ましい。ホール輸送性の有機化合物
としては、例えば、フタロシアニン（略称：Ｈ２Ｐｃ）、銅フタロシアニン（略称：Ｃｕ
Ｐｃ）、バナジルフタロシアニン（略称：ＶＯＰｃ）、４，４’，４’’－トリス（Ｎ，
Ｎ－ジフェニルアミノ）トリフェニルアミン（略称：ＴＤＡＴＡ）、４，４’，４’’－
トリス［Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ］トリフェニルアミン（略称
：ＭＴＤＡＴＡ）、１，３，５－トリス［Ｎ，Ｎ－ジ（ｍ－トリル）アミノ］ベンゼン（
略称：ｍ－ＭＴＤＡＢ）、Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－Ｎ，Ｎ’－ビス（３－メチルフェニル
）－１，１’－ビフェニル－４，４’－ジアミン（略称：ＴＰＤ）、４，４’－ビス［Ｎ
－（１－ナフチル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル（略称：ＮＰＢ）、４，４’－ビ
ス｛Ｎ－［４－ジ（ｍ－トリル）アミノ］フェニル－Ｎ－フェニルアミノ｝ビフェニル（
略称：ＤＮＴＰＤ）、４，４’，４’’－トリス（Ｎ－カルバゾリル）トリフェニルアミ
ン（略称：ＴＣＴＡ）などが挙げられるが、これらに限定されることはない。また、上述
した化合物の中でも、ＴＤＡＴＡ、ＭＴＤＡＴＡ、ｍ－ＭＴＤＡＢ、ＴＰＤ、ＮＰＢ、Ｄ
ＮＴＰＤ、ＴＣＴＡなどに代表される芳香族アミン化合物は、ホールキャリアを発生しや
すく、第１の有機化合物として好適な化合物群である。
【０１７４】
一方、第１の無機化合物は、第１の有機化合物から電子を受け取りやすいものであれば何
であってもよく、種々の金属酸化物または金属窒化物が可能であるが、周期表第４族乃至
第１２族のいずれかの遷移金属酸化物が電子受容性を示しやすく好適である。具体的には
、酸化チタン、酸化ジルコニウム、酸化バナジウム、酸化モリブデン、酸化タングステン
、酸化レニウム、酸化ルテニウム、酸化亜鉛などが挙げられる。また、上述した金属酸化
物の中でも、周期表第４族乃至第８族のいずれかの遷移金属酸化物は電子受容性の高いも
のが多く、好ましい一群である。特に酸化バナジウム、酸化モリブデン、酸化タングステ
ン、酸化レニウムは真空蒸着が可能で扱いやすいため、好適である。
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【０１７５】
なお、第１の層８０４は、上述した有機化合物と無機化合物の組み合わせを適用した層を
、複数積層して形成していてもよい。また、他の有機化合物あるいは他の無機化合物をさ
らに含んでいてもよい。
【０１７６】
次に、第３の層８０２について説明する。第３の層８０２は、第２の層８０３に電子を輸
送する機能を担う層であり、少なくとも第３の有機化合物と、第３の有機化合物に対して
電子供与性を示す第３の無機化合物とを含む構成である。重要なのは、単に第３の有機化
合物と第３の無機化合物が混ざり合っているのではなく、第３の無機化合物が第３の有機
化合物に対して電子供与性を示す点である。このような構成とすることで、本来内在的な
キャリアをほとんど有さない第３の有機化合物に多くの電子キャリアが発生し、極めて優
れた電子注入性、電子輸送性を示す。
【０１７７】
したがって第３の層８０２は、無機化合物を混合することによって得られると考えられて
いる効果（耐熱性の向上など）だけでなく、優れた導電性（第３の層８０２においては特
に、電子注入性および輸送性）をも得ることができる。このことは、互いに電子的な相互
作用を及ぼさない有機化合物と無機化合物を単に混合した従来の電子輸送層では、得られ
ない効果である。この効果により、従来よりも駆動電圧を低くすることができる。また、
駆動電圧の上昇を招くことなく第３の層８０２を厚くすることができるため、ゴミ等に起
因する素子の短絡も抑制することができる。
【０１７８】
ところで、上述したように、第３の有機化合物には電子キャリアが発生するため、第３の
有機化合物としては電子輸送性の有機化合物が好ましい。電子輸送性の有機化合物として
は、例えば、トリス（８－キノリノラト）アルミニウム（略称：Ａｌｑ３）、トリス（４
－メチル－８－キノリノラト）アルミニウム（略称：Ａｌｍｑ３）、ビス（１０－ヒドロ
キシベンゾ［ｈ］－キノリナト）ベリリウム（略称：ＢｅＢｑ２）、ビス（２－メチル－
８－キノリノラト）（４－フェニルフェノラト）アルミニウム（略称：ＢＡｌｑ）、ビス
［２－（２’－ヒドロキシフェニル）ベンズオキサゾラト］亜鉛（略称：Ｚｎ（ＢＯＸ）

２）、ビス［２－（２’－ヒドロキシフェニル）ベンゾチアゾラト］亜鉛（略称：Ｚｎ（
ＢＴＺ）２）、バソフェナントロリン（略称：ＢＰｈｅｎ）、バソキュプロイン（略称：
ＢＣＰ）、２－（４－ビフェニリル）－５－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－１，３
，４－オキサジアゾール（略称：ＰＢＤ）、１，３－ビス［５－（４－ｔｅｒｔ－ブチル
フェニル）－１，３，４－オキサジアゾール－２－イル］ベンゼン（略称：ＯＸＤ－７）
、２，２’，２’’－（１，３，５－ベンゼントリイル）－トリス（１－フェニル－１Ｈ
－ベンゾイミダゾール）（略称：ＴＰＢＩ）、３－（４－ビフェニリル）－４－フェニル
－５－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－１，２，４－トリアゾール（略称：ＴＡＺ）
、３－（４－ビフェニリル）－４－（４－エチルフェニル）－５－（４－ｔｅｒｔ－ブチ
ルフェニル）－１，２，４－トリアゾール（略称：ｐ－ＥｔＴＡＺ）などが挙げられるが
、これらに限定されることはない。また、上述した化合物の中でも、Ａｌｑ３、Ａｌｍｑ

３、ＢｅＢｑ２、ＢＡｌｑ、Ｚｎ（ＢＯＸ）２、Ｚｎ（ＢＴＺ）２などに代表される芳香
環を含むキレート配位子を有するキレート金属錯体や、ＢＰｈｅｎ、ＢＣＰなどに代表さ
れるフェナントロリン骨格を有する有機化合物や、ＰＢＤ、ＯＸＤ－７などに代表される
オキサジアゾール骨格を有する有機化合物は、電子キャリアを発生しやすく、第３の有機
化合物として好適な化合物群である。
【０１７９】
一方、第３の無機化合物は、第３の有機化合物に電子を与えやすいものであれば何であっ
てもよく、種々の金属酸化物または金属窒化物が可能であるが、アルカリ金属酸化物、ア
ルカリ土類金属酸化物、希土類金属酸化物、アルカリ金属窒化物、アルカリ土類金属窒化
物、希土類金属窒化物が電子供与性を示しやすく好適である。具体的には、酸化リチウム
、酸化ストロンチウム、酸化バリウム、酸化エルビウム、窒化リチウム、窒化マグネシウ
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ム、窒化カルシウム、窒化イットリウム、窒化ランタンなどが挙げられる。特に酸化リチ
ウム、酸化バリウム、窒化リチウム、窒化マグネシウム、窒化カルシウムは真空蒸着が可
能で扱いやすいため、好適である。
【０１８０】
なお、第３の層８０２は、上述した有機化合物と無機化合物の組み合わせを適用した層を
、複数積層して形成していてもよい。また、他の有機化合物あるいは他の無機化合物をさ
らに含んでいてもよい。
【０１８１】
次に、第２の層８０３について説明する。第２の層８０３は発光機能を担う層であり、発
光性の第２の有機化合物を含む。また、第２の無機化合物を含む構成であってもよい。第
２の層８０３は、種々の発光性の有機化合物、無機化合物を用いて形成することができる
。ただし、第２の層８０３は、第１の層８０４や第３の層８０２に比べて電流が流れにく
いと考えられるため、その膜厚は１０ｎｍ～１００ｎｍ程度が好ましい。
【０１８２】
第２の有機化合物としては、発光性の有機化合物であれば特に限定されることはなく、例
えば、９，１０－ジ（２－ナフチル）アントラセン（略称：ＤＮＡ）、９，１０－ジ（２
－ナフチル）－２－ｔｅｒｔ－ブチルアントラセン（略称：ｔ－ＢｕＤＮＡ）、４，４’
－ビス（２，２－ジフェニルビニル）ビフェニル（略称：ＤＰＶＢｉ）、クマリン３０、
クマリン６、クマリン５４５、クマリン５４５Ｔ、ペリレン、ルブレン、ペリフランテン
、２，５，８，１１－テトラ（ｔｅｒｔ－ブチル）ペリレン（略称：ＴＢＰ）、９，１０
－ジフェニルアントラセン（略称：ＤＰＡ）、５，１２－ジフェニルテトラセン、４－（
ジシアノメチレン）－２－メチル－［ｐ－（ジメチルアミノ）スチリル］－４Ｈ－ピラン
（略称：ＤＣＭ１）、４－（ジシアノメチレン）－２－メチル－６－［２－（ジュロリジ
ン－９－イル）エテニル］－４Ｈ－ピラン（略称：ＤＣＭ２）、４－（ジシアノメチレン
）－２，６－ビス［ｐ－（ジメチルアミノ）スチリル］－４Ｈ－ピラン（略称：ＢｉｓＤ
ＣＭ）等が挙げられる。また、ビス［２－（４’，６’－ジフルオロフェニル）ピリジナ
ト－Ｎ，Ｃ２’］イリジウム（ピコリナート）（略称：ＦＩｒｐｉｃ）、ビス｛２－［３
’，５’－ビス（トリフルオロメチル）フェニル］ピリジナト－Ｎ，Ｃ２’｝イリジウム
（ピコリナート）（略称：Ｉｒ（ＣＦ３ｐｐｙ）２（ｐｉｃ））、トリス（２－フェニル
ピリジナト－Ｎ，Ｃ２’）イリジウム（略称：Ｉｒ（ｐｐｙ）３）、ビス（２－フェニル
ピリジナト－Ｎ，Ｃ２’）イリジウム（アセチルアセトナート）（略称：Ｉｒ（ｐｐｙ）

２（ａｃａｃ））、ビス［２－（２’－チエニル）ピリジナト－Ｎ，Ｃ３’］イリジウム
（アセチルアセトナート）（略称：Ｉｒ（ｔｈｐ）２（ａｃａｃ））、ビス（２－フェニ
ルキノリナト－Ｎ，Ｃ２’）イリジウム（アセチルアセトナート）（略称：Ｉｒ（ｐｑ）

２（ａｃａｃ））、ビス［２－（２’－ベンゾチエニル）ピリジナト－Ｎ，Ｃ３’］イリ
ジウム（アセチルアセトナート）（略称：Ｉｒ（ｂｔｐ）２（ａｃａｃ））などの燐光を
放出できる化合物用いることもできる。
【０１８３】
第２の層８０３を一重項励起発光材料の他、金属錯体などを含む三重項発光励起材料を用
いても良い。例えば、赤色の発光性の画素、緑色の発光性の画素及び青色の発光性の画素
のうち、輝度半減時間が比較的短い赤色の発光性の画素を三重項励起発光材料で形成し、
他を一重項励起発光材料で形成する。三重項励起発光材料は発光効率が良いので、同じ輝
度を得るのに消費電力が少なくて済むという特徴がある。すなわち、赤色画素に適用した
場合、発光素子に流す電流量が少なくて済むので、信頼性を向上させることができる。低
消費電力化として、赤色の発光性の画素と緑色の発光性の画素とを三重項励起発光材料で
形成し、青色の発光性の画素を一重項励起発光材料で形成しても良い。人間の視感度が高
い緑色の発光素子も三重項励起発光材料で形成することで、より低消費電力化を図ること
ができる。
【０１８４】
また、第２の層８０３においては、上述した発光を示す第２の有機化合物だけでなく、さ
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らに他の有機化合物が添加されていてもよい。添加できる有機化合物としては、例えば、
先に述べたＴＤＡＴＡ、ＭＴＤＡＴＡ、ｍ－ＭＴＤＡＢ、ＴＰＤ、ＮＰＢ、ＤＮＴＰＤ、
ＴＣＴＡ、Ａｌｑ３、Ａｌｍｑ３、ＢｅＢｑ２、ＢＡｌｑ、Ｚｎ（ＢＯＸ）２、Ｚｎ（Ｂ
ＴＺ）２、ＢＰｈｅｎ、ＢＣＰ、ＰＢＤ、ＯＸＤ－７、ＴＰＢＩ、ＴＡＺ、ｐ－ＥｔＴＡ
Ｚ、ＤＮＡ、ｔ－ＢｕＤＮＡ、ＤＰＶＢｉなどの他、４，４’－ビス（Ｎ－カルバゾリル
）ビフェニル（略称：ＣＢＰ）、１，３，５－トリス［４－（Ｎ－カルバゾリル）フェニ
ル］ベンゼン（略称：ＴＣＰＢ）などを用いることができるが、これらに限定されること
はない。なお、このように第２の有機化合物以外に添加する有機化合物は、第２の有機化
合物を効率良く発光させるため、第２の有機化合物の励起エネルギーよりも大きい励起エ
ネルギーを有し、かつ第２の有機化合物よりも多く添加されていることが好ましい（それ
により、第２の有機化合物の濃度消光を防ぐことができる）。あるいはまた、他の機能と
して、第２の有機化合物と共に発光を示してもよい（それにより、白色発光なども可能と
なる）。
【０１８５】
第２の層８０３は、発光波長帯の異なる発光層を画素毎に形成して、カラー表示を行う構
成としても良い。典型的には、Ｒ（赤）、Ｇ（緑）、Ｂ（青）の各色に対応した発光層を
形成する。この場合にも、画素の光放射側にその発光波長帯の光を透過するフィルターを
設けた構成とすることで、色純度の向上や、画素部の鏡面化（映り込み）の防止を図るこ
とができる。フィルターを設けることで、従来必要であるとされていた円偏光板などを省
略することが可能となり、発光層から放射される光の損失を無くすことができる。さらに
、斜方から画素部（表示画面）を見た場合に起こる色調の変化を低減することができる。
【０１８６】
第２の層８０３で用いることのできる材料は低分子系有機発光材料でも高分子系有機発光
材料でもよい。高分子系有機発光材料は低分子系に比べて物理的強度が高く、素子の耐久
性が高い。また塗布により成膜することが可能であるので、素子の作製が比較的容易であ
る。
【０１８７】
発光色は、発光層を形成する材料で決まるため、これらを選択することで所望の発光を示
す発光素子を形成することができる。発光層の形成に用いることができる高分子系の電界
発光材料は、ポリパラフェニレンビニレン系、ポリパラフェニレン系、ポリチオフェン系
、ポリフルオレン系が挙げられる。
【０１８８】
ポリパラフェニレンビニレン系には、ポリ（パラフェニレンビニレン）　［ＰＰＶ］　の
誘導体、ポリ（２，５－ジアルコキシ－１，４－フェニレンビニレン）　［ＲＯ－ＰＰＶ
］、ポリ（２－（２’－エチル－ヘキソキシ）－５－メトキシ－１，４－フェニレンビニ
レン）［ＭＥＨ－ＰＰＶ］、ポリ（２－（ジアルコキシフェニル）－１，４－フェニレン
ビニレン）［ＲＯＰｈ－ＰＰＶ］等が挙げられる。ポリパラフェニレン系には、ポリパラ
フェニレン［ＰＰＰ］の誘導体、ポリ（２，５－ジアルコキシ－１，４－フェニレン）［
ＲＯ－ＰＰＰ］、ポリ（２，５－ジヘキソキシ－１，４－フェニレン）等が挙げられる。
ポリチオフェン系には、ポリチオフェン［ＰＴ］の誘導体、ポリ（３－アルキルチオフェ
ン）［ＰＡＴ］、ポリ（３－ヘキシルチオフェン）［ＰＨＴ］、ポリ（３－シクロヘキシ
ルチオフェン）［ＰＣＨＴ］、ポリ（３－シクロヘキシル－４－メチルチオフェン）［Ｐ
ＣＨＭＴ］、ポリ（３，４－ジシクロヘキシルチオフェン）［ＰＤＣＨＴ］、ポリ［３－
（４－オクチルフェニル）－チオフェン］［ＰＯＰＴ］、ポリ［３－（４－オクチルフェ
ニル）－２，２ビチオフェン］［ＰＴＯＰＴ］等が挙げられる。ポリフルオレン系には、
ポリフルオレン［ＰＦ］の誘導体、ポリ（９，９－ジアルキルフルオレン）［ＰＤＡＦ］
、ポリ（９，９－ジオクチルフルオレン）［ＰＤＯＦ］等が挙げられる。
【０１８９】
前記第２の無機化合物としては、第２の有機化合物の発光を消光しにくい無機化合物であ
れば何であってもよく、種々の金属酸化物や金属窒化物を用いることができる。特に、周
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期表第１３族または第１４族の金属酸化物は、第２の有機化合物の発光を消光しにくいた
め好ましく、具体的には酸化アルミニウム、酸化ガリウム、酸化ケイ素、酸化ゲルマニウ
ムが好適である。ただし、これらに限定されることはない。
【０１９０】
なお、第２の層８０３は、上述した有機化合物と無機化合物の組み合わせを適用した層を
、複数積層して形成していてもよい。また、他の有機化合物あるいは他の無機化合物をさ
らに含んでいてもよい。発光層の層構造は変化しうるものであり、特定の電子注入領域や
発光領域を備えていない代わりに、もっぱらこの目的用の電極層を備えたり、発光性の材
料を分散させて備えたりする変形は、本発明の趣旨を逸脱しない範囲において許容されう
るものである。
【０１９１】
上記のような材料で形成した発光素子は、順方向にバイアスすることで発光する。発光素
子を用いて形成する表示装置の画素は、単純マトリクス（パッシブマトリクス）方式、若
しくはアクティブマトリクス方式で駆動することができる。いずれにしても、個々の画素
は、ある特定のタイミングで順方向バイアスを印加して発光させることとなるが、ある一
定期間は非発光状態となっている。この非発光時間に逆方向のバイアスを印加することで
発光素子の信頼性を向上させることができる。発光素子では、一定駆動条件下で発光強度
が低下する劣化や、画素内で非発光領域が拡大して見かけ上輝度が低下する劣化モードが
あるが、順方向及び逆方向にバイアスを印加する交流的な駆動を行うことで、劣化の進行
を遅くすることができ、発光表示装置の信頼性を向上させることができる。また、デジタ
ル駆動、アナログ駆動どちらでも適用可能である。
【０１９２】
よって、封止基板にカラーフィルタ（着色層）を形成してもよい。カラーフィルタ（着色
層）は、蒸着法や液滴吐出法によって形成することができ、カラーフィルタ（着色層）を
用いると、高精細な表示を行うこともできる。カラーフィルタ（着色層）により、各ＲＧ
Ｂの発光スペクトルにおいてブロードなピークが鋭いピークになるように補正できるから
である。
【０１９３】
単色の発光を示す材料を形成し、カラーフィルタや色変換層を組み合わせることによりフ
ルカラー表示を行うことができる。カラーフィルタ（着色層）や色変換層は、例えば第２
の基板（封止基板）に形成し、基板へ張り合わせればよい。
【０１９４】
もちろん単色発光の表示を行ってもよい。例えば、単色発光を用いてエリアカラータイプ
の表示装置を形成してもよい。エリアカラータイプは、パッシブマトリクス型の表示部が
適しており、主に文字や記号を表示することができる。
【０１９５】
第１の電極層８７０及び第２の電極層８５０は仕事関数を考慮して材料を選択する必要が
あり、そして第１の電極層８７０及び第２の電極層８５０は、画素構成によりいずれも陽
極、又は陰極となりうる。駆動用薄膜トランジスタの極性がｐチャネル型である場合、図
１２（Ａ）のように第１の電極層８７０を陽極、第２の電極層８５０を陰極とするとよい
。また、駆動用薄膜トランジスタの極性がｎチャネル型である場合、図１２（Ｂ）のよう
に、第１の電極層８７０を陰極、第２の電極層８５０を陽極とすると好ましい。第１の電
極層８７０および第２の電極層８５０に用いることのできる材料について述べる。第１の
電極層８７０、第２の電極層８５０が陽極として機能する場合は仕事関数の大きい材料（
具体的には４．５ｅＶ以上の材料）が好ましく、第１の電極層８７０、第２の電極層８５
０が陰極として機能する場合は仕事関数の小さい材料（具体的には３．５ｅＶ以下の材料
）が好ましい。しかしながら、第１の層８０４のホール注入・輸送特性や、第３の層８０
２の電子注入・輸送特性が優れているため、第１の電極層８７０、第２の電極層８５０共
に、ほとんど仕事関数の制限を受けることなく、種々の材料を用いることができる。
【０１９６】
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図１２（Ａ）、（Ｂ）における発光素子は、第１の電極層８７０より光を取り出す構造の
ため、第２の電極層８５０は、必ずしも光透光性を有する必要はない。第２の電極層８５
０としては、Ｔｉ、窒化チタン、ＴｉＳｉＸＮＹ、Ｎｉ、Ｗ、ＷＳｉＸ、窒化タングステ
ン、ＷＳｉＸＮＹ、ＮｂＮ、Ｃｒ、Ｐｔ、Ｚｎ、Ｓｎ、Ｉｎ、Ｔａ、Ａｌ、Ｃｕ、Ａｕ、
Ａｇ、Ｍｇ、Ｃａ、ＬｉまたはＭｏから選ばれた元素、または前記元素を主成分とする合
金材料もしくは化合物材料を主成分とする膜またはそれらの積層膜を総膜厚１００ｎｍ～
８００ｎｍの範囲で用いればよい。
【０１９７】
第２の電極層８５０は、蒸着法、スパッタ法、ＣＶＤ法、印刷法または液滴吐出法などを
用いて形成することができる。
【０１９８】
また、第２の電極層８５０に第１の電極層８７０で用いる材料のような透光性を有する導
電性材料を用いると、第２の電極層８５０からも光を取り出す構造となり、発光素子から
放射される光は、第１の電極層８７０と第２の電極層８５０との両方より放射される両面
放射構造とすることができる。
【０１９９】
なお、第１の電極層８７０や第２の電極層８５０の種類を変えることで、本発明の発光素
子は様々なバリエーションを有する。
【０２００】
図１２（Ｂ）は、電界発光層８６０が、第１の電極層８７０側から第３の層８０２、第２
の層８０３、第１の層８０４の順で構成されているケースである。
【０２０１】
以上で述べたように、本発明の発光素子は、第１の電極層８７０と第２の電極層８５０と
の間に挟持された層が、有機化合物と無機化合物が複合された層を含む電界発光層８６０
から成っている。そして、有機化合物と無機化合物を混合することにより、それぞれ単独
では得られない高いキャリア注入性、キャリア輸送性という機能が得られる層（すなわち
、第１の層８０４および第３の層８０２）が設けられている有機及び無機複合型の発光素
子である。また、上記第１の層８０４、第３の層８０２は、第１の電極層８７０側に設け
られる場合、特に有機化合物と無機化合物が複合された層である必要があり、第２の電極
層８５０側に設けられる場合、有機化合物、無機化合物のみであってもよい。
【０２０２】
なお、電界発光層８６０は有機化合物と無機化合物が混合された層であるが、その形成方
法としては種々の手法を用いることができる。例えば、有機化合物と無機化合物の両方を
抵抗加熱により蒸発させ、共蒸着する手法が挙げられる。その他、有機化合物を抵抗加熱
により蒸発させる一方で、無機化合物をエレクトロンビーム（ＥＢ）により蒸発させ、共
蒸着してもよい。また、有機化合物を抵抗加熱により蒸発させると同時に、無機化合物を
スパッタリングし、両方を同時に堆積する手法も挙げられる。その他、湿式法により成膜
してもよい。
【０２０３】
また、第１の電極層８７０および第２の電極層８５０に関しても同様に、抵抗加熱による
蒸着法、ＥＢ蒸着法、スパッタリング、湿式法などを用いることができる。
【０２０４】
図１２（Ｃ）は、図１２（Ａ）において、第１の電極層８７０に反射性を有する電極層を
用い、第２の電極層８５０に透光性を有する電極層を用いており、発光素子より放射され
た光は第１の電極層８７０で反射され、第２の電極層８５０を透過して放射される。同様
に図１２（Ｄ）は、図１２（Ｂ）において、第１の電極層８７０に反射性を有する電極層
を用い、第２の電極層８５０に透光性を有する電極層を用いており、発光素子より放射さ
れた光は第１の電極層８７０で反射され、第２の電極層８５０を透過して放射される。本
実施の形態は、実施の形態１又は実施の形態３それぞれと適宜組み合わせることが可能で
ある。
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【０２０５】
（実施の形態５）
本実施の形態では、本発明の表示装置の有する発光素子に適用することのできる他の構成
を、図１３及び図１４を用いて説明する。
【０２０６】
エレクトロルミネセンスを利用する発光素子は、発光材料が有機化合物であるか、無機化
合物であるかによって区別され、一般的に、前者は有機ＥＬ素子、後者は無機ＥＬ素子と
呼ばれている。
【０２０７】
無機ＥＬ素子は、その素子構成により、分散型無機ＥＬ素子と薄膜型無機ＥＬ素子とに分
類される。前者は、発光材料の粒子をバインダ中に分散させた電界発光層を有し、後者は
、発光材料の薄膜からなる電界発光層を有している点に違いはあるが、高電界で加速され
た電子を必要とする点では共通である。なお、得られる発光のメカニズムとしては、ドナ
ー準位とアクセプター準位を利用するドナー－アクセプター再結合型発光と、金属イオン
の内殻電子遷移を利用する局在型発光とがある。一般的に、分散型無機ＥＬではドナー－
アクセプター再結合型発光、薄膜型無機ＥＬ素子では局在型発光である場合が多い。
【０２０８】
本発明で用いることのできる発光材料は、母体材料と発光中心となる不純物元素とで構成
される。含有させる不純物元素を変化させることで、様々な色の発光を得ることができる
。発光材料の作製方法としては、固相法や液相法（共沈法）などの様々な方法を用いるこ
とができる。また、噴霧熱分解法、複分解法、プレカーサーの熱分解反応による方法、逆
ミセル法やこれらの方法と高温焼成を組み合わせた方法、凍結乾燥法などの液相法なども
用いることができる。
【０２０９】
固相法は、母体材料と、不純物元素又は不純物元素を含む化合物を秤量し、乳鉢で混合、
電気炉で加熱、焼成を行い反応させ、母体材料に不純物元素を含有させる方法である。焼
成温度は、７００～１５００℃が好ましい。温度が低すぎる場合は固相反応が進まず、温
度が高すぎる場合は母体材料が分解してしまうからである。なお、粉末状態で焼成を行っ
てもよいが、ペレット状態で焼成を行うことが好ましい。比較的高温での焼成を必要とす
るが、簡単な方法であるため、生産性がよく大量生産に適している。
【０２１０】
液相法（共沈法）は、母体材料又は母体材料を含む化合物と、不純物元素又は不純物元素
を含む化合物を溶液中で反応させ、乾燥させた後、焼成を行う方法である。発光材料の粒
子が均一に分布し、粒径が小さく低い焼成温度でも反応が進むことができる。
【０２１１】
発光材料に用いる母体材料としては、硫化物、酸化物、窒化物を用いることができる。硫
化物としては、例えば、硫化亜鉛（ＺｎＳ）、硫化カドミウム（ＣｄＳ）、硫化カルシウ
ム（ＣａＳ）、硫化イットリウム（Ｙ２Ｓ３）、硫化ガリウム（Ｇａ２Ｓ３）、硫化スト
ロンチウム（ＳｒＳ）、硫化バリウム（ＢａＳ）等を用いることができる。また、酸化物
としては、例えば、酸化亜鉛（ＺｎＯ）、酸化イットリウム（Ｙ２Ｏ３）等を用いること
ができる。また、窒化物としては、例えば、窒化アルミニウム（ＡｌＮ）、窒化ガリウム
（ＧａＮ）、窒化インジウム（ＩｎＮ）等を用いることができる。さらに、セレン化亜鉛
（ＺｎＳｅ）、テルル化亜鉛（ＺｎＴｅ）等も用いることができ、硫化カルシウム－ガリ
ウム（ＣａＧａ２Ｓ４）、硫化ストロンチウム－ガリウム（ＳｒＧａ２Ｓ４）、硫化バリ
ウム－ガリウム（ＢａＧａ２Ｓ４）、等の３元系の混晶であってもよい。
【０２１２】
局在型発光の発光中心として、マンガン（Ｍｎ）、銅（Ｃｕ）、サマリウム（Ｓｍ）、テ
ルビウム（Ｔｂ）、エルビウム（Ｅｒ）、ツリウム（Ｔｍ）、ユーロピウム（Ｅｕ）、セ
リウム（Ｃｅ）、プラセオジウム（Ｐｒ）などを用いることができる。なお、フッ素（Ｆ
）、塩素（Ｃｌ）などのハロゲン元素が添加されていてもよい。上記ハロゲン元素は電荷
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補償として用いることができる。
【０２１３】
一方、ドナー－アクセプター再結合型発光の発光中心として、ドナー準位を形成する第１
の不純物元素及びアクセプター準位を形成する第２の不純物元素を含む発光材料を用いる
ことができる。第１の不純物元素は、例えば、フッ素（Ｆ）、塩素（Ｃｌ）、アルミニウ
ム（Ａｌ）等を用いることができる。第２の不純物元素としては、例えば、銅（Ｃｕ）、
銀（Ａｇ）等を用いることができる。
【０２１４】
ドナー－アクセプター再結合型発光の発光材料を固相法を用いて合成する場合、母体材料
と、第１の不純物元素又は第１の不純物元素を含む化合物と、第２の不純物元素又は第２
の不純物元素を含む化合物をそれぞれ秤量し、乳鉢で混合した後、電気炉で加熱、焼成を
行う。母体材料としては、上述した母体材料を用いることができ、第１の不純物元素又は
第１の不純物元素を含む化合物としては、例えば、フッ素（Ｆ）、塩素（Ｃｌ）、硫化ア
ルミニウム（Ａｌ２Ｓ３）等を用いることができ、第２の不純物元素又は第２の不純物元
素を含む化合物としては、例えば、銅（Ｃｕ）、銀（Ａｇ）、硫化銅（Ｃｕ２Ｓ）、硫化
銀（Ａｇ２Ｓ）等を用いることができる。焼成温度は、７００～１５００℃が好ましい。
温度が低すぎる場合は固相反応が進まず、温度が高すぎる場合は母体材料が分解してしま
うからである。なお、粉末状態で焼成を行ってもよいが、ペレット状態で焼成を行うこと
が好ましい。
【０２１５】
また、固相反応を利用する場合の不純物元素として、第１の不純物元素と第２の不純物元
素で構成される化合物を組み合わせて用いてもよい。この場合、不純物元素が拡散されや
すく、固相反応が進みやすくなるため、均一な発光材料を得ることができる。さらに、余
分な不純物元素が入らないため、純度の高い発光材料が得ることができる。第１の不純物
元素と第２の不純物元素で構成される化合物としては、例えば、塩化銅（ＣｕＣｌ）、塩
化銀（ＡｇＣｌ）等を用いることができる。
【０２１６】
なお、これらの不純物元素の濃度は、母体材料に対して０．０１～１０ａｔｏｍ％であれ
ばよく、好ましくは０．０５～５ａｔｏｍ％の範囲である。
【０２１７】
薄膜型無機ＥＬ素子の場合、電界発光層は、上記発光材料を含む層であり、抵抗加熱蒸着
法、電子ビーム蒸着（ＥＢ蒸着）法等の真空蒸着法、スパッタリング法等の物理気相成長
法（ＰＶＤ）、有機金属ＣＶＤ法、ハイドライド輸送減圧ＣＶＤ法等の化学気相成長法（
ＣＶＤ）、原子層エピタキシ法（ＡＬＥ）等を用いて形成することができる。
【０２１８】
図１３（Ａ）乃至（Ｃ）に発光素子として用いることのできる薄膜型無機ＥＬ素子の一例
を示す。図１３（Ａ）乃至（Ｃ）において、発光素子は、第１の電極層３５０、電界発光
層３５２、第２の電極層３５３を含む。
【０２１９】
図１３（Ｂ）及び図１３（Ｃ）に示す発光素子は、図１３（Ａ）の発光素子において、電
極層と電界発光層間に絶縁層を設ける構造である。図１３（Ｂ）に示す発光素子は、第１
の電極層３５０と電界発光層３５２との間に絶縁層３５４を有し、図１３（Ｃ）に示す発
光素子は、第１の電極層３５０と電界発光層３５２との間に絶縁層３５４ａ、第２の電極
層３５３と電界発光層３５２との間に絶縁層３５４ｂとを有している。このように絶縁層
は電界発光層を挟持する一対の電極層のうち一方の間にのみ設けてもよいし、両方の間に
設けてもよい。また絶縁層は単層でもよいし複数層からなる積層でもよい。
【０２２０】
また、図１３（Ｂ）では第１の電極層３５０に接するように絶縁層３５４が設けられてい
るが、絶縁層と電界発光層の順番を逆にして、第２の電極層３５３に接するように絶縁層
３５４を設けてもよい。
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【０２２１】
分散型無機ＥＬ素子の場合、粒子状の発光材料をバインダ中に分散させ膜状の電界発光層
を形成する。発光材料の作製方法によって、十分に所望の大きさの粒子が得られない場合
は、乳鉢等で粉砕などによって粒子状に加工すればよい。バインダとは、粒状の発光材料
を分散した状態で固定し、電界発光層としての形状に保持するための物質である。発光材
料は、バインダによって電界発光層中に均一に分散し固定される。
【０２２２】
分散型無機ＥＬ素子の場合、電界発光層の形成方法は、選択的に電界発光層を形成できる
液滴吐出法や、印刷法（スクリーン印刷やオフセット印刷など）、スピンコート法などの
塗布法、ディッピング法、ディスペンサ法などを用いることもできる。膜厚は特に限定さ
れることはないが、好ましくは、１０～１０００ｎｍの範囲である。また、発光材料及び
バインダを含む電界発光層において、発光材料の割合は５０ｗｔ％以上８０ｗｔ％以下と
するよい。
【０２２３】
図１４（Ａ）乃至（Ｃ）に発光素子として用いることのできる分散型無機ＥＬ素子の一例
を示す。図１４（Ａ）における発光素子は、第１の電極層３６０、電界発光層３６２、第
２の電極層３６３の積層構造を有し、電界発光層３６２中にバインダによって保持された
発光材料３６１を含む。
【０２２４】
本実施の形態に用いることのできるバインダとしては、絶縁材料を用いることができ、有
機材料や無機材料を用いることができ、有機材料及び無機材料の混合材料を用いてもよい
。有機絶縁材料としては、シアノエチルセルロース系樹脂のように、比較的誘電率の高い
ポリマーや、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン系樹脂、シリコーン樹脂、エ
ポキシ樹脂、フッ化ビニリデンなどの樹脂を用いることができる。また、芳香族ポリアミ
ド、ポリベンゾイミダゾール（ｐｏｌｙｂｅｎｚｉｍｉｄａｚｏｌｅ）などの耐熱性高分
子、又はシロキサン樹脂を用いてもよい。なお、シロキサン樹脂とは、Ｓｉ－Ｏ－Ｓｉ結
合を含む樹脂に相当する。シロキサンは、シリコン（Ｓｉ）と酸素（Ｏ）との結合で骨格
構造が構成される。置換基として、少なくとも水素を含む有機基（例えばアルキル基、芳
香族炭化水素）が用いられる。置換基として、フルオロ基を用いてもよい。または置換基
として、少なくとも水素を含む有機基と、フルオロ基とを用いてもよい。また、ポリビニ
ルアルコール、ポリビニルブチラールなどのビニル樹脂、フェノール樹脂、ノボラック樹
脂、アクリル樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、オキサゾール樹脂（ポリベンゾオキサ
ゾール）等の樹脂材料を用いてもよい。これらの樹脂に、チタン酸バリウム（ＢａＴｉＯ

３）やチタン酸ストロンチウム（ＳｒＴｉＯ３）などの高誘電率の微粒子を適度に混合し
て誘電率を調整することもできる。
【０２２５】
バインダに含まれる無機絶縁材料としては、酸化珪素（ＳｉＯｘ）、窒化珪素（ＳｉＮｘ

）、酸素及び窒素を含む珪素、窒化アルミニウム（ＡｌＮ）、酸素及び窒素を含むアルミ
ニウムまたは酸化アルミニウム（Ａｌ２Ｏ３）、酸化チタン（ＴｉＯ２）、ＢａＴｉＯ３

、ＳｒＴｉＯ３、チタン酸鉛（ＰｂＴｉＯ３）、ニオブ酸カリウム（ＫＮｂＯ３）、ニオ
ブ酸鉛（ＰｂＮｂＯ３）、酸化タンタル（Ｔａ２Ｏ５）、タンタル酸バリウム（ＢａＴａ

２Ｏ６）、タンタル酸リチウム（ＬｉＴａＯ３）、酸化イットリウム（Ｙ２Ｏ３）、酸化
ジルコニウム（ＺｒＯ２）、ＺｎＳその他の無機絶縁性材料を含む物質から選ばれた材料
で形成することができる。有機材料に、誘電率の高い無機材料を含ませる（添加等によっ
て）ことによって、発光材料及びバインダよりなる電界発光層の誘電率をより制御するこ
とができ、より誘電率を大きくすることができる。
【０２２６】
作製工程において、発光材料はバインダを含む溶液中に分散されるが本実施の形態に用い
ることのできるバインダを含む溶液の溶媒としては、バインダ材料が溶解し、電界発光層
を形成する方法（各種ウエットプロセス）及び所望の膜厚に適した粘度の溶液を作製でき
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るような溶媒を適宜選択すればよい。有機溶媒等を用いることができ、例えばバインダと
してシロキサン樹脂を用いる場合は、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピ
レングリコールモノメチルエーテルアセテート（ＰＧＭＥＡともいう）、３－メトキシ－
３メチル－１－ブタノール（ＭＭＢともいう）などを用いることができる。
【０２２７】
図１４（Ｂ）及び図１４（Ｃ）に示す発光素子は、図１４（Ａ）の発光素子において、電
極層と電界発光層間に絶縁層を設ける構造である。図１４（Ｂ）に示す発光素子は、第１
の電極層３６０と電界発光層３６２との間に絶縁層３６４を有し、図１４（Ｃ）に示す発
光素子は、第１の電極層３６０と電界発光層３６２との間に絶縁層３６４ａ、第２の電極
層３６３と電界発光層３６２との間に絶縁層３６４ｂとを有している。このように絶縁層
は電界発光層を挟持する一対の電極層のうち一方の間にのみ設けてもよいし、両方の間に
設けてもよい。また絶縁層は単層でもよいし複数層からなる積層でもよい。
【０２２８】
また、図１４（Ｂ）では第１の電極層３６０に接するように絶縁層３６４が設けられてい
るが、絶縁層と電界発光層の順番を逆にして、第２の電極層３６３に接するように絶縁層
３６４を設けてもよい。
【０２２９】
図１３における絶縁層３５４、図１４における絶縁層３６４のような絶縁層は、特に限定
されることはないが、絶縁耐圧が高く、緻密な膜質であることが好ましく、さらには、誘
電率が高いことが好ましい。例えば、酸化シリコン（ＳｉＯ２）、酸化イットリウム（Ｙ

２Ｏ３）、酸化チタン（ＴｉＯ２）、酸化アルミニウム（Ａｌ２Ｏ３）、酸化ハフニウム
（ＨｆＯ２）、酸化タンタル（Ｔａ２Ｏ５）、チタン酸バリウム（ＢａＴｉＯ３）、チタ
ン酸ストロンチウム（ＳｒＴｉＯ３）、チタン酸鉛（ＰｂＴｉＯ３）、窒化シリコン（Ｓ
ｉ３Ｎ４）、酸化ジルコニウム（ＺｒＯ２）等やこれらの混合膜又は２種以上の積層膜を
用いることができる。これらの絶縁膜は、スパッタリング、蒸着、ＣＶＤ等により成膜す
ることができる。また、絶縁層はこれら絶縁材料の粒子をバインダ中に分散して成膜して
もよい。バインダ材料は、電界発光層に含まれるバインダと同様な材料、方法を用いて形
成すればよい。膜厚は特に限定されることはないが、好ましくは１０～１０００ｎｍの範
囲である。
【０２３０】
本実施の形態で示す発光素子は、電界発光層を挟持する一対の電極層間に電圧を印加する
ことで発光が得られるが、直流駆動又は交流駆動のいずれにおいても動作することができ
る。
【０２３１】
本実施の形態は、実施の形態１又は実施の形態２それぞれと適宜組み合わせることができ
る。
【０２３２】
（実施の形態６）
次に、実施の形態２乃至５によって作製される表示パネルに駆動用のドライバ回路を実装
する態様について説明する。本実施の形態では、より簡略化した工程で低コストに作製す
ることを目的とした表示装置の一例について説明する。
【０２３３】
まず、ＣＯＧ方式を採用した表示装置について、図２３（Ａ）を用いて説明する。基板２
７００上には、文字や画像などの情報を表示する画素部２７０１が設けられる。複数の駆
動回路が設けられた基板を、矩形状に分断し、分断後の駆動回路（ドライバＩＣとも表記
）２７５１は、基板２７００上に実装される。図２３（Ａ）は複数のドライバＩＣ２７５
１、ドライバＩＣ２７５１の先にＦＰＣ２７５０を実装する形態を示す。また、分割する
大きさを画素部の信号線側の辺の長さとほぼ同じにし、単数のドライバＩＣの先にテープ
を実装してもよい。
【０２３４】
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また、ＴＡＢ方式を採用してもよく、その場合は、図２３（Ｂ）で示すように複数のテー
プを貼り付けて、該テープにドライバＩＣを実装すればよい。ＣＯＧ方式の場合と同様に
、単数のテープに単数のドライバＩＣを実装してもよく、この場合には、強度の問題から
、ドライバＩＣを固定する金属片等を一緒に貼り付けるとよい。
【０２３５】
これらの表示パネルに実装されるドライバＩＣは、生産性を向上させる観点から、一辺が
３００ｍｍから１０００ｍｍ、さらには１０００ｍｍ以上の一辺を有する矩形状の基板上
に複数個作り込むとよい。
【０２３６】
つまり、基板上に駆動回路部と入出力端子を一つのユニットとする回路パターンを複数個
形成し、最後に分割して取り出せばよい。ドライバＩＣの長辺の長さは、画素部の一辺の
長さや画素ピッチを考慮して、長辺が１５～８０ｍｍ、短辺が１～６ｍｍの矩形状に形成
してもよいし、画素領域の一辺、又は画素部の一辺と各駆動回路の一辺とを足した長さに
形成してもよい。
【０２３７】
ドライバＩＣのＩＣチップに対する外形寸法の優位性は長辺の長さにあり、長辺が１５～
８０ｍｍで形成されたドライバＩＣを用いると、画素部に対応して実装するのに必要な数
がＩＣチップを用いる場合よりも少なくて済み、製造上の歩留まりを向上させることがで
きる。また、ガラス基板上にドライバＩＣを形成すると、母体として用いる基板の形状に
限定されないので生産性を損なうことがない。これは、円形のシリコンウエハからＩＣチ
ップを取り出す場合と比較すると、大きな優位点である。
【０２３８】
また、図２２（Ｂ）のように走査線側駆動回路３７０２は基板上に一体形成される場合、
画素部３７０１の外側の領域には、信号線側の駆動回路が形成されたドライバＩＣが実装
される。これらのドライバＩＣは、信号線側の駆動回路である。ＲＧＢフルカラーに対応
した画素領域を形成するためには、ＸＧＡクラスで信号線の本数が３０７２本必要であり
、ＵＸＧＡクラスでは４８００本が必要となる。このような本数で形成された信号線は、
画素部３７０１の端部で数ブロック毎に区分して引出線を形成し、ドライバＩＣの出力端
子のピッチに合わせて集められる。
【０２３９】
ドライバＩＣは、基板上に形成された結晶質半導体により形成されることが好適であり、
該結晶質半導体は連続発光のレーザ光を照射することで形成されることが好適である。従
って、当該レーザ光を発生させる発振器としては、連続発光の固体レーザ又は気体レーザ
を用いる。連続発光のレーザを用いると、結晶欠陥が少なく、大粒径の多結晶半導体層を
用いて、トランジスタを作成することが可能となる。また移動度や応答速度が良好なため
に高速駆動が可能で、従来よりも素子の動作周波数を向上させることができ、特性バラツ
キが少ないために高い信頼性を得ることができる。なお、さらなる動作周波数の向上を目
的として、トランジスタのチャネル長方向とレーザ光の走査方向と一致させるとよい。こ
れは、連続発光レーザによるレーザ結晶化工程では、トランジスタのチャネル長方向とレ
ーザ光の基板に対する走査方向とが概ね並行（好ましくは－３０度以上３０度以下）であ
るときに、最も高い移動度が得られるためである。なおチャネル長方向とは、チャネル形
成領域において、電流が流れる方向、換言すると電荷が移動する方向と一致する。このよ
うに作製したトランジスタは、結晶粒がチャネル方向に延在する多結晶半導体層によって
構成される活性層を有し、このことは結晶粒界が概ねチャネル方向に沿って形成されてい
ることを意味する。
【０２４０】
レーザ結晶化を行うには、レーザ光の大幅な絞り込みを行うことが好ましく、そのレーザ
光の形状（ビームスポット）の幅は、ドライバＩＣの短辺の同じ幅の１ｍｍ以上３ｍｍ以
下程度とすることがよい。また、被照射体に対して、十分に且つ効率的なエネルギー密度
を確保するために、レーザ光の照射領域は、線状であることが好ましい。但し、ここでい
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う線状とは、厳密な意味で線を意味しているのではなく、アスペクト比の大きい長方形も
しくは長楕円形を意味する。例えば、アスペクト比が２以上（好ましくは１０以上１００
００以下）のものを指す。このように、レーザ光のレーザ光の形状（ビームスポット）の
幅をドライバＩＣの短辺と同じ長さとすることで、生産性を向上させた表示装置の作製方
法を提供することができる。
【０２４１】
　図２３（Ａ）、（Ｂ）のように走査線側駆動回路及び信号線側駆動回路の両方として、
ドライバＩＣを実装してもよい。その場合には、走査線側と信号線側で用いるドライバＩ
Ｃの仕様を異なるものにするとよい。
【０２４２】
　画素領域は、信号線と走査線が交差してマトリクスを形成し、各交差部に対応してトラ
ンジスタが配置される。本発明は、画素領域に配置されるトランジスタとして、非晶質半
導体又はセミアモルファス半導体をチャネル部としたＴＦＴを用いることを特徴とする。
非晶質半導体は、プラズマＣＶＤ法やスパッタリング法等の方法により形成する。セミア
モルファス半導体は、プラズマＣＶＤ法で３００℃以下の温度で形成することが可能であ
り、例えば、外寸５５０×６５０ｍｍの無アルカリガラス基板であっても、トランジスタ
を形成するのに必要な膜厚を短時間で形成するという特徴を有する。このような製造技術
の特徴は、大画面の表示装置を作製する上で有効である。また、セミアモルファスＴＦＴ
は、ＳＡＳでチャネル形成領域を構成することにより２～１０ｃｍ２／Ｖ・ｓｅｃの電界
効果移動度を得ることができる。また本発明を用いると、パターンを所望の形状に制御性
よく形成することができるので、このような微細な配線もショート等の不良が生じること
なく安定的に形成することができる。画素を十分機能させるのに必要な電気特性を有する
ＴＦＴを形成できる。従って、このＴＦＴを画素のスイッチング用素子や、走査線側の駆
動回路を構成する素子として用いることができる。従って、システムオンパネル化を実現
した表示パネルを作製することができる。
【０２４３】
半導体層をＳＡＳで形成したＴＦＴを用いることにより、走査線側駆動回路も基板上に一
体形成することができ、半導体層をＡＳで形成したＴＦＴを用いる場合には、走査線側駆
動回路及び信号線側駆動回路の両方をドライバＩＣで実装するとよい。
【０２４４】
その場合には、走査線側と信号線側で用いるドライバＩＣの仕様を異なるものにすること
が好適である。例えば、走査線側のドライバＩＣを構成するトランジスタには３０Ｖ程度
の耐圧が要求されるものの、駆動周波数は１００ｋＨｚ以下であり、比較的高速動作は要
求されない。従って、走査線側のドライバＩＣを構成するトランジスタのチャネル長（Ｌ
）は十分大きく設定することが好適である。一方、信号線側のドライバＩＣのトランジス
タには、１２Ｖ程度の耐圧があれば十分であるが、駆動周波数は３Ｖにて６５ＭＨｚ程度
であり、高速動作が要求される。そのため、ドライバＩＣを構成するトランジスタのチャ
ネル長などはミクロンルールで設定することが好適である。本発明を用いると、微細なパ
ターン形成が制御性よくできるので、このようなミクロンルールにも十分に対応すること
が可能である。
【０２４５】
ドライバＩＣの実装方法は、特に限定されるものではなく、ＣＯＧ方法やワイヤボンディ
ング方法、或いはＴＡＢ方法を用いることができる。
【０２４６】
　ドライバＩＣの厚さは、対向基板と同じ厚さとすることで、両者の高さはほぼ同じもの
となり、表示装置全体としての薄型化に寄与する。また、用いる基板を同じ材質のもので
作製することにより、この表示装置に温度変化が生じても熱応力が発生することなく、Ｔ
ＦＴで作製された回路の特性を損なうことはない。その他にも、本実施形態で示すように
ＩＣチップよりも長尺のドライバＩＣで駆動回路を実装することにより、１つの画素領域
に対して、実装されるドライバＩＣの個数を減らすことができる。
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【０２４７】
　以上のようにして、表示パネルに駆動回路を組み入れることができる。
【０２４８】
本実施の形態は、実施の形態２乃至５とそれぞれ組み合わせて用いることが可能である。
【０２４９】
（実施の形態７）
本実施の形態を図１０を用いて説明する。図１０は、本発明を適用して作製されるＴＦＴ
基板２８００を用いてＥＬ表示モジュールを構成する一例を示している。本実施の形態で
は、より簡略化した工程で低コストに作製することを目的とした表示装置の一例について
説明する。図１０において、ＴＦＴ基板２８００上には、画素により構成された画素部が
形成されている。
【０２５０】
図１０では、画素部の外側であって、駆動回路と画素との間に、画素に形成されたものと
同様なＴＦＴ又はそのＴＦＴのゲートとソース若しくはドレインの一方とを接続してダイ
オードと同様に動作させた保護回路部２８０１が備えられている。駆動回路２８０９は、
単結晶半導体で形成されたドライバＩＣ、ガラス基板上に多結晶半導体膜で形成されたス
ティックドライバＩＣ、若しくはＳＡＳで形成された駆動回路などが適用されている。
【０２５１】
ＴＦＴ基板２８００は、液滴吐出法で形成されたスペーサ２８０６ａ、スペーサ２８０６
ｂを介して封止基板２８２０と固着されている。スペーサは、基板の厚さが薄く、また画
素部の面積が大型化した場合にも、２枚の基板の間隔を一定に保つために設けておくこと
が好ましい。ＴＦＴ２８０２、ＴＦＴ２８０３とそれぞれ接続する発光素子２８０４、発
光素子２８０５上であって、ＴＦＴ基板２８００と封止基板２８２０との間にある空隙に
は少なくとも可視領域の光に対して透光性を有する樹脂材料を充填して固体化しても良い
し、無水化した窒素若しくは不活性気体を充填させても良い。
【０２５２】
図１０では発光素子２８０４、発光素子２８０５を上面放射型（トップエミッション型）
の構成とした場合を示し、図中に示す矢印の方向に光を放射する構成としている。各画素
は、画素を赤色、緑色、青色として発光色を異ならせておくことで、多色表示を行うこと
ができる。また、このとき封止基板２８２０側に各色に対応した着色層２８０７ａ、着色
層２８０７ｂ、着色層２８０７ｃを形成しておくことで、外部に放射される発光の色純度
を高めることができる。また、画素を白色発光素子として着色層２８０７ａ、着色層２８
０７ｂ、着色層２８０７ｃと組み合わせても良い。
【０２５３】
外部回路である駆動回路２８０９は、ＴＦＴ基板２８００の一端に設けられた走査線若し
くは信号線接続端子と、配線基板２８１０で接続される。また、ＴＦＴ基板２８００に接
して若しくは近接させて、熱を機器の外部へ伝えるために使われる、パイプ状の高効率な
熱伝導デバイスであるヒートパイプ２８１３と放熱板２８１２を設け、放熱効果を高める
構成としても良い。
【０２５４】
なお、図１０では、トップエミッションのＥＬモジュールとしたが、発光素子の構成や外
部回路基板の配置を変えてボトムエミッション構造、もちろん上面、下面両方から光が放
射する両面放射構造としても良い。トップエミッション型の構成の場合、隔壁となる絶縁
層を着色しブラックマトリクスとして用いてもよい。この隔壁は液滴吐出法により形成す
ることができ、ポリイミドなどの樹脂材料に、顔料系の黒色樹脂やカーボンブラック等を
混合させて形成すればよく、その積層でもよい。
【０２５５】
また、ＥＬ表示モジュールは、位相差板や偏光板を用いて、外部から入射する光の反射光
を遮断するようにしてもよい。また上面放射型の表示装置ならば、隔壁となる絶縁層を着
色しブラックマトリクスとして用いてもよい。この隔壁は液滴吐出法などによっても形成
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することができ、顔料系の黒色樹脂や、ポリイミドなどの樹脂材料に、カーボンブラック
等を混合させてもよく、その積層でもよい。液滴吐出法によって、異なった材料を同領域
に複数回吐出し、隔壁を形成してもよい。位相差板、位相差板としてはλ／４板とλ／２
板とを用い、光を制御できるように設計すればよい。構成としては、ＴＦＴ素子基板側か
ら順に、発光素子、封止基板（封止材）、位相差板、位相差板（λ／４板、λ／２板）、
偏光板という構成になり、発光素子から放射された光は、これらを通過し偏光板側より外
部に放射される。この位相差板や偏光板は光が放射される側に設置すればよく、両面放射
される両面放射型の表示装置であれば両方に設置することもできる。また、偏光板の外側
に反射防止膜を有していても良い。これにより、より高精細で精密な画像を表示すること
ができる。
【０２５６】
ＴＦＴ基板２８００において、画素部が形成された側にシール材や接着性の樹脂を用いて
樹脂フィルムを貼り付けて封止構造を形成してもよい。本実施の形態では、ガラス基板を
用いるガラス封止を示したが、樹脂による樹脂封止、プラスチックによるプラスチック封
止、フィルムによるフィルム封止、など様々な封止方法を用いることができる。樹脂フィ
ルムの表面には水分の透過を防止するガスバリア膜を設けておくと良い。フィルム封止構
造とすることで、さらなる薄型化及び軽量化を図ることができる。
【０２５７】
以上示したように、本実施の形態では、工程を簡略化することができる。また、液滴吐出
法を用いて基板上に直接的に各種の構成物（パーツ）を形成することにより、１辺が１０
００ｍｍを超える第５世代以降のガラス基板を用いても、容易に表示パネルを製造するこ
とができる。
【０２５８】
本発明により、表示装置を構成する導電層（図１０においてはＴＦＴのソース電極層及び
ドレイン電極層）を、自己整合的に作製することができる。本実施の形態の薄膜トランジ
スタは、トランジスタのソース電極層又はドレイン電極層を、光重合性反応基を含む有機
層を選択的に重合して形成した有機重合層を形成し、撥液処理を行うことによって自己整
合的に形成する。また、有機重合層は、光重合性反応基を含む有機層を裏面露光により選
択的に重合して形成する。無機材料を含むゲート絶縁層と有機重合層との撥液剤に対する
吸着性の差を利用して、ゲート絶縁層と有機重合層とにぬれ性の差を与える。このように
ぬれ性を制御された領域に導電性材料を含む組成物を吐出することによってソース電極層
又はドレイン電極層を有機重合層上のみに形成することができる。よって、自己整合的に
薄膜トランジスタを作製することができる。従って本発明を用いると、低コストかつ高い
生産性で表示装置を作製することができる。
【０２５９】
本実施の形態は、実施の形態１、２、実施の形態４乃至７とそれぞれ組み合わせて用いる
ことが可能である。
【０２６０】
（実施の形態８）
本実施の形態を図２０（Ａ）及び図２０（Ｂ）を用いて説明する。図２０（Ａ）、図２０
（Ｂ）は、本発明を適用して作製されるＴＦＴ基板２６００を用いて表示装置（液晶表示
モジュール）を構成する一例を示している。本実施の形態では、より簡略化した工程で低
コストに作製することを目的とした表示装置の一例について説明する。
【０２６１】
図２０（Ａ）は液晶表示モジュールの一例であり、ＴＦＴ基板２６００と対向基板２６０
１がシール材２６０２により固着され、その間にＴＦＴ等を含む画素部２６０３と液晶層
２６０４が設けられ表示領域を形成している。着色層２６０５はカラー表示を行う場合に
必要であり、ＲＧＢ方式の場合は、赤、緑、青の各色に対応した着色層が各画素に対応し
て設けられている。ＴＦＴ基板２６００と対向基板２６０１の外側には偏光板２６０６、
偏光板２６０７、拡散板２６１３が配設されている。光源は冷陰極管２６１０と反射板２
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６１１により構成され、回路基板２６１２は、フレキシブル配線基板２６０９によりＴＦ
Ｔ基板２６００と接続され、コントロール回路や電源回路などの外部回路が組みこまれて
いる。
【０２６２】
また、液晶表示モジュールは、バックライトを有する。バックライトは、発光部材により
形成することが可能であり、代表的には冷陰極管、ＬＥＤ、ＥＬ発光装置等を用いること
ができる。本実施の形態のバックライトは可撓性を有することが好ましい。更には、バッ
クライトに反射板、及び光学フィルムを設けてもよい。
【０２６３】
偏光板２６０６、偏光板２６０７は、ＴＦＴ基板２６００、対向基板２６０１に接着され
ている。また偏光板と、基板との間に位相差板を有した状態で積層してもよい。また、必
要に応じて、視認側である偏光板２６０６には反射防止処理を施してもよい。
【０２６４】
液晶表示モジュールには、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モード、ＩＰＳ（Ｉ
ｎ－Ｐｌａｎｅ－Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）モード、ＦＦＳ（Ｆｒｉｎｇｅ　Ｆｉｅｌｄ　Ｓ
ｗｉｔｃｈｉｎｇ）モード、ＭＶＡ（Ｍｕｌｔｉ－ｄｏｍａｉｎ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａ
ｌｉｇｎｍｅｎｔ）モード、ＰＶＡ（Ｐａｔｔｅｒｎｅｄ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇ
ｎｍｅｎｔ）、ＡＳＭ（Ａｘｉａｌｌｙ　Ｓｙｍｍｅｔｒｉｃ　ａｌｉｇｎｅｄ　Ｍｉｃ
ｒｏ－ｃｅｌｌ）モード、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｂｉｒｅ
ｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）モード、ＦＬＣ（Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃ
ｒｙｓｔａｌ）モード、ＡＦＬＣ（ＡｎｔｉＦｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ
　Ｃｒｙｓｔａｌ）などを用いることができる。
【０２６５】
図２０（Ｂ）は図２０（Ａ）の液晶表示モジュールにＯＣＢモードを適用した一例であり
、ＦＳ－ＬＣＤ（Ｆｉｅｌｄ　ｓｅｑｕｅｎｔｉａｌ－ＬＣＤ）となっている。ＦＳ－Ｌ
ＣＤは、１フレーム期間に赤色発光と緑色発光と青色発光をそれぞれ行うものであり、時
間分割を用いて画像を合成しカラー表示を行うことが可能である。また、各発光を発光ダ
イオードまたは冷陰極管等で行うので、カラーフィルタが不要である。よって、３原色の
カラーフィルタを並べ、各色の表示領域を限定する必要がなく、どの領域でも３色全ての
表示を行うことができる。一方、１フレーム期間に３色の発光を行うため、液晶の高速な
応答が求められる。本発明の表示装置に、ＦＳ方式を用いたＦＬＣモード、及びＯＣＢモ
ードを適用し、高性能で高画質な表示装置、また液晶テレビジョン装置を完成させること
ができる。
【０２６６】
ＯＣＢモードの液晶層は、いわゆるπセル構造を有している。πセル構造とは、液晶分子
のプレチルト角がアクティブマトリクス基板と対向基板との基板間の中心面に対して面対
称の関係で配向された構造である。πセル構造の配向状態は、基板間に電圧が印加されて
いない時はスプレイ配向となり、電圧を印加するとベンド配向に移行する。このベンド配
向が白表示となる。さらに電圧を印加するとベンド配向の液晶分子が両基板と垂直に配向
し、光が透過しない状態となる。なお、ＯＣＢモードにすると、従来のＴＮモードより約
１０倍速い高速応答性を実現できる。
【０２６７】
また、ＦＳ方式に対応するモードとして、高速動作が可能な強誘電性液晶（ＦＬＣ：Ｆｅ
ｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）を用いたＨＶ（Ｈａｌｆ　Ｖ
）－ＦＬＣ、ＳＳ（Ｓｕｒｆａｃｅ　Ｓｔａｂｉｌｉｚｅｄ）－ＦＬＣなども用いること
ができる。ＯＣＢモードは粘度の比較的低いネマチック液晶を用い、ＨＶ－ＦＬＣ、ＳＳ
－ＦＬＣには、強誘電相を有するスメクチック液晶を用いることができる。
【０２６８】
また、液晶表示モジュールの高速光学応答速度は、液晶表示モジュールのセルギャップを
狭くすることで高速化する。また液晶材料の粘度を下げることでも高速化できる。上記高
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速化は、ＴＮモードの液晶表示モジュールの画素領域の画素ピッチが３０μｍ以下の場合
に、より効果的である。また、印加電圧を一瞬だけ高く（または低く）するオーバードラ
イブ法により、より高速化が可能である。
【０２６９】
図２０（Ｂ）の液晶表示モジュールは透過型の液晶表示モジュールを示しており、光源と
して赤色光源２９１０ａ、緑色光源２９１０ｂ、青色光源２９１０ｃが設けられている。
光源は赤色光源２９１０ａ、緑色光源２９１０ｂ、青色光源２９１０ｃのそれぞれオンオ
フを制御するために、制御部２９１２が設置されている。制御部２９１２によって、各色
の発光は制御され、液晶に光は入射し、時間分割を用いて画像を合成し、カラー表示が行
われる。
【０２７０】
以上示したように、本実施の形態では、工程を簡略化することができる。また、液滴吐出
法を用いて基板上に直接的に各種の構成物（パーツ）を形成することにより、１辺が１０
００ｍｍを超える第５世代以降のガラス基板を用いても、容易に表示パネルを製造するこ
とができる。
【０２７１】
本実施の形態では、自己整合的にソース電極層及びドレイン電極層を形成している。よっ
て、マスクのアライメントずれによる形状不良などが生じず、制御性よく配線を形成する
ことができる。従って、本発明を用いると、歩留まりよく信頼性の高い半導体装置、表示
装置などを作製することができる。
【０２７２】
本実施の形態は、実施の形態１、実施の形態３、及び実施の形態６とそれぞれ組み合わせ
て用いることが可能である。
【０２７３】
（実施の形態９）
本実施の形態では、より簡略化した工程で低コストに作製することを目的とした表示装置
の一例について説明する。
【０２７４】
図２１は、本発明を適用したアクティブマトリクス型の電子ペーパーを示す。図２１では
アクティブマトリクス型を示すが、本発明はパッシブマトリクス型にも適用することがで
きる。
【０２７５】
電子ペーパーとしてツイストボール表示方式を用いることができる。ツイストボール表示
方式とは、白と黒に塗り分けられた球形粒子を第１の電極層及び第２の電極層の間に配置
し、第１の電極層及び第２の電極層に電位差を生じさせての球形粒子の向きを制御するこ
とにより、表示を行う方法である。
【０２７６】
トランジスタ５８１は逆コプラナ型の薄膜トランジスタであり、ゲート電極層５８２、ゲ
ート絶縁層５８４、配線層５８５ａ、配線層５８５ｂ、半導体層５８６を含む。また配線
層５８５ｂは第１の電極層５８７ａと絶縁層５９８に形成する開口で接しており電気的に
接続している。ゲート絶縁層５８４は無機材料を含む。第１の電極層５８７ａ、５８７ｂ
、と第２の電極層５８８との間には黒色領域５９０ａ及び白色領域５９０ｂを有し、周り
に液体で満たされているキャビティ５９４を含む球形粒子５８９が設けられており、球形
粒子５８９の周囲は樹脂等の充填材５９５で充填されている（図２１参照。）。
【０２７７】
本実施の形態において、トランジスタ５８１の配線層５８５ａ、５８５ｂを、有機重合層
５８３ａ、５８３ｂを形成し、撥液処理を行うことによって自己整合的に形成する。また
、有機重合層は、光重合性反応基を含む有機層を裏面露光により選択的に重合して形成す
る。無機材料を含むゲート絶縁層と有機重合層との撥液剤に対する吸着性の差を利用して
、ゲート絶縁層と有機重合層とにぬれ性の差を与える。このようにぬれ性を制御された領
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域に導電性材料を含む組成物を吐出することによって配線層を有機重合層上のみに形成す
ることができる。よって、自己整合的に薄膜トランジスタを作製することができる。従っ
て本発明を用いると、低コストかつ高い生産性で表示装置などを作製することができる。
【０２７８】
また、ツイストボールの代わりに、電気泳動素子を用いることも可能である。透明な液体
と、正に帯電した白い微粒子と負に帯電した黒い微粒子とを封入した直径１０μｍ～２０
０μｍ程度のマイクロカプセルを用いる。第１の電極層と第２の電極層との間に設けられ
るマイクロカプセルは、第１の電極層と第２の電極層によって、電場が与えられると、白
い微粒子と、黒い微粒子が逆の方向に移動し、白または黒を表示することができる。この
原理を応用した表示素子が電気泳動表示素子であり、一般的に電子ペーパーとよばれてい
る。電気泳動表示素子は、液晶表示素子に比べて反射率が高いため、補助ライトは不要で
あり、また消費電力が小さく、薄暗い場所でも表示部を認識することが可能である。また
、表示部に電源が供給されない場合であっても、一度表示した像を保持することが可能で
あるため、電波発信源から表示機能付き表示装置を遠ざけた場合であっても、表示された
像を保存しておくことが可能となる。
【０２７９】
トランジスタの半導体層は非晶質半導体、結晶性半導体、多結晶半導体、微結晶半導体な
ど様々な半導体を用いることができ、本実施の形態では有機化合物を用いて有機トランジ
スタを形成する。
【０２８０】
本実施の形態は、上記の実施の形態１、及び実施の形態６それぞれ適宜組み合わせること
ができる。
【０２８１】
本発明により、表示装置を構成する配線等の構成物を、所望の形状で形成できる。また複
雑なフォトリソグラフィ工程を軽減し、簡略化された工程で表示装置を作製することがで
きるので、材料のロスが少なく、コストダウンも達成できる。よって高性能、高信頼性の
表示装置を歩留まりよく作製することができる。
【０２８２】
（実施の形態１０）
本発明によって形成される表示装置によって、テレビジョン装置を完成させることができ
る。図２４はテレビジョン装置の主要な構成を示すブロック図を示している。表示パネル
には、図２２（Ａ）で示すような構成として画素部９０１のみが形成されて走査線側駆動
回路９０３と信号線側駆動回路９０２とが、図２３（Ｂ）のようなＴＡＢ方式により実装
される場合と、図２３（Ａ）のようなＣＯＧ方式により実装される場合と、図２２（Ｂ）
に示すようにＴＦＴを形成し、画素部９０１と走査線側駆動回路９０３を基板上に形成し
信号線側駆動回路９０２を別途ドライバＩＣとして実装する場合、また図２２（Ｃ）で示
すように画素部９０１と信号線側駆動回路９０２と走査線側駆動回路９０３を基板上に一
体形成する場合などがあるが、どのような形態としても良い。
【０２８３】
その他の外部回路の構成として、映像信号の入力側では、チューナ９０４で受信した信号
のうち、映像信号を増幅する映像信号増幅回路９０５と、そこから出力される信号を赤、
緑、青の各色に対応した色信号に変換する映像信号処理回路９０６と、その映像信号をド
ライバＩＣの入力仕様に変換するためのコントロール回路９０７などからなっている。コ
ントロール回路９０７は、走査線側と信号線側にそれぞれ信号が出力する。デジタル駆動
する場合には、信号線側に信号分割回路９０８を設け、入力デジタル信号をｍ個に分割し
て供給する構成としても良い。
【０２８４】
チューナ９０４で受信した信号のうち、音声信号は、音声信号増幅回路９０９に送られ、
その出力は音声信号処理回路９１０を経てスピーカー９１３に供給される。制御回路９１
１は受信局（受信周波数）や音量の制御情報を入力部９１２から受け、チューナ９０４や
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音声信号処理回路９１０に信号を送出する。
【０２８５】
これらの液晶表示モジュール、ＥＬ表示モジュールを、図２５（Ａ）、（Ｂ）に示すよう
に、筐体に組みこんで、テレビジョン装置を完成させることができる。図１０のようなＥ
Ｌ表示モジュールを用いると、ＥＬテレビジョン装置を、図２０（Ａ）、図２０（Ｂ）の
ような液晶表示モジュールを用いると、液晶テレビジョン装置を完成することができる。
表示モジュールにより主画面２００３が形成され、その他付属設備としてスピーカー部２
００９、操作スイッチなどが備えられている。このように、本発明によりテレビジョン装
置を完成させることができる。
【０２８６】
筐体２００１に表示用パネル２００２が組みこまれ、受信機２００５により一般のテレビ
放送の受信をはじめ、モデム２００４を介して有線又は無線による通信ネットワークに接
続することにより一方向（送信者から受信者）又は双方向（送信者と受信者間、又は受信
者間同士）の情報通信をすることもできる。テレビジョン装置の操作は、筐体に組みこま
れたスイッチ又は別体のリモコン装置２００６により行うことが可能であり、このリモコ
ン装置にも出力する情報を表示する表示部２００７が設けられていても良い。
【０２８７】
また、テレビジョン装置にも、主画面２００３の他にサブ画面２００８を第２の表示用パ
ネルで形成し、チャネルや音量などを表示する構成が付加されていても良い。この構成に
おいて、主画面２００３を視野角の優れたＥＬ表示用パネルで形成し、サブ画面を低消費
電力で表示可能な液晶表示用パネルで形成しても良い。また、低消費電力化を優先させる
ためには、主画面２００３を液晶表示用パネルで形成し、サブ画面をＥＬ表示用パネルで
形成し、サブ画面は点滅可能とする構成としても良い。本発明を用いると、このような大
型基板を用いて、多くのＴＦＴや電子部品を用いても、信頼性の高い表示装置とすること
ができる。
【０２８８】
図２５（Ｂ）は例えば２０～８０インチの大型の表示部を有するテレビジョン装置であり
、筐体２０１０、表示部２０１１、操作部であるリモコン装置２０１２、スピーカー部２
０１３等を含む。本発明は、表示部２０１１の作製に適用される。図２５（Ｂ）のテレビ
ジョン装置は、壁かけ型となっており、設置するスペースを広く必要としない。
【０２８９】
勿論、本発明はテレビジョン装置に限定されず、パーソナルコンピュータのモニタをはじ
め、鉄道の駅や空港などにおける情報表示盤や、街頭における広告表示盤など特に大面積
の表示媒体として様々な用途に適用することができる。
【０２９０】
（実施の形態１１）
本発明に係る電子機器として、テレビジョン装置（単にテレビ、又はテレビジョン受信機
ともよぶ）、デジタルカメラ、デジタルビデオカメラ、携帯電話装置（単に携帯電話機、
携帯電話ともよぶ）、ＰＤＡ等の携帯情報端末、携帯型ゲーム機、コンピュータ用のモニ
タ、コンピュータ、カーオーディオ等の音響再生装置、家庭用ゲーム機等の記録媒体を備
えた画像再生装置等が挙げられる。その具体例について、図２６を参照して説明する。
【０２９１】
図２６（Ａ）に示す携帯情報端末機器は、本体９２０１、表示部９２０２等を含んでいる
。表示部９２０２は、本発明の表示装置を適用することができる。その結果、低コストで
信頼性の高い携帯情報端末機器を提供することができる。
【０２９２】
図２６（Ｂ）に示すデジタルビデオカメラは、表示部９７０１、表示部９７０２等を含ん
でいる。表示部９７０１は本発明の表示装置を適用することができる。その結果、低コス
トで信頼性の高いデジタルビデオカメラを提供することができる。
【０２９３】
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図２６（Ｃ）に示す携帯電話機は、本体９１０１、表示部９１０２等を含んでいる。表示
部９１０２は、本発明の表示装置を適用することができる。その結果、低コストで信頼性
の高い携帯電話機を提供することができる。
【０２９４】
図２６（Ｄ）に示す携帯型のテレビジョン装置は、本体９５０１、表示部９５０２等を含
んでいる。表示部９５０２は、本発明の表示装置を適用することができる。その結果、低
コストで信頼性の高い携帯型のテレビジョン装置を提供することができる。またテレビジ
ョン装置としては、携帯電話機などの携帯端末に搭載する小型のものから、持ち運びをす
ることができる中型のもの、また、大型のもの（例えば４０インチ以上）まで、幅広いも
のに、本発明の表示装置を適用することができる。
【０２９５】
図２６（Ｅ）に示す携帯型のコンピュータは、本体９４０１、表示部９４０２等を含んで
いる。表示部９４０２は、本発明の表示装置を適用することができる。その結果、低コス
トで信頼性の高い携帯型のコンピュータを提供することができる。
【０２９６】
このように、本発明の表示装置により、低コストで信頼性の高い電子機器を提供すること
ができる。
（実施の形態１２）
【０２９７】
本実施形態の半導体装置の構成について、図２８を参照して説明する。図２８に示すよう
に、本発明の半導体装置２０は、非接触でデータを交信する機能を有し、電源回路１１、
クロック発生回路１２、データ復調／変調回路１３、他の回路を制御する制御回路１４、
インターフェイス回路１５、記憶回路１６、データバス１７、アンテナ（アンテナコイル
）１８、センサ２１、センサ回路２２を有する。
【０２９８】
電源回路１１は、アンテナ１８から入力された交流信号を基に、半導体装置２０の内部の
各回路に供給する各種電源を生成する回路である。クロック発生回路１２は、アンテナ１
８から入力された交流信号を基に、半導体装置２０の内部の各回路に供給する各種クロッ
ク信号を生成する回路である。データ復調／変調回路１３は、リーダライタ１９と交信す
るデータを復調／変調する機能を有する。制御回路１４は、記憶回路１６を制御する機能
を有する。アンテナ１８は、電磁波或いは電波の送受信を行う機能を有する。リーダライ
タ１９は、半導体装置との交信、制御及びそのデータに関する処理を制御する。なお、半
導体装置は上記構成に制約されず、例えば、電源電圧のリミッタ回路や暗号処理専用ハー
ドウエアといった他の要素を追加した構成であってもよい。
【０２９９】
記憶回路１６は、一対の導電層間に有機化合物層又は相変化層が挟まれた記憶素子を有す
ることを特徴とする。なお、記憶回路１６は、一対の導電層間に有機化合物層又は相変化
層が挟まれた記憶素子のみを有していてもよいし、他の構成の記憶回路を有していてもよ
い。他の構成の記憶回路とは、例えば、ＤＲＡＭ、ＳＲＡＭ、ＦｅＲＡＭ、マスクＲＯＭ
、ＰＲＯＭ、ＥＰＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ及びフラッシュメモリから選択される１つ又は複
数に相当する。
【０３００】
センサ２１は抵抗素子、容量結合素子、誘導結合素子、光起電力素子、光電変換素子、熱
起電力素子、トランジスタ、サーミスタ、ダイオードなどの半導体素子で形成される。セ
ンサ回路２２はインピーダンス、リアクタンス、インダクタンス、電圧又は電流の変化を
検出し、アナログ／デジタル変換（Ａ／Ｄ変換）して制御回路１４に信号を出力する。
【０３０１】
次に、本発明の半導体装置を実装した電子機器の一態様について図面を参照して説明する
。ここで例示する電子機器は携帯電話機であり、筐体５７００、５７０６、パネル５７０
１、ハウジング５７０２、プリント配線基板５７０３、操作ボタン５７０４、バッテリ５
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７０５を有する（図２８（Ｂ）参照）。パネル５７０１はハウジング５７０２に脱着自在
に組み込まれ、ハウジング５７０２はプリント配線基板５７０３に嵌着される。ハウジン
グ５７０２はパネル５７０１が組み込まれる電子機器に合わせて、形状や寸法が適宜変更
される。プリント配線基板５７０３には、パッケージングされた複数の半導体装置が実装
されており、このうちの１つとして、本発明の半導体装置を用いることができる。プリン
ト配線基板５７０３に実装される複数の半導体装置は、コントローラ、中央処理ユニット
（ＣＰＵ、Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）、メモリ、電源回路、音
声処理回路、送受信回路等のいずれかの機能を有する。
【０３０２】
パネル５７０１は、接続フィルム５７０８を介して、プリント配線基板５７０３と接続さ
れる。上記のパネル５７０１、ハウジング５７０２、プリント配線基板５７０３は、操作
ボタン５７０４やバッテリ５７０５と共に、筐体５７００、５７０６の内部に収納される
。パネル５７０１が含む画素領域５７０９は、筐体５７００に設けられた開口窓から視認
できるように配置されている。
【０３０３】
上記の通り、本発明の半導体装置は、小型、薄型、軽量であることを特徴としており、上
記特徴により、電子機器の筐体５７００、５７０６内部の限られた空間を有効に利用する
ことができる。
【０３０４】
なお、筐体５７００、５７０６は、携帯電話機の外観形状を一例として示したものであり
、本実施の形態に係る電子機器は、その機能や用途に応じて様々な態様に変容しうる。
【０３０５】
（実施の形態１３）
本発明によりプロセッサ回路を有するチップ（以下、プロセッサチップ、無線チップ、無
線プロセッサ、無線メモリ、無線タグともよぶ）として機能する半導体装置を形成するこ
とができる。本発明の半導体装置の用途は広範にわたるが、例えば、紙幣、硬貨、有価証
券類、証書類、無記名債券類、包装用容器類、書籍類、記録媒体、身の回り品、乗物類、
食品類、衣類、保健用品類、生活用品類、薬品類及び電子機器等に設けて使用することが
できる。
【０３０６】
紙幣、硬貨とは、市場に流通する金銭であり、特定の地域で貨幣と同じように通用するも
の（金券）、記念コイン等を含む。有価証券類とは、小切手、証券、約束手形等を指し、
プロセッサ回路を有するチップ１９０を設けることができる（図２９（Ａ）参照）。証書
類とは、運転免許証、住民票等を指し、プロセッサ回路を有するチップ１９１を設けるこ
とができる（図２９（Ｂ）参照）。身の回り品とは、鞄、眼鏡等を指し、プロセッサ回路
を有するチップ１９７を設けることができる（図２９（Ｃ）参照）。無記名債券類とは、
切手、おこめ券、各種ギフト券等を指す。包装用容器類とは、お弁当等の包装紙、ペット
ボトル等を指し、プロセッサ回路を有するチップ１９３を設けることができる（図２９（
Ｄ）参照）。書籍類とは、書物、本等を指し、プロセッサ回路を有するチップ１９４を設
けることができる（図２９（Ｅ）参照）。記録媒体とは、ＤＶＤソフト、ビデオテープ等
を指、プロセッサ回路を有するチップ１９５を設けることができる（図２９（Ｆ）参照）
。乗物類とは、自転車等の車両、船舶等を指し、プロセッサ回路を有するチップ１９６を
設けることができる（図２９（Ｇ）参照）。食品類とは、食料品、飲料等を指す。衣類と
は、衣服、履物等を指す。保健用品類とは、医療器具、健康器具等を指す。生活用品類と
は、家具、照明器具等を指す。薬品類とは、医薬品、農薬等を指す。電子機器とは、液晶
表示装置、ＥＬ表示装置、テレビジョン装置（テレビ受像機、薄型テレビ受像機）、携帯
電話等を指す。
【０３０７】
紙幣、硬貨、有価証券類、証書類、無記名債券類等にプロセッサ回路を有するチップを設
けることにより、偽造を防止することができる。また、包装用容器類、書籍類、記録媒体
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等、身の回り品、食品類、生活用品類、電子機器等にプロセッサ回路を有するチップを設
けることにより、検品システムやレンタル店のシステムなどの効率化を図ることができる
。乗物類、保健用品類、薬品類等にプロセッサ回路を有するチップを設けることにより、
偽造や盗難の防止、薬品類ならば、薬の服用の間違いを防止することができる。プロセッ
サ回路を有するチップの設け方としては、物品の表面に貼ったり、物品に埋め込んだりし
て設ける。例えば、本ならば紙に埋め込んだり、有機樹脂からなるパッケージなら当該有
機樹脂に埋め込んだりするとよい。
【０３０８】
また、本発明より形成することが可能なプロセッサ回路を有するチップを、物の管理や流
通のシステムに応用することで、システムの高機能化を図ることができる。例えば、荷札
に設けられるプロセッサ回路を有するチップに記録された情報を、ベルトコンベアの脇に
設けられたリーダライタで読み取ることで、流通過程及び配達先等の情報が読み出され、
商品の検品や荷物の分配を簡単に行うことができる。
【０３０９】
本発明よりより簡略化された工程で低コストに作製することを目的としたプロセッサ回路
を有するチップの構造について図２７を用いて説明する。プロセッサ回路を有するチップ
は、薄膜集積回路９３０３及びそれに接続されるアンテナ９３０４とで形成される。また
、薄膜集積回路９３０３及びアンテナ９３０４は、カバー材９３０１、９３０２により挟
持される。薄膜集積回路９３０３は、接着剤を用いてカバー材に接着してもよい。図２７
においては、薄膜集積回路９３０３の一方が、接着剤９３２０を介してカバー材９３０１
に接着されている。
【０３１０】
薄膜集積回路９３０３は、剥離工程により剥離してカバー材に設ける。本実施の形態にお
ける薄膜トランジスタは、逆コプラナ型の薄膜トランジスタである。本実施の形態の薄膜
トランジスタは、トランジスタのソース電極層又はドレイン電極層９３２２ａ、９３２２
ｂ、９３２２ｃ、９３２２ｄを、有機重合層９３２１ａ、９３２１ｂ、９３２１ｃ、９３
２１ｄを形成し、撥液処理を行うことによって自己整合的に形成する。また、有機重合層
は、光重合性反応基を含む有機層を裏面露光により選択的に重合して形成する。無機材料
を含むゲート絶縁層と有機重合層との撥液剤に対する吸着性の差を利用して、ゲート絶縁
層と有機重合層とにぬれ性の差を与える。このようにぬれ性を制御された領域に導電性材
料を含む組成物を吐出することによってソース電極層又はドレイン電極層を有機重合層上
のみに形成することができる。よって、自己整合的に薄膜トランジスタを作製することが
できる。従って本発明を用いると、低コストかつ高い生産性で半導体装置を作製すること
ができる。また、薄膜集積回路９３０３に、他に用いられる半導体素子はこれに限定され
ず、例えば、ＴＦＴの他に、記憶素子、ダイオード、光電変換素子、抵抗素子、コイル、
容量素子、インダクタなども用いることができる。
【０３１１】
図２７で示すように、薄膜集積回路９３０３のＴＦＴ上には層間絶縁膜９３１１が形成さ
れ、層間絶縁膜９３１１を介してＴＦＴに接続するアンテナ９３０４が形成される。また
、層間絶縁膜９３１１及びアンテナ９３０４上には、窒化珪素膜等からなるバリア膜９３
１２が形成されている。
【０３１２】
アンテナ９３０４は、金、銀、銅等の導電体を有する液滴を液滴吐出法により吐出し、乾
燥焼成して形成する。液滴吐出法によりアンテナを形成することで、工程数の削減が可能
であり、それに伴うコスト削減が可能である。
【０３１３】
カバー材９３０１、９３０２は、フィルム（ポリプロピレン、ポリエステル、ビニル、ポ
リフッ化ビニル、塩化ビニルなどからなる）、繊維質な材料からなる紙、基材フィルム（
ポリエステル、ポリアミド、無機蒸着フィルム、紙類等）と、接着性合成樹脂フィルム（
アクリル系合成樹脂、エポキシ系合成樹脂等）との積層フィルムなどを用いることが好ま
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しい。フィルムと被処理体とは、熱圧着により接着、貼り合わせ処理が行われる。フィル
ムの最表面に設けられた接着層か、又は最外層に設けられた層（接着層ではない）を加熱
処理によって溶かし、加圧により接着する。
【０３１４】
また、カバー材に紙、繊維、カーボングラファイト等の焼却無公害素材を用いることによ
り、使用済みプロセッサ回路を有するチップの焼却、又は裁断することが可能である。ま
た、これらの材料を用いたプロセッサ回路を有するチップは、焼却しても有毒ガスを発生
しないため、無公害である。
【０３１５】
なお、図２７では、接着剤９３２０を介してカバー材９３０１にプロセッサ回路を有する
チップを設けているが、カバー材９３０１の代わりに、物品にプロセッサ回路を有するチ
ップを貼付けて、使用しても良い。
【実施例１】
【０３１６】
本実施例では、本発明を用いて薄膜トランジスタを作製した例を示す。
【０３１７】
まず基板上に、ゲート電極層としてスパッタリング法によりモリブデン膜を形成し、モリ
ブデン膜上にゲート絶縁層としてスピンコート法によりノボラック樹脂とメラミン樹脂の
混合樹脂膜とシロキサン樹脂膜との積層を形成した。
【０３１８】
次に、ゲート絶縁層上に光重合性反応基を含む有機層を形成した。本実施例では、光重合
性反応基を含む有機層として、ポリビニルシンナメートをジメチルホルムアミドに溶解し
た溶液を液滴吐出法により吐出して形成した。
【０３１９】
基板裏面から、光照射（波長３００～３５０ｎｍ）を行い、光重合性反応基を含む有機層
を選択的に露光し光架橋を行った。有機溶剤としてジメチルホルムアミドに浸漬し、光重
合性反応基を含む有機層において光照射領域以外の領域を選択的に除去して、有機重合層
を形成した。
【０３２０】
有機重合層及びゲート絶縁層上に加水分解基を有する有機シラン膜を形成した。本実施例
では撥液性を有する加水分解基を有する有機シランとしてＨＭＤＳを用いた。ＨＭＤＳは
、ソース電極層及びドレイン電極層形成材料である導電性材料として銀を含む液状の組成
物に対して撥液性（低いぬれ性）を示す。加水分解基を有する有機シランは有機重合層よ
りゲート絶縁層上に密に形成されるため、ソース電極層及びドレイン電極層形成材料に対
して、有機重合層表面よりゲート絶縁層表面の方がぬれ性が低くなる。
【０３２１】
このようにぬれ性の制御を行ったゲート絶縁層及び有機重合層上に導電性材料を含む組成
物を吐出すると、液状の組成物はよりぬれ性の高い有機重合層上にとどまる。乾燥、焼成
によって、有機重合層上にソース電極層及びドレイン電極層を形成した。
【０３２２】
撥液処理に用いた加水分解基を有する有機シラン（ＨＭＤＳ）を除去し、加水分解基を有
する有機シランとしてオクタデシルトリメトキシシランを形成した後、半導体層として有
機半導体層を形成した。本実施例では有機半導体層としてペンタセンを用い蒸着法により
形成した。このようにして自己整合的に薄膜トランジスタを作製することができた。
【０３２３】
形成したゲート電極層とソース電極層又はドレイン電極層の光学顕微鏡写真を図３１に示
す。図３１において、基板上に、ゲート導電層８０とソース電極層又はドレイン電極層８
１とが形成されている。図３１において、ソース電極層又はドレイン電極層８１は、選択
的に形成された有機重合層のパターン通りの形状に形成されているので、自己整合的にソ
ース電極層又はドレイン電極層８１は、ゲート絶縁層を介してゲート導電層８０とほぼ重
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【０３２４】
また、作製した逆コプラナ型の薄膜トランジスタの電気特性を図３２に示す。図３２は、
ゲート電圧ドレイン電流特性である。図３２により、本発明を用いて作製した薄膜トラン
ジスタはトランジスタとして動作、機能することが確認できた。
【０３２５】
本実施例では、有機重合層を、光重合性反応基を含む有機層を裏面露光により選択的に重
合して形成する。ゲート絶縁層と有機重合層との撥液剤に対する吸着性の差を利用して、
ゲート絶縁層と有機重合層とにぬれ性の差を与える。このようにぬれ性を制御された領域
に導電性材料を含む組成物を吐出することによってソース電極層及びドレイン電極層を有
機重合層のみに形成することができる。よって、自己整合的に薄膜トランジスタを作製す
ることができる。従って本発明を用いると、低コストかつ高い生産性で半導体装置、表示
装置などを作製することができる。
【図面の簡単な説明】
【０３２６】
【図１】本発明を説明する概念図。
【図２】本発明を説明する概念図。
【図３】本発明の表示装置の作製方法を説明する図。
【図４】本発明の表示装置の作製方法を説明する図。
【図５】本発明の表示装置の作製方法を説明する図。
【図６】本発明の表示装置の作製方法を説明する図。
【図７】本発明の表示装置の作製方法を説明する図。
【図８】本発明の表示装置の作製方法を説明する図。
【図９】本発明の表示装置を説明する図。
【図１０】本発明のＥＬ表示モジュールの構成例を説明する断面図。
【図１１】本発明の表示装置を説明する図。
【図１２】本発明に適用できる発光素子の構成を説明する図。
【図１３】本発明に適用できる発光素子の構成を説明する図。
【図１４】本発明に適用できる発光素子の構成を説明する図。
【図１５】本発明の表示装置の作製方法を説明する図。
【図１６】本発明の表示装置の作製方法を説明する図。
【図１７】本発明の表示装置の作製方法を説明する図。
【図１８】本発明の表示装置の作製方法を説明する図。
【図１９】本発明の表示装置を説明する図。
【図２０】本発明の液晶表示モジュールの構成例を説明する断面図。
【図２１】本発明の表示装置を説明する図。
【図２２】本発明の表示装置の上面図。
【図２３】本発明の表示装置の上面図。
【図２４】本発明が適用される電子機器の主要な構成を示す図。
【図２５】本発明が適用される電子機器を示す図。
【図２６】本発明が適用される電子機器を示す図。
【図２７】本発明が適用される半導体装置を示す図。
【図２８】本発明が適用される電子機器の主要な構成を示す図。
【図２９】本発明が適用される半導体装置を示す図。
【図３０】本発明に適用することのできる液滴吐出装置の構成を説明する図。
【図３１】実施例１の実験データを示す図。
【図３２】実施例１の実験データを示す図。
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